
 

 

 

農産物流通における価値共創に関する研究 

-生産者と消費者・実需者との直接的な取引関係を対象として- 

 

Research on Co-Creation of Value in the Distribution of Agricultural 

Products：Study on Direct Transactional Relationships between Producers 

and Consumers or Food Services 

 

 

 

 

 

 

 

2023 年 3 月 

 

岩手大学大学院 

連合農学研究科 

地域環境創生学専攻 

(山形大学) 

 

大西 偉益 

  



i 

 

目次 

序章 研究課題        ・・・１ 

第１節 研究の背景       ・・・１ 

第２節 価値共創と文脈価値の概念の定義 ・・・３ 

第３節 価値共創と文脈価値に関する先行研究    ・・・10 

第４節 研究目的と課題設定 ・・・18 

第５節 研究対象と分析方法 ・・・19 

 

第 1 章 生産者と消費者・実需者との取引関係における課題 ・・・21 

第１節 はじめに       ・・・21 

第２節 米を中心とする農産物流通     ・・・22 

第３節 青果物を中心とする農産物流通 ・・・28 

第４節 卸売市場外の農産物流通 ・・・35 

第５節 農産物流通の課題への価値共創による分析視点 ・・・40 

 

第２章 産消提携運動における価値共創の実態 ・・・42 

第１節 はじめに ・・・42 

第２節 生活クラブ生協と庄内みどり農協の概要 ・・・42 

第３節 価値共創に必要な４つの要素による産消提携運動の評価 ・・・47 

第４節 生協組合員の文脈価値 ・・・57 

第５節 小括 ・・・59 

 

第３章 産消提携運動の生協役員にみる文脈価値の形成過程 ・・・61 

第１節 はじめに ・・・61 

第２節 分析方法 ・・・62 

第３節 計量テキスト分析でみる生協役員の文脈価値の形成過程 ・・・65 

第４節 小括 ・・・74 

 

第４章 かほくイタリア野菜研究会にみる価値共創する生産者組織の特徴 ・・・76 

第１節 はじめに ・・・76 

第２節 かほくイタリア野菜研究会の概要 ・・・76 

第３節 分析方法 ・・・77 

第４節 価値共創する生産者組織の特徴 ・・・79 

第５節 小括                              ・・・100 

 

第５章 まとめと考察            ・・・103 

第１節 まとめ             ・・・103 

第２節 考察             ・・・107 

 

引用文献                    ・・・113 



ii 

 

図表目次 

序章 

図序-2-1 Vargo and Lusch(2004)による独自の service 概念と製品・サービスとの関係 

         ・・・5 

図序-2-2 農産物流通における service 提供者と service 受益者の関係  ・・・6 

図序-2-3 価値共創型企業システムのモデル    ・・・15 

 

第１章 

図 1-2-1 コメ産地銘柄の再編概念図     ・・・27 

表 1-2-2 2020 年の全国地域別の米 60kg 当たりの粗収益   ・・・27 

 

第２章 

図 2-2-1 共同開発米の生産者数と面積の推移    ・・・46 

図 2-2-2 遊佐町の米生産量に占める共同開発米生産量の推移  ・・・46 

図 2-3-1 共同開発米の生産開始年      ・・・48 

図 2-3-2 共同開発米を生産して良かった点     ・・・48 

図 2-3-3 共同開発米を生産していくうえでの問題点    ・・・49 

表 2-3-4 交流会参加者による交流会の評価(2019 年)   ・・・51 

表 2-3-5 交流会参加者による交流会の評価(2018 年,2017 年合算)  ・・・51 

表 2-3-6 生産者の生活クラブ組合員に対する意識(2019 年)   ・・・53 

表 2-3-7 生産者の生活クラブ組合員に対する意識(2018 年)   ・・・53 

表 2-3-8 生産者の生活クラブ組合員に対する意識(2017 年)   ・・・53 

表 2-3-9 生産者のリスクに対する意識(2019 年)    ・・・55 

表 2-3-10  生産者のリスクに対する意識(2018 年)    ・・・55 

表 2-3-11  生産者の情報公開に対する意識(2019 年)    ・・・57 

表 2-3-12  生産者の情報公開に対する意識(2018 年)    ・・・57 

図 2-4-1 生活クラブ組合員の生活クラブ加入前後での意思の変化  ・・・58 

 

第３章 

図 3-2-1 生活史資料の区分      ・・・63 

表 3-4-1 インタビュー調査対象者の基本属性    ・・・66 

表 3-4-2 出現回数上位 30 の抽出語     ・・・66 

表 3-4-3 生活クラブ組合員の生活クラブ加入前後の経験まとめ  ・・・67 

図 3-4-4 A の共起ネットワーク      ・・・68 

図 3-4-5 B の共起ネットワーク      ・・・70 

図 3-4-6 C の共起ネットワーク      ・・・71 

図 3-4-7 D の共起ネットワーク      ・・・73 

図 3-4-8 単語同士の共起ネットワーク     ・・・74 

 

  



iii 

 

第４章 

図 4-3-1 ネットワークにおける中心性と媒介性の模式図   ・・・78 

表 4-4-1 生産者の概要       ・・・80 

表 4-4-2 生産者のイタリア野菜を生産して良かったと思うこと  ・・・81 

表 4-4-3 生産者のイタリア野菜を生産する上で問題となる点  ・・・81 

表 4-4-4 生産者のイタリア野菜を生産することの意味   ・・・82 

表 4-4-5 飲食店の概要       ・・・83 

表 4-4-6 飲食店の生産者との交流経験     ・・・84 

表 4-4-7 生産者の飲食店との「対話」に対する意識    ・・・85 

表 4-4-8 生産者の飲食店との交流回数と交流人数    ・・・85 

表 4-4-9 生産者の飲食店との交流方法     ・・・86 

表 4-4-10  生産者の飲食店との交流感想     ・・・86 

表 4-4-11  飲食店の要望提出経験      ・・・88 

表 4-4-12  生産者の飲食店との「利用」に対する意識   ・・・89 

表 4-4-13  飲食店の栽培方法へのこだわりと欠品時の対応   ・・・90 

表 4-4-14  生産者の飲食店との「リスク評価」に対する意識   ・・・91 

表 4-4-15  生産者の情報公開に対する飲食店の反応    ・・・92 

表 4-4-16  生産者の飲食店との「透明性」に対する意識   ・・・93 

表 4-4-17  飲食店の文脈価値      ・・・94 

表 4-4-18 生産者ごとの価値共創の 4 要素の平均点    ・・・94 

表 4-4-19  イタリア野菜の栽培について話しかける人   ・・・95 

図 4-4-20  イタリア野菜栽培について話しかける生産者のネットワーク図 ・・・96 

表 4-4-21  イタリア野菜栽培のネットワークにおける媒介中心性とパワー中心性・・・97 

表 4-4-22  イタリア野菜の販売について話しかける人     ・・・98 

図 4-4-23  イタリア野菜販売について話しかける生産者のネットワーク図     ・・・98 

表 4-4-24 イタリア野菜販売のネットワークにおける媒介中心性とパワー中心性・・・99 

表 4-4-25  価値共創の平均点と入出次数との相関関係        ・・・100 

  



1 

 

序章  研究課題  

 

第 1 節  研究の背景  

 

 我が国の農産物流通 は多段階で形成され、生産者から消費者に至る農産物流通

において食と農の距離が拡大している状況にある。この食と農の距離の拡大に対

し て 、 清 水 (2022) は 地 理 的 距 離 、 時 間 的 距 離 、 段 階 的 距 離 の ３ つ の 局 面 で 食 と

農の距離が拡大したと指摘している。地理的距離の拡大とは、 食と農が物理的に

離れ、アメリカや中国、オーストラリア、ブラジル等 の遠い国の農と日本の食 が

結びつくようになった ことを意味している。時間的距離の拡大とは、貯蔵技術の

発展に伴い、収穫後の時間が経過した農産物であっても食べることができること

を意味している。段階的距離の拡大とは、生産者から消費者に至るまでに、 複数

の主体が関わるようになったこと を意味している。食品製造業や外食産業、小売

業等を経て、農産物が何らかの加工をされて消費に至ることが多くなった。 この

ような食と農の距離が拡大した状況下では、消費者 はどのような生産者が農産物

を生産しているのかを知るのは難しい。生産者が分かる ことで得られていた安心

感は失われる。食の安全・安心に関わる 問題に対して、国としても危機感を持っ

て お り 、 農 林 水 産 省 (2021) 「 食 料 ・ 農 業 ・ 農 村 白 書 」 で は 「 消 費 者 と 食 ・ 農 と

の つ なが り の 深 化 」を 図 り、「 国 産 農 林水 産 物 の 消費 拡 大 」 を する 必 要 があ る と

指摘している。国産農産物の消費 を拡大し、生産者の所得が向上するような取り

組みは必要である。さらに、生産者と消費者のつながりを強化することは、消費

者にとっては生産者を知ることによる食への安心感が得られ、生産者にとっては

消費者がどのような需要を持っているのかを直接的に知る機会が得られるという

側面も存在する。農産物を生産する時から、消費者や実需者が何を求めているの

か を 考 え る 必 要 性 が 増 し て お り 、 プ ロ ダ ク ト ア ウ ト か ら マ ー ケ ッ ト イ ン 1 へ の 転

 

1  日 本 総 研 ( 2 0 0 8 ) に よ る と 、 プ ロ ダ ク ト ア ウ ト と は 「 技 術 や 製 造 設 備 と い っ た 提 供 側 か ら

の 発 想 で 商 品 開 発 ・ 生 産 ・ 販 売 」 を 行 う こ と で あ り 、 マ ー ケ ッ ト イ ン と は 「 市 場 や 購 買 者 と

い う 買 い 手 の 立 場 に 立 っ て 、 買 い 手 が 必 要 と す る も の を 提 供 」 す る こ と だ と し て い る 。 こ れ

ら を 二 元 論 的 に ど ち ら か が 良 い と 扱 う の で は な く 、「 他 社 で は な く 、 当 社 の 商 品 ・ サ ー ビ ス

を 選 ん で 」 も ら う と い う 視 点 が 重 要 で あ り 、 そ の 発 想 の 起 点 は 市 場 の ニ ー ズ で あ ろ う と 、 自

社 の 強 み で あ ろ う と ど ち ら で も 大 差 な い と い う 指 摘 も さ れ て い る 。  
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換が求められているといえる。  

 近年、消費者の中食・外食需要が高まって おり、食の外部化が進展して いるこ

とも見過ごすことができない流れである。消費者の需要に応えていくには、生産

者 と 実 需 者 2 と の 連 携 も 欠 か す こ と が で き な い 。 農 林 水 産 省 (2020) 「 食 料 ・ 農

業 ・ 農村 基 本 計 画 」で は 、 農業 生 産 を 維 持・ 拡 大 する に は 、「食 品 関 連 事業 者 等

との連携を強化し、加工・業務用需要への対応や新たな市場の創出、変化するニ

ー ズ に 即 し た 生 産 体 制 ・ バ リ ュ ー チ ェ ー ン を 構 築 す る こ と が 不 可 欠 」 3 だ と し て

いる。実需者は、他店との競争に勝つために差別 化戦略や消費者の需要に応える

経営戦略を展開することが求められ、その戦略を実行するための農産物を確保し

なければならない。この農産物を確保する過程においては、既存の生産・流通体

制にとらわれるのではなく、状況に応じて生産・流通体制を再編する必要があ る。  

 上述した状況を踏まえると、生産者と消費者の関係や生産者と実需者の関係を

深めることで食と農を近づけ、国産農産物の生産と消費の拡大を図る必要があり、

そのためにはより効果的に生産者と消費者・実需者の関係を深められる方法を模

索する必要がある。そこで、本稿では、 生産者と消費者とが協調的でつながりの

深い関係を構築することで価値が創造されるとしている 「価値共創」という概念

に着目する。価値共創とは、消費者の需要に応えるために、生産者と消費者が協

力関係を構築し、新たな価値の創出を目指すものである。生産者と消費者が協力

関係を構築して、製品やサービスの改善や開発に取り組むため、価値共創に取り

組む生産者と消費者との関係は長期継続的で密接な関係を構築できる。 農産物の

生産者と消費者あるいは生産者と実需者との間で価値共創できれば、これまで以

上に消費者や実需者の要望に合わせた農産物が生産されるため、消費者・実需者

が継続的に農産物を購入することが見込まれる。生産者は安定的な 販売を見込む

 
2  本 稿 で は 、 飲 食 店 ・ 小 売 店 ・ 食 品 製 造 業 等 の 食 品 関 連 事 業 者 を 総 称 す る 際 に は 「 実 需 者 」

を 用 い る 。  

3  バ リ ュ ー チ ェ ー ン と は 「 価 値 連 鎖 」 と も 言 わ れ て お り 、 M . E . ポ ー タ ー ( 1 9 8 5 ) に よ れ ば 、

「 購 買 物 流 」「 製 造 」「 出 荷 物 流 」「 販 売 ・ マ ー ケ テ ィ ン グ 」「 サ ー ビ ス 」 の 5 つ の 主 活 動 と

「 調 達 」「 技 術 開 発 」「 人 事 ・ 労 務 管 理 」「 会 社 の 全 般 管 理 」 の 4 つ の 支 援 活 動 を 合 わ せ て

「 価 値 を つ く る 活 動 」 と し て 捉 え 、 さ ら に 「 マ ー ジ ン 」 を 含 め た も の が 価 値 の 総 和 で あ り 、

会 社 の 事 業 に よ っ て 生 み 出 さ れ た 価 値 で あ る と し て い る 。  
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ことができ、生産者の所得の向上や安定を見込むことができる。今後の農産物流

通においては、このような価値共創を取り入れた取引の必要性が増 していくと思

われる。  

 

第 2 節  価値共創と文脈価値の概念の定義  

 

 「価値共創」という概念は Praha lad  and  R amaswamy (2004)によって提唱され、

既存の選択肢に満足できない消費者とそれに応えようとする生産者との価値創造

を 提 唱す る 概 念 で あり 、「 こ れ ま で の 選択 肢 に は 満足 で き な い 消費 者 」 と企 業 が

「つながりを持ち、ともに価値を創造しようとする」のが価値共創である 。この

よ う な価 値 共 創 の 概念 を 提 唱し た 背 景 は、「 消 費 者を 単 な る 受 け身 の 立 場」 と し

て位置づけていた既存の概念とは異なる「積極的に企業に関わろうとする消費者」

が 登 場し 、「 消 費者 の 役 割 」 が 変 わ っ た ため だ と して い る 。 今 や多 く の 人が イ ン

ターネットを介して自分の知りたい情報にアクセスすることが容易となり、情報

を隠している企業に対しては不信感を募らせる消費者もいる と思われる。インタ

ーネットが普及したことで情報の入手性が向上したのみならず、メールや各種の

SNS 等 が 普 及す る こ と で 人々 は 遠 く の 人と も コ ミュ ニ ケ ー シ ョン を 取 るこ と が

容易となり、消費者の コミュニティの形成にも影響を及ぼしている。 インターネ

ッ ト 等で 情 報 を 入 手し た り 、コ ミ ュ ニ テ ィで 意 見 を交 わ し た り する こ と で、「製

品やサービスの良し悪しをより的確に判断」できるようになった結果、企業に対

し て 「 自 分 か ら 意 見 を 伝 え る 傾 向 を 強 め て い る 」 と Praha lad  and  

Ramasw amy(2004) は指摘する。  

Praha lad  and  Ramasw am y(2004)は、価値共創を可能にする生産者と消費者の

関係には、「対話 (d i a logue ) ・「利用 ( acces s )」・「リスク評価 ( r i sk  a s se s smen t ) 」・

「透明性 ( t r anspa rency )」 の 4 つの要 素が必 要であると 指摘し てい る。「対話 」

と は、「 当 事 者 同士 が 深 く かか わ り あ い なが ら 、 行動 へ 向 け て 意見 を 交 わす 」 こ

と と 定義 さ れ て い る。「 顧 客と 同 じ 経 験 をし 、 そ の経 験 を 取 り 巻く 思 惑 、社 会 、

文 化な ど の 背 景」 を 企 業 が理 解 す る 必要 が あ る 。さ ら に 、「 対 話 」 の 特徴 と し て、

「消費者と企業の両方に利害のあるテーマに焦点」が当てられることで議論が活
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発 化 し、 よ り 多 く のコ ミ ュ ニケ ー シ ョ ン が行 わ れ るよ う に な る。「 利 用 」と は 、

商 品 所有 す る こ と なく 、「 好 ま し い 経 験」 を す る こと と 定 義 さ れて い る 。 従 来 の

企 業 の関 心 は 、「製 品 を 作 って 消 費 者 に 販売 す る 」こ と に 寄 せ られ て い た。 し か

し 、 消費 者 の 目 標 は「 好 ま しい 経 験 」 を する こ と であ り 、「 必ず し も 製 品を 所 有

し た いと は 考 え て いな い 」 とし て い る 。「 リ ス ク 評価 」 と は 、 消費 者 に 対し て 利

点だけでなく損害が及ぶ可能性も伝えていることと定義されている。これまでの

企業は消費者に対して「利点ばかりを説明して、リスクにはほとんど目をつぶっ

ていた」と批判しており、今後は「どのようなリスクがあるのか、リスクと引き

換えにどういった利益が得られるのか」を議論すべきだ としている。このような

議 論 を通 し て 、「消 費 者 と の間 で 従 来 よ りも 強 い 信頼 関 係 を 築 ける 」 と 指摘 し て

い る。「 透 明 性 」と は 、 情 報の 非 対 称 性 の解 消 で ある と 定 義 さ れて い る 。積 極 的

な消費者は自ら情報収集をするので、不透明であることは消費者の不信感となっ

て し まう 。「 情 報の 透 明 性 は、 企 業 と 消 費者 の 間 に信 頼 を 築 く うえ で 欠 かせ な い

要素」となっている。  

価値共創によって新たに創造された価値は「文脈価値」と呼ばれ、 生産者との

相互作用や協働活動を通じて消費者が得られた知識や技術、経験などを消費者が

独自に判断し感じる価値であると Vargo  and  Lusch (2004) は指摘する。また、独

自の「 se rv ice 」の概念を主張して おり、製品やサービスは図 序 -2-1 のような包

含 関 係 に あ る と し て い る 。 有 形 財 や 製 品 で あ る 「 goods 」、 あ る い は 無 形 財 や サ

ー ビ ス で あ る 「 serv ices 」 は 「 serv ice 」 を 供 給 す る た め の 手 段 と し て 捉 え ら れ

ている。特に、有形物である 製品はモノそのものが生産者と消費者で交換される

のではなく、モノを通して得られる便益や効用である serv ice が生産者と消費者

で交換される。また、 serv ices は生産者と消費者による直接的な serv ice の交換

であり、goods は間接的な serv ice の交換である。 以降、独自の「 serv ice」の

意 味 と し て 用 い る 時 は 「 serv ice 」 と 表 記 し 、 一 般 的 な 意 味 で 使 う 時 は 「 サ ー ビ

ス」と表記する。  
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図 序 - 2 - 1   Va rg o  a n d  L u s c h ( 2 0 0 4 ) に よ る 独 自 の s e r v i c e 概 念 と 製 品 ・ サ ー ビ ス と の 関 係  

注 ： 井 上 ・ 村 松 (2 0 1 0 ) か ら 引 用 し 筆 者 作 成 。  

 

井 上 ・ 村 松 (2010) は 、 文 脈 価 値 は 「 受 益 者 に よ っ て 、 常 に 、 独 自 に 、 か つ 、

現象学的に判断される」 4 ものであるため、「文脈価値の有無や大きさ」は「顧客

の主観的な知覚によって判断される」としている。さらに、既存の製品やサービ

ス に おけ る 価 値 の 中心 は 機 能性 で あ り 、「 工 場 あ るい は 流 通 プ ロセ ス 」 で組 み 込

まれるものであるのに対して、文脈価値は「製品の基本機能以外のより高次なも

の ( 所 有、 誇 示 、 経 験 ) に 満足 」 す る も ので あ り、「 製 品 は 機能 的 ベ ネ フィ ッ ト を

提供するものではなく、より高次なニー ズを充足するための手段あるいはプラッ

ト フ ォ ー ム 」 5 と し て 捉 え ら れ る と 指 摘 し て い る 。 文 脈 価 値 は 消 費 者 の 価 値 観 に

よって判断されるため、文脈価値を効果的に生じさせる には、生産者は消費者の

価値観といった点も含めて理解を深める必要がある。消費者にとっては、自 身が

 

4  井 上 ・ 村 松 ( 2 0 1 0 ) に よ れ ば 、「 現 象 学 的 」 と は 「 マ ー ケ テ ィ ン グ に お い て 広 く 用 い ら れ て

い る 「 経 験 ( e x p e r i e n c e ) 」 と い う 用 語 と 同 じ で あ る と 解 釈 し て よ い 」 と し て お り 、「 経 験 と

い う 用 語 の 持 つ 日 常 用 語 と し て の 多 様 な 意 味 と そ の 結 果 と し て の 不 明 確 さ を 避 け る 」 目 的 と

し て 「 現 象 学 的 」 と い う 言 葉 が 使 わ れ た と 指 摘 し た 。  

5  プ ラ ッ ト フ ォ ー ム と は 、 あ る サ ー ビ ス や シ ス テ ム を 提 供 す る の に 必 要 な 土 台 の こ と を 指 し

て お り 、 例 え ば パ ソ コ ン で は W i n d o w s な ど の O S の こ と を 指 す 。  
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文脈価値を感じるのに適した製品やサービスの 価値は、その他の製品やサービス

での代替が困難な価値であるため、製品やサービスを継続的に購入することが予

想できる。石川(2013) は「価値という言葉を使うには測定の問題」があり、「測

定方法についても考えなければならない 」と指摘する。文脈価値は、製品の基本

機能以外の「所有・誇示・経験」といったより高次なものに価値を見出すのであ

り、単純に貨幣価値として換算できるものではない。また、消費者それぞれの主

観的な知覚によって判断されるものであるため、文脈価値の大小を比較すること

も難しい。まずは、文脈価値を実証的に把握する研究を蓄積していく必要があ る。  

ここまで生産者と消費者との価値共創について整理してきたが、価値共創の関

係はこの 2 者の関係に留まらない。L usch  and  Vargo  (2016 ) は、価値共創におけ

る生産者や消費者の関 係を「 serv ice 提供者」と「 serv ice 受益者」による「ア

クター  t o  アクター」の関係であるとより包括的な捉え方をしている。これを農

産物 流 通に お ける 主体 に置 き 換え る と図 序 -2-2 のよ うに 示 すこ と がで き る。 農

産物流通の川上側は serv ice 提供者、川下側 は serv ice 受益者として捉え ること

ができる。例えば、生産者と消費者だけならば、生産者は serv ice 提供者であり

消費者は serv ice 受益者である。生産者と実需者と消費者の 3 者における関係性

では、生産者と実需者との間においては、生産者が serv ice 提供者であり 実需者

が serv ice 受 益 者 と な る 。 ま た 、 実 需 者 と 消 費 者 と の 間 に お い て は 、 実 需 者 が

serv ice 提供者であり消費者が serv ice 受益者となる。 消費者はもちろんのこと、

生産者が実需者と価値共創することでより良い農産物 が生産されれば、その農産

物を実需者が加工や調理して消費者に提供することで、価値共創によって生み出

された便益が消費者にも還元されると考えられる。  

 

 

図 序 - 2 - 2  農 産 物 流 通 に お け る s e r v i c e 提 供 者 と s e r v i c e 受 益 者 の 関 係  
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本 稿 で は 、 生 産 者 と 消 費 者 、 生 産 者 と 実 需 者 と い っ た serv ice 提 供 者 と

serv ice 受益者との関係に おける価値共創を次のように定義する。まず、消費者

や実需者は栽培方法や栽培品目へのこだわりが既存の農産物では満たすことがで

きず、消費者・実需者 は生産者と直接的につながることでこだわりの農産物を生

産してもらおうとする ことが前提となる 。そして、農産物生産のために両者がコ

ミュニケーションをするなどの「対話」の要素がみられるとともに、そのコミュ

ニケーションで農産物の生産や販売における課題を「利用」「リスク評価」「透明

性」の視点から解決を試みるもの やそれぞれの要素を向上させる取り組みをして

いるものを農産物流通における価値共創と定義する。 そして、その価値共創を通

して得られた知識や技術、経験に対して消費者や実需者が感じる価値を文脈価値

と定義する。  

日 本 で の 研 究 の 変 遷 に つ い て 以 下 の よ う に ま と め ら れ る 。 石 川 (2011) は 、

1960 年以前には「商学」として「価値あるモノやコトのやりとり」が研究対象

とされてきたが、「1960 年前後から流通論研究が隆盛し、70 年代になると一気

にマーケ ティ ング論 研 究が進捗 」し て今日 に 至ると概 観し ている 。 70 年 代まで

においては、より多く の製品を販売するための方法 とその製品を効率的に流通さ

せる方法が研究対象であった。企業が生産したものを消費者は受け取り購入する

だけの受け身的な存在として捉えられ、まさにプロダクトアウトの理論の元、取

引関係が構築されていたといえる。田口(2011)は、1980 年代以降においては、

「購買者から使用者」へ、そして「製品の交換から経験」へと研究の焦点がシフ

トしたと指摘する。 1980 年代以降においては、消費者を製品やサービスを「使

用する人」として位置づけ、どのように使用するのか、使用するこ とでどのよう

な 経 験 を 消 費 者 が し て い る の か に 研 究 の 関 心 が 寄 せ ら れ て い た と い え る 。 石 川

(2011)は、1980 年代半ば頃から「長期継続的協調関係が 強調」されていると指

摘 し てお り 、 価 値 共創 や 文 脈価 値 に 近 い 考え が 登 場し た 。 ま た、「 バ リ ュー チ ェ

ーンやサプライチェーンとして把握される取引や交換の連鎖は、売り手が価値を
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提 供 し 、 そ れ を 買 い 手 が 購 入 す る と い う こ と が 前 提 」 6 と な る と も 指 摘 し て い る 。

価値共創や文脈価値が提唱される以前のマーケティング論では、財の交換に焦点

が置かれ、財の交換によって自身の利益を最大化することに関心が寄せられてい

た。そのため、生産者と消費者は売買当事者として互いに自身の利益を最大化す

るために対立的な存在として考えられてきた。しかし、価値共創における生産者

と消費者は価値創造のために協力する関係として捉えられ、消費者の文脈価値を

生み出すことが生産者の利益としても位置付けられる点はそれまでのマーケティ

ング論とは異なる点である。さらに、生産者のマーケティングのゴールは、製品

の所有権を移転することではなく消費者に文脈価値を感じてもらうこととして考

えられる。そのため、製品を販売した後にも積極的に消費者と関わること が文脈

価値を創造するために必要なことだと位置づけら れる。  

詳細は第 1 章で述べるが、農産物流通においても、 この 1970～80 年代前後の

研究の変遷と同時期に様々な変化の局面を迎えていた。食糧管理法下 の米流通は

政府主導の流通制度 となっており、多額の財政赤字を抱え、1969 年から自主流

通米制度が発足されるなど徐々に政府主導の流通から民間主導の流通へと転換し

た時期にあたる。自主流通米制度 下で「良質米奨励金」が創設され、銘柄米を中

心に良食味米へと生産が集中した。この背景には、消費者の良食味への嗜好があ

ったと思われる。1971 年は「卸売市場法」が公布され、卸売市場流通に変化が

起きた時でもある。当時、卸売市場は、セリや入札が原則であり、相対取引は例

外的な取引であると位置づけられていた。やや後年のデータであるものの確認で

き た 中 で 最 も 古 い デ ー タ で あ る 農 林 水 産 省 (1997) 「 卸 売 市 場 デ ー タ 集  平 成 8

年版」では、1985 年の中央卸売市場における青果物のせり・入札の割合は 75％

であり、残りの 25％が相対取引 である。農林水産省(2021) 「令和 2 年度  卸売

市場データ集」では、 2019 年のせり・入札の割合は 9％であり、ほとんどが相

対取引に置き換わっている。藤田 (1998)によると、 1980 年代以降に小売主導で

 

6  サ プ ラ イ チ ェ ー ン と は 、「 供 給 連 鎖 」 と 言 わ れ 、 生 産 か ら 消 費 に 至 る お 金 や 物 の 流 れ を 捉

え る 考 え 方 で あ る 。 斎 藤 ( 2 0 0 9 ) は 、 量 販 店 に よ る 生 鮮 品 の プ ラ イ ベ ー ト ブ ラ ン ド 化 が 進 展

し て お り 、 流 通 圏 が 広 い 場 合 に は 仲 卸 等 が コ ー デ ィ ネ ー タ ー 役 と し て 仲 介 す る 形 式 で サ プ ラ

イ チ ェ ー ン が 構 築 さ れ る と 指 摘 し て い る 。  
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市場流通の再編が行われたと指摘する。その一つが相対取引の増加であり、小売

のニーズを満たすために産地や市場が対応を迫られていた。契約取引のような産

地を囲い込む取引も存在し、需要者のニーズに合わせた対応が生産者に求められ

ている。このような農産物流通における変化と同様に比較的小規模な民間の流通

にも変化があり、1970 年代は有機農業運動が活発化した時期である。 戦後の高

度経済成長期の背後で環境問題が深刻化し、大気汚染や水質汚染が社会問題とな

った。また、化学肥料や農薬による近代的な農業 も進展した時期である。このよ

うな社会問題や近代農業への危機感から人と人との信頼関係・相互扶助を土台と

する有機農業運動や産消提携運動が起こったのが 1970 年代である。有機農業運

動や産消提携運動は、消費者 と生産者とが提携関係を構築しながら、有機農産物

や環境保全に貢献する 農産物生産をしてきた。これらの農産物流通において、何

らかの共通点を見出すならば、消費者あるいは実需者の要望に生産者が応えよう

としていたといえる。米流通においては、消費者の 良食味への期待に応えるため

に生産者は銘柄米に生産を集中させており、市場流通においては小売の要望に応

えるために相対取引が増大し、時には契約取引のような形式で取引が成立してい

った。さらには、産消提携運動のように生産者が消費者の要望を直接的に受け止

め、生産に反映させる 農産物流通が成立していった。  

以上をまとめると、価値共創とは既存の製品やサービスでは満足できない消費

者や実需者に対して生 産者側が応じようとするものであり、農産物流通の主体に

おいては生産者と消費者や生産者と実需者といった serv ice 提供者と serv ice 受

益 者 と の 価 値 共 創 と し て 捉 え る こ と が で き る 。 ま た 、 こ の 価 値 共 創 の 関 係 に は

「 対話 」「 利用 」「 リス ク 評価 」「 透明 性 」 と い う４ つ の 要 素が 必 要 で あり 、 両者

の直接的な相互作用を通して価値が形成される ため、積極的に継続的に関わり続

ける必要がある。価値共創によって形成される価値は文脈価値と呼ばれ、消費者

や実需者の主観によって判断され る。この文脈価値の形成を日本の生産者が促進

することができるならば、国産農産物の生産と消費の拡大にも貢献することが可

能である。  
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第３節  価値共創と文脈価値に関する先行研究  

 

文脈価値は、生産者との相互作用の中で得られた経験等が「文脈」として形成

されて価値を感じるものであるため、製品の機能性といった既存の商品における

価 値 と は 異 な っ た 新 た な 価 値 と し て 捉 え ら れ る も の で あ る 。 石 川 (2018) は 価 値

共創の概念は「企業と並列させて顧客をイノベーション主体に位置づける発想は   

パラダイムシフト」であると評価する一方で 、「製造過程だけではなく  消費・使

用 過 程で の 価 値 共 創が 重 要 」だ と 指 摘 す る。「 消 費・ 使 用 過 程 での 価 値 共創 」 と

は文脈価値が重要だという指摘である。 藤岡(2014) は Vargo  and  Lusch (2004)

の 主 張し た 概 念 に 対し て、「 顧 客 が 利 用・ 消 費 す る段 階 か ら 企 業活 動 を 捉え る こ

とや価値共創の企業活動のプロセスとして se rv ice を定義することが今後のマー

ケティング研究では重要」であると指摘している。 生産者がどのような物を作る

ことができ、その商品に対して消費者がどのような評価をするのかという考え方

ではなく、消費者の求めている価値に対して製 品やサービスを媒介としてどのよ

うに生産者が応えることができるのかという考え方が価値共創の概念であるとい

える。  

既存の価値概念に基づく取引 から価値共創や文脈価値の概念を取り入れた取引

へ 変 更 す る に は 、 生 産 者 が 重 視 す べ き 点 は 異 な る 。 石 川 (2015 )は 価 値 共 創 概 念

下における生産者が重視すべき点として以下の 4 点を指摘している。一つ目に製

品主体の価値から「顧客過程で発生する相互的価値」 を重視する。二つ目に「短

期的取引から長期的関係」に変化 する。三つ目に製品やサービスの品質から顧客

との関係性による「総合的な知覚品質」 を重視し、顧客の価値判断がどのように

されるのかを重視する。四つ目に組織における主要過程が、製品やサービスの技

術的品質から「総合的な知覚品質を開発及び顧客の価値支援」に変化する。 まと

めると、生産者は消費者と長期継続的な関係を構築 し、消費者が相互作用によっ

て生じる経験をどのように価値判断しているのか、消費者が文脈価値を感じるた

めにはどのような相互作用をすべきなのかを 生産者は考える必要がある。  

河内(2014)は、「共創」に対する要点を 4 つ挙げており、一つ目は「共創は行

動主体間の相互作用」であるとしている。二つ目は「共創を行うための“場”が必
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要」であり、相互作用を行うため に「時空間の共有」が必要だとしている。その

ため、製品による価値共創をするには、生産者と消費者が時空間を共有する場を

設 定 する 必 要 が あ り、「 不 特定 多 数 を 相 手」 す る よう な 関 係 性 では 価 値 共創 を 行

うのは難しいとされる。三つ 目は「行動主体間による相互作用を伴う 共創には、

創 発 が予 定 さ れ て いる 」 と して い る 。 こ こで の 創 発と は 、「 各要 素 の 集 合で は 見

ることのできなかった新たな部分が、各要素が適切に相互依存的に配置され関連」

づけられることで創出されたもの としている。四つ目は「共創による持続的な創

造活動において、セレンディピティーが生み出される可能性が高い」ことである。

セレンディピティーとは「偶然に幸運な予想外の発見」をすることであるとして

いる。この 4 点をまとめると、価値共創は生産者と消費者 等の特定の主体間の相

互作用であり、その主体が交わる“場”が必要である。また、価値共創する過程で

生産者の持つ技術や知識、消費者の意見といった要素が組み合わさることで新た

な技術や方法が創発される。さらには、 生産者だけ、消費者だけで考えていた時

と異なり、生産者と消費者が協働することで予想外の新たな技術や方法が生み出

されることも考えられる。全ての取引関係に価値共創を適用できるものではない

が、価値共創によって予想外の技術や方法が発見されること に意義がある。  

村 松 (2017) は 「 顧 客 は 様 々 な 文 脈 の も と で 文 脈 価 値 を 知 覚 す る の で あ り 、 そ

のことに影響する文脈それ自体を企業がコントロールすることは可能である」と

し、「 直 接 的 相 互作 用 を 行 う中 で 、 マ ー ケテ ィ ン グの 一 環 と し て文 脈 を マネ ジ メ

ントすることは、文脈価値のさらなる向上に寄与 することができる」としている。

消費者は、消費者自身の知識や技術、経験、価値観といったものに基づいて文脈

価値を感じる。また、生産者は消費者に必要な知識を伝え、消費者の求めている

経験を提供することができ、これらは生産者と消費者のコミュニケーションを通

して行われる。このような知識や経験の提供といった文脈のマネジメントを通し

て生産者が消費者や実需者に対して文脈価値を生じさせるような経験を提供する

こ と は 、 生 産 者 の マ ー ケ テ ィ ン グ の 一 つ と 捉 え ら れ る 。 川 口 (2012) は 文 脈 を

「 コ ンテ ク ス ト 」 と表 現 し、「 消 費 者 が、 コ ン テ クス ト を ど の よう に 理 解し 、 文

脈価値がどのように形成されるのかについて一切論じられていない」と指摘 して

いる。消費者がどのような文脈価値を感じているのか、それはどのような文脈に
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基づいているのかという実態を把握する研究を蓄積することが必要 である。  

清 野 (2016) は 、 商 品 の 購 入 時 点 あ る い は 使 用 時 点 で 消 費 者 が 感 じ る 価 値 を ア

ンケート調査から明らかにしている。調査の結果、約半数の消費者は購入時点で

は 想 定し て い な か った 価 値 を使 用 時 点 で 認識 し て いる こ と か ら、「 交 換 時点 の 価

値に立脚したマーケティングから使用時点の価値へと視点を拡 大」する必要があ

ると指摘している。さらに、約 3 割の消費者は、製品の使用時に想定していない

困難さを感じており、その内の半数は製品の知識や扱う技術が不足していたと感

じていた。このことから、製品の使用時 に必要な知識や技術が不足しないように

することが、製品の価値を理解してもらうには必要であり、その知識や技術を補

うことは生産者のマーケティング行為として位置づけられる。農産物においては、

料理方法の提示だけでなく、特別栽培や有機栽培などの消費者が誤認しやすい情

報を消費者に正確に理解してもらうことが農産物の価値を高める行為 となる。  

菊 池 (2017) は 、 小 売 業 に お け る 価 値 共 創 の 事 例 と し て 、 ド ラ ッ グ ス ト ア 店 頭

でのポップによる情報提供や陳列方法を工夫することが消費者との相互作用によ

る価値共創の実現だと指摘している。ドラッグストアが病状やその対策に関する

情報を消費者に伝えたことで、薬などの売上が増えているため、価値共創が実現

していると主張している。しかし、 POP(point  o f  purchase)による情報提供は

企業から消費者への一方的なやり取りであり、相互作用といえるものではない。

また、売り上げが増えたことを理由に価値共創が実現 されたと主張するものの、

共創された価値が何なのかについて言及しておらず、一般的な販売促進による売

り上げ増加との差異が見当たらない。情報を提示されたことで、消費者がどのよ

うな文脈価値を感じているのかを明らかにする必要があった。  

価 値 共 創 を 推 し 進 め る こ と に ど の よ う な 利 点 が あ る の か に つ い て 村 松 (2015)

は、生産者が価値共創に取り組み、消費者に文脈価値を生じさせることで「繰り

返し購買の獲得、ブランドロイヤルティの向上、クチコミによるプロモーション

の 促 進」 と い っ た 成果 が 得 られ 、「 企 業は 努 力 次 第で 多 く の 報 酬と 顧 客 から の 信

頼を獲得することが可能となる」と指摘する。この価値共創を推し進めるための

理 論 的 枠 組 み と し て 「 価 値 共 創 マ ー ケ テ ィ ン グ 」 を 村 松 (2015) は 提 唱 し て お り 、

①消費プロセスにおける顧客の消費行動、②顧客の消費プロセスで行うマーケテ
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ィング、③企業と顧客の共創プロセス、④共創される文脈価値の 4 点を今後の研

究課題として指摘している。この 4 点を言い換えると、生産者が消費者や実需者

にどのように関わることで文脈や文脈価値が形成されたのか 、消費者や実需者が

どのように製品やサービスを使用し文脈価値を感じているのかという 価値共創の

一連のプロセスを明らかにすることである。 生産者がどのように関わることで消

費者や実需者の文脈価値の形成が促進されたのかを明らかにできれば、生産者が

文脈価値の形成を促進させる新たなマーケティング戦略の検討が可能となろう。  

こ の 消 費 プ ロ セ ス に お け る マ ー ケ テ ィ ン グ に つ い て 、 大 藪 (2021) は 大 き く 2

つに分けられると指摘する。一つは「既存の消費プロセスへの入り込み」であり、

「製品・サービスを顧客が実際に使用するプロセス」に生産者が関わることだと

し て いる 。 し か し なが ら、「 メ ー カ ー にと っ て 、 顧客 の 消 費 プ ロセ ス に 関与 す る

ことは、非常に困難」であると指摘するように、製品の生産と消費は時間的・空

間的乖離が存在するため、消費者が製品を消費するその瞬間に生産者が 立ち会う

こ と は稀 で あ る 。 もう 一 つ は「 新 た な 消 費プ ロ セ スの 創 造 」 で あり 、「 新 た な消

費様式」を提案することだとしている。農産物を例に考えると、 栄養補給や価格、

味といった基本機能的な農産物の価値ではなく、農産物を購入・消費することに

別の意味を見出させる ことである。  

価値共創マーケティングを行うにあたって、価値共創に対応した生産体制・流

通体制を再構築する必要がある。村松(2016) は、「価値共創あるいは価値共創マ

ーケティングを実践するには、行為主体としての企業システムの存在が不可欠と

なる」と指摘し、価値共創に対応した企業システムを「価値共創型企業システム」

として図序-2-3 のようなモデルを作成した。始めに、「企業は顧客と価値共創を

行 う 立場 に あ る と いう こ と 」で あ り 、「そ の 共 創 領域 の 拡 大 が 市場 創 造 」に つ な

が る とし て お り 、「 す な わ ち、 顧 客 と の 価値 共 創 を起 点 と し て 企業 シ ス テム は 構

築 」 され 、「 顧 客起 点 」 と なる 。 そ し て 、こ の 価 値共 創 を 支 え るの が 「 企業 シ ス

テ ム 」で あ る 。 内 部統 合 と は、「 ４ Ｃ アプ ロ ー チ はも と よ り マ ーケ テ ィ ング の 視

点 か ら 他 の 経 営 諸 機 能 が 統 合 」 さ れ る も の で あ る 。 ４ C ア プ ロ ー チ と は 、 接 点

(contact ) ・ コ ミ ュ ニ ケ ー ショ ン (communicat ion) ・ 共 創(co-c reat ion) ・文 脈

価 値 (va lue- in-contex t) の 頭 文 字 を 取 っ て お り 、 消 費 者 が 文 脈 価 値 を 感 じ る よ
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うになるまでの過程を表している。まずは生産者と消費者との出会い・接点が必

要不可欠であり、接点を持ったうえで、コミュニケーションが行われる。このコ

ミュニケーションは「対話」に該当するもの であるとともに、そのコミュニケー

ションの中身は「利用」「リスク評価」「透明性」をテーマとしたものである。こ

のようなコミュニケーションを通じて、価値共創に至り、文脈価値が形成される。

４C アプローチ以外にも、経営諸機能や戦略、マネジメント等の経営資源を共創

領域の拡大、顧客との価値共創を目的として統合すべきとしている。 外部統合と

は「サプライヤーあるいはディーラー関係を有するのであれば、それらも当該企

業による顧客との価値共創のもとに統合される」としている。 ここでのサプライ

ヤーとは、企業に資材や設備を供給する存在であり、 農産物の生産者におけるサ

プライヤーは肥料メーカーや機械メーカーが該当する。 また、ディーラーとは製

品やサービスを販売する存在であり、農産物では小売店や飲食店が該当する。こ

れらのサプライヤーやディーラーの機能を生産者個人あるいは生産者組織として

備えることができれば、顧客に対して様々な経験を提供できる。 例えば、自給肥

料を用いることは不可能ではなく、種苗等を 生産者で確保できれば、サプライヤ

ーの機能を一部外部統合していると表現できる。これらの内部統合や外部統合と

当該企業の戦略(経営文化 )や組織(組織文化 )のもとで企業システムが成立するこ

とで成果が得られるとしている。 この価値共創型企業システムを生産者組織で構

築することで、消費者や実需者の文脈価値の形成を促進させ られるが、この企業

システムをどうやって構築するのかが課題として残る。 生産者が消費者と接点を

持つこと、コミュニケーションを取ることはインターネットの普及により、徐々

にハードルが下がっていると思われる。実態としてどのように生産者が接点を持

とうとしているのか、コミュニケーションを取ろうとしているのか、その結果価

値共創が起きているのかを分析すべきである 。さらに、生産者を組織として捉え

た時に、生産者組織において消費者と接点を持つ役割を担う人物はい るのか、消

費者に知識や経験を提供する役割を担う人物はいるのかといった内部統合がどの

ように行われているのかを明らかにする必要がある。  
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図 序 - 2 - 3  価 値 共 創 型 企 業 シ ス テ ム の モ デ ル  

注 ： 村 松 ( 2 0 1 6 ) か ら 引 用 し 筆 者 作 成 。  

 

 藤 岡 (2010 )は 食 品 小 売 業 を 事 例 と し て 企 業 シ ス テ ム を 説 明 し て い る 。 顧 客 と

の直接的な接点を持つ従業員に「食育コミュニケーター」の資格を取らせること

で、顧客とのコミュニケーションの充実を図っており、この人材教育を内部統合

として捉えている。同様に、仕入れ先の生産者と協力して朝市 を開催しているこ

と や 大 学 等 と の 弁 当 の 共 同 開 発 を 外 部 統 合 と し て 捉 え て い る 。 藤 岡 (2020) は 、

パナソニックの取り組みを 4C アプローチの視点から分析している。パナソニッ

クは 2019 年に、全国各地に 15 ,000 店舗もの「パナソニックの店」という販売

代理店が存在しており、暮らしや住まいのことも相談できる。この消費者との接

点においては、日常的にコミュニケーションがとられ、納品で家を訪問する際に

は困りごとの確認をし、実際に合鍵の作製や高齢者の病院の付き添い、ベランダ

の掃除などその業務が多岐にわたっている。また、 消費者の生活スタイルや好み

などプライベートなことも把握することで、消費者の暮らしに細やかに対応する

ことが可能となっている。しかし、このような消費者との接点は各地域の 販売代

理店に委ねられており、パナソニック本部と消 費者との間にはやや距離がある。

そのため、パナソニック本部は消費者との価値共創を行い、消費者の文脈価値を

「 創 造 す る 視 点 が 欠 落 し て い る 」 と 藤 岡 (2020) は 指 摘 し て い る 。 生 産 者 が 消 費

者との接点を持つこと、コミュニケーションをすることだけを考えればいいので

はなく、価値共創すること、消費者に文脈価値を感じてもらうことを 意識してコ

ミュニケーションをする必要がある。  
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こ れ ま で 生 産 者 と 消 費 者 の 関 係 に つ い て も 研 究 さ れ て き た 。 櫻 井 (2003 )は 、

今後の産地マーケティングに関する研究について次の 4 点を指摘する。一つ目は、

「 関 係性 の 構 造 と して ネ ッ トワ ー ク 」 が 想定 さ れ るた め 、「 売り 手 や 利 害関 係 者

と の 関係 の 構 造 を 包括 的 に 捉え る 」 必 要 があ る 。 二つ 目 に 、「産 品 そ の もの の 品

質 向 上だ け で な く 、附 帯 す るサ ー ビ ス の 向上 が 求 めら れ て い る 」た め、「 産 地で

受 け 入れ 可 能 な 事 項と 不 可 能な 事 項 を 明 確」 に す る必 要 が あ る 。三 つ 目 に、「消

費者とのダイレクトな接触による情報収集とその整理によるニーズの把握、さら

にはニーズを産品の品質や出荷の改善に活用」する仕組みを解明する。四つ目に、

「 取 引に 関 わ る 社 会的 要 因 」と し て 、「産 地 の 歴 史、 地 縁 関 係 、社 会 的 規制 」 と

い っ た要 素 を 考 慮 する 必 要 があ る 。 こ の よう な 研 究を 通 し て 、「 消 費 者 との ダ イ

レクトな関係形成が産地の発 展に果たす意義」を示すことが必要だと指摘する。

生産者が主体的に消費者との関係構築をし 、生産者と消費者との間に新たな相互

作用が生まれることで 、価値共創に至る可能性を持つ。  

 農産物流通の各主体間の関係性を価値共創や文脈価値の視点から分析する研究

は 少 な い な が ら 存 在 す る 。 辻 村 (2018 )は 、 産 消 提 携 運 動 に お け る 農 産 物 の 品 質

や価格形成への消費者の参画を「共創メカニズム」だと指摘し、生産者と消費者

の 交 流に よ っ て 形 成さ れ る と、「 対 話 」の 要 素 か ら分 析 す る 。 生産 者 と 消費 者 の

関係を価値共創の視点から明らかにしようと試みているものの、 価値共創の他の

3 つの要素から見た言及はないため、価値共創の実態を十分に把握したとは言え

ない。価値共創の４つの要素で捉えることが、生産者と消費者による価値共創の

関係を明らかにするために必要である。消費者の文脈価値に着目した研究として、

滝 口 ・ 清 野 (2016 )は ネ ッ ト ス ー パ ー 利 用 者 を 対 象 と し て 文 脈 価 値 を 捉 え た 。 ネ

ットスーパー利用開始当初の価値を、生協や他のスーパーとの比較で位置付けて

いたのに対し、現在のネットスーパーの価 値は「計画的な食生活を送れる」とい

った「ネットスーパー固有の価値」が形成され、それ が文脈価値だとしている 。

文脈価値が何であるかを捉えているものの、どのような生産者と消費者の価値共

創 に よ っ て 創 造 さ れ た の か と い う そ の 過 程 に つ い て 言 及 し て い な い 。 辻 村

(2018 )や滝口・清野 (2016 )の研究を踏まえると、価値共創の 4 つの要素で生産者

と消費者の価値共創の実態を明らかにし、どのような価値共創によって、どのよ
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うな文脈価値を感じているのかを関連させて明らかにする必要がある。  

 滝 口 ・ 清 野 (2019 )は 、 精 肉 専 門 店 の 利 用 者 が 店 員 と 会 話 を し て 知 識 を 得 た こ

と で、「 来 客 を もて な せ る 」や 「 美 味 し い料 理 を 提供 で き る 自 分を 演 出 でき る 」

と い う 文 脈 価 値 が 生 じ て い る こ と を 明 ら か に し て い る 。 若 林 (2020 ) は 、 ゴ ル フ

場を事例として、ゴルフ場運営者と利用者が意見を交換し、運営方法を変更して

いった結果、「ゴルフをすること」そのものに価値を感じているのではなく、「参

加 す る 人 と の 親 睦 」 に 価 値 を 感 じ て い る こ と を 明 ら か に し て い る 。 滝 口 ・ 清 野

(201 9 )や 若 林 (2020 ) の よ う に 、 顧 客 と の 接 点 が あ る サ ー ビ ス 業 や 小 売 業 は 、 消

費者の文脈に影響を与えやすい事例として研究されてきた。 一方で、農産物の生

産者が消費者とどのように関わることで文脈価値が形成されるのか は明らかにさ

れていない。  

生 産 者 と 実 需 者 と の 関 係 に つ い て も 研 究 さ れ て き た 。 小 田 (2007 ) は 、 外 食 産

業の食材調達方法について、輸入野菜を調達する価格競争の側面と、競合他社と

の差別化をすることで価格競争をさける側面の２面性があり、特に「有機野菜」

や「特別栽培野菜」の調達による差別化戦略をとる企業が増えていることを指摘

し て いる 。 さ ら に 、有 機 ・ 特別 栽 培 野 菜 にお い て は、「 産 地 が限 定 さ れ 、流 通 経

路も特定の販売先を前提とした市場外流通が主流となる」と指摘している。 坂・

小 松 ・ 横 溝 (2011 )は 業 務 ・ 加 工 用 野 菜 の 流 通 に お い て 、「 生 産 者 と の 契 約 取 引 」

が増えていると指摘している。増えている要因としては、生産者との契約取引の

方が卸売市場からの仕入れよりも、日々の供給量が安定的であり、用途に適した

品質の野菜を仕入れ、定価格で調達できることだと している。実需者が市場の流

通量が少ないような野菜を調達する際には、日々の供給量や野菜に求める品質、

価 格 を 検 討 し た 上 で 、 特 定 の 産 地 か ら 直 接 仕 入 れ て い る と 思 わ れ る 。 斎 藤

(2003 )は、外食産業の M 社と N 農事組合法人による契約栽培では、 N 農事組合

法人が M 社以外の取 引先を確保することで過剰農産物の販路を確保することで

リ ス ク を 分散 し て い る こ と を 指 摘 し 、 山 藤 (2012 ) は 、「 農業 生 産 法 人 が 単 独 で 契

約野菜の生産を行うのではなく、近隣農家と連携して集荷」することで、生産不

足に対応していると指摘している。生産者の規模が大きい農業法人では、保持し

ている多様な販路や周辺農家との協力による集荷体制を構築することで、生産の
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過不足に対応し、契約栽培のリスクを軽減している 。一方で、比較的小規模な農

家や生産者組織が実需者と取引をする際には、生産・販売におけるリスクを減少

さ せ な け れ ば 、 取 引 を 継 続 す る の は 困 難 で あ る 。 小 田 (2007 )や 坂 ・ 小 松 ・ 横 溝

(2011 )の 指 摘 を 踏 ま え る と 、 産 地 が 限 定 さ れ る 野 菜 は 生 産 者 か ら 直 接 仕 入 れ る

可能性があるため、生産者と 実需者とが直接的に関係を構築し、価値共創するこ

とは十分に可能であると考えられる。  

 

第４節  研究目的と課題設定  

 

今日、生産者と消費者・実需者が関係を深めること で農産物の安心感の向上、

国産農産物の消費拡大、生産者所得の増大と安定化 を目指すべきだと考える。生

産者と消費者・実需者の関係性をより深める動きは価値共創の概念として捉え ら

れ る 可 能 性 は あ る 。 既 存 研 究 で は 、 藤 岡 (2020 )の よ う に 製 造 業 の メ ー カ ー と 消

費者の価値共創を捉える研究が多 い。農産物流通の各主体に着目した研究 の中で

は 、 滝 口 ・ 清 野 (2016 ) や 滝 口 ・ 清 野 (2019 )で 事 例 と し て い る ネ ッ ト ス ー パ ー や

精肉専門店といった小売業は消費者との接点が持ちやすいため、価値共創の実態

を明らかにする際の研究対象とされてきた 。生産者が対象となった数少ない事例

と し て 辻 村 (2018 )が 挙 げ ら れ る が 、 価 値 共 創 の 実 態 を 十 分 に 把 握 し た と は 言 え

ず、生産者と実需者との価値共創について明らかにした研究はない。 価値共創を

進める「価値共創マーケティング 」を行うことで消費者・実需者の文脈価値の形

成を促進できるが、生産者組織がどのような特徴を持っていることで価値共創が

進展しているのかは明らかとなっていない。 価値共創する生産者組織の特徴を明

らかにすることで、今後価値共創に取り組む生産者がどのような組織づくりをす

べきなのかを示すことができる。 以上を踏まえ、本研究の目的は、生産者と消費

者・実需者がどのよう に価値共創しているのか、創造された文脈価値が何なのか、

文脈価値がどのような過程を経て形成され 生産者はどのような影響を与え たのか、

価値共創する生産者組織はどのような特 徴を持っているのかを明らかにする。そ

して、価値共創や文脈価値が 今後の農産物流通において、どのように位置付けら

れるのかを考察する。  
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第５節  研究対象と分析方法  

 

本研究では、生産者と消費者における価値共創を把握する事例として、生活ク

ラブ生協(以下生活クラブ )と庄内みどり農協の産消提携運動を取り上げる。この

提携関係は 1971 年から始まっており、50 年以上も長期継続的に生産者と消費

者が関係を構築している事例である。生産者と消費者は交流会などのイベントを

通して関わることができ、議論で出た意見を農産物生産に活かす取り組みがされ

ている。この産消提携運動に関わる組合員は、生産者と何回も交流することで、

文脈が形成され、文脈価値を感じている可能性が高い。 提携開始から 50 年も経

過したことで、当時加入した組合員や生産者から代替わりもして おり、生産され

る農産物も少しずつ変化して いる。その時の組合員や生産者の意見を反映し て農

産物を生産しており、そのたびに価値共創していると思われる 。これらの理由か

ら、生産者と消費者が価値共創している可能 性が高いと考えて選定した。  

生産者と実需者との価値共創を把握する事例として、かほくイタリア野菜研究

会と 飲食 店 との 取引 関 係を 取り 上 げる 。 2015 年の 農 林水 産省 「 食 料・ 農業 ・農

村 白 書」 に 、 イ タ リア 野 菜 生産 者 の 業 務 用需 要 へ の対 応 が 記 さ れて い る。「 シェ

フ等と連携したレストラン向け西洋野菜の生産」 が取り上げられており、生産者

が飲食店等の実需者と連携することで生産 が拡大している事例である。このイタ

リア野菜の事例においては、実需者である飲食店の要望に生産者が応えて生産を

開始しており、価値共創の可能性がある取り組みである。 さらには、市場を経由

しないで取引をしている場合、生産者と飲食店は直接の関係を構築することがで

き、飲食店の要望を迅速に生産者に伝えることもできる。このような点からも価

値共創の可能性が指摘できる。この事例では、飲食店からの要望を契機としてイ

タリア野菜生産を開始し、飲食店との意見交換を通して栽培品目を選定するなど、

生産者と飲食店との協力関係によって販売を拡大してきた。さらに、研究会の立

ち上げには商工会職員が関わるなど農商工連携の側面もあり、多様な主体が関わ

ることで新たな価値を創出していると考えられる。また、農協に 頼らない販路を

商工会や事務局が開拓してきており、研究会内で生産と販売の役割分担が図られ
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ている。このような役割分担は、価値共創型企業システムとして捉えられるもの

ではないかと考える。  

第１章では、生産者と消費者・実需者との取引関係における課題 を先行研究か

ら整理する。第 2 章では、生産者と消費者による価値共創の事例として産消提携

運動を取り上げ、生活クラブと庄内みどり農協 の双方への聞き取り調査とアンケ

ート調査の情報を基に 価値共創の実態を把握し、消費者の感じる文脈価値が何か

を明らかにする。第 3 章では、生産者との関わりが深い生活クラブ役員 を事例と

して、生活クラブへ加入するまでの経験や加入後の生産者との関わり、感じてい

る文脈価値を把握し、文脈価値がどのように形成されたのかを明らかにする。そ

の際には、調査対象者がこれまでの人生でどのような経験をしてきたのか という

要 点 を抽 出 す る 必 要が あ る 。そ こ で 、「 ラ イ フ ス トー リ ー ・ イ ンタ ビ ュ ー調 査 」

を行い、調査対象者の人生経験を人生年表形式で把握する。 この調査で得られた

データを文字データとして扱い、 計量テキスト分析 で単語同士の関係性か ら調査

対象者の意識を分析する。第 4 章では、かほくイタリア野菜研究会と飲食店との

取引関係を事例とし、生産者と実需者との関係における価値共創の実態を把握す

る。また、価値共創する生産者組織の特徴を社会ネットワーク分析から明らかに

する。第 5 章では、以上で得られた結果をもとに、今後の農産物流通に おける価

値共創と文脈価値の位置づけを考察する。  

  



21 

 

第 1 章  生産者と消費者・実需者との取引関係における課題  

 

第１節  はじめに  

 

 今日の農産物流通においては、多様な経路が存在するものの、大きくは卸売業

者を経由する流通と卸売業者を経由しない流通の 2 つに大別できる。例えば、米

や 青 果 物 に お い て は 、 卸 売 業 者 を 経 由 し た 流 通 経 路 が 主 流 で あ る 。 農 林 水 産 省

(2008)「米流通をめぐる状況」では、2006 年における米の出荷数量 631 万ト

ンの内、380 万トン (約 60％)は卸売業者を経由していると推計している。同様

の資料として農林水産省(2021) 「米をめぐる関係資料」によると、 2019 年の米

の出荷数量 573 万トンの内、322 万トン(約 56%)が卸売業者や小売等に仕向け

られていると推計して おり、卸売業者を経由 する割合は 322 万ト ンよりも少な

い。長期的には米が卸売業者を経由する割合は低下している。 インターネットが

普及することで生産者から直接購入するハードルが下がっていることも後押しし

ている。さらには、 1970 年代の有機農業運動を契機とした生産者と生協組合員

との産消提携運動は今もなお継続している活動 でもあり、小売店頭で並んでいる

米では満足できない消費者もいると思われる。青果物の流通について、農林水産

省(2021) 「 卸売 市場 データ 集」 の 2017 年デー タでは 青果物 全 体の市 場経 由 率

は 55 .1％であるものの、国産青果物の市場経由率は 78.5％と推計しており、国

産 青 果 物 の 多 く は 市 場 を 経 由 し て 流 通 し て い る 。 生 鮮 野 菜 流 通 に つ い て 、 池 田

(2021)は 2000 年以降に再編が進んだと指摘しており、「大規模な小売企業や外

食企業」が「産地の生産者組織や青果物専門流通業者から直接仕入れる」こ とが

増えたことや、カット野菜メーカーが生産者から契約栽培によって原料を仕入れ

るのが増えたと指摘する。この背景には、小売店や飲食店が特別栽培や有機栽培

のような栽培方法にこだわったり、生産者の「顔が見える 」野菜を仕入れたりす

ることで差別化した商品を販売できるからとしている。また、カット野菜メーカ

ーにおいては「作業効率や原料野菜の歩留まりの良さ」を求めるため、一般的な

家庭消費向けとは野菜に求める品質が異なる。以上 をまとめると、米流通におい

ては、卸売業者を経由する割合が依然として高いと推測できるものの、減農薬・
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減化学肥料のような栽培方法にこだわった安全 ・安心な米を中心として、生産者

から直接購入する流通経路も存在している。同様に青果物流通においても、国産

青果物の卸売市場経由率は約 8 割であるものの、栽培方法にこだわ ったものや生

産者の身元が分かる物を仕入れたいという小売店や加工メーカーの要望に対応し

て、新たな流通経路も形成されている。  

このような消費者や実需者に対応した新たな流通経路の割合は徐々に増えてい

ることが統計データから分か り、生産者は新たな流通体制の構築に応じる必要 性

が高まっている。その新たな流通体制を構築する際に、価値共創の視点を取り入

れ消費者や実需者の文脈価値を形成させることで、長期継続的な関係を構築する

ことが生産者所得の向上や安定化に寄与すると考えた。 しかしながら、価値共創

を前提とした取引関係を論じる前に、現代の日本における農産物流通がどのよう

な構造になっているのか、その流通における課題が何なのかを明らかにし、その

課題に対して価値共創がどのように役立つのかを整理する必要がある。 第 2 節で

は、政府が関与する流通として戦後成立してきた米の流通に ついて、食糧管理法

以後にどのように流通が進展してきたのかを整理する。 第 3 節では、青果物の保

存性の低さから迅速な流通が求められる中で、主流な流通である卸売市場に着目

し、卸売市場流通を基軸とする青果物流通について 整理する。第 4 節では、消費

者や実需者のニーズに対応する形で進展してきた 卸売市場外流通について整理す

る。第 5 節では、以上の流通 経路における課題に対して 、価値共創の視点でどの

ように分析できるのか を示す。  

 

第２節  米を中心とする農産物流通  

 

 米流通に関する現状を述べる前に 、戦後の米政策の変遷を整理する。 1942 年

に食糧管理法が施行されて以降、政府主導で米流通の全量 が管理されていた。食

糧管理法は消費者へ米を安定供給することを目的とし て、高価格で政府が買入を

行い、その価格よりも 低価格で指定卸売業者等を通じて消費者へ販売することで、

戦後の食糧難の時にも消費者が安価で米を入手できるようにしたものである。こ

の時、生産者から購入する価格よりも販売する価格が低いという「二重米価」が
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生じることで、大きな財政赤字となった。 この制度は 1960 年代以降の米の増産

体 制 が 整 い 、 供 給 量 が 十 分 に な っ て 以 降 も 継 続 し て い た 。 農 林 水 産 省 (2021)

「米をめぐる関係資料」によると、国民の米総需要量 は 1963 年の 1,341 万トン

が最も大きく、それ以降は減少傾向にある。 1967 年には米の作況指数が 112 と

なり、生産過剰の局面を迎える。 供給が過剰となる米については、政府在庫とし

て管理されていたが、 1970 年には戦後最多となる 720 万トンの在庫を抱えるこ

とになる。このような背景の元、 1969 年には自主流通米制度が発足し、政府 は

米の買入を減らし一部を市場の動向に任せる形にすることで、財政赤字の軽減を

図 っ た 。 こ の 自 主 流 通 米 制 度 で 財 政 赤 字 は 軽 減 し た も の の 、 坂 本 (1980) は 「 自

主 流 通 米 は 、 種 々 の 助 成 に よ っ て 支 え ら れ て 」 い る 点 が 問 題 だ と 指 摘 す る 。

1979 年産の自主流通米には総額 1 ,317 億円の奨励金が助成されていた。政府買

入米と自主流通米の 1 トン当たりの財政負担を比較すると、1975 年前後は自主

流通米の方が財政負担は約 4 万円程度低かったのに対して、1978 年産米では約

1 万円の差となっており、政府買入米の 財政負担額に接近している。このような

状態では、自主流通米制度による財政負担の軽減を大きく見込むことはできず、

政策の転換が必要であった。  

 この自主流通米制度と同時期の 1971 年には米の生産調整が開始 され、全国各

地で転作が実施され、 水田面積のおよそ 3 割が転作をすることになり、麦や大豆、

そ ば 、 飼 料 用 米 、 野 菜 作 等 が 導 入 さ れ る こ と に な っ た 。 武 山 ・ 高 橋 ・ 九 鬼

(2003) は 、 生 産 調 整 に よ っ て 転 作 し た 水 田 の 利 用 状 況 を 北 海 道 、 東 京 都 、 沖 縄

以外の 44 府県を対象に分析している。 水田からの転作先として最も多かったの

は、「 労 働 粗 放 型作 物 」 で あり 、 収 穫 を 伴わ な い 作物 や 土 地 利 用型 作 物 への 転 作

が多かった。しかし、労働粗放型作物が作付 けされる農地は「一般的に水田転作

の面だけでなく、水稲作付けの面でも優位性を持っている」ため、 補助金がなく

なれば水田作へ戻る可能性が高い と指摘している。労働粗放型作物を作付 けしに

く い 湿田 で は 、「生 産 調 整 にか か わ る 耕 作放 棄 地 が多 く 発 生 」 して い る もの の 、

「有効な生産調整実施方法を示すこと」ができなかったとも指摘している。生産

調整によって過剰だった米の生産量は抑え られ、主食用米以外の作物への転換が

進んだ。今後も主食用米の需要が 長期的に減少すると思われるため、水田の活用
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を考える上では、主食用米以外での活用を考える必要がある。国内自給率が低い

家畜の飼料生産としてとうもろこしや大豆、飼料用米などの作付 けや野菜作の導

入などその地域の特性を加味した水田利用を推進する必要がある。  

 1995 年には食糧管理法に代わり食糧法 (主要食糧の需給及び価格の安定に関す

る 法 律 ) が施 行 さ れ た 。 食 糧法 で は 計 画 流 通 制 度 が整 備 さ れ 、 米 の 流 通 を計 画流

通米と計画外流通米に区分し、自主流通米や政府米を計画流通米、それ以外を計

画外流通米と呼び、計画外流通米は生産者が事前に届け出することで自由に販売

することが可能となった。計画外流通米とは、いわゆる「ヤミ米」であり、食糧

管理法下では禁止されていたものの、農家 による自家用米の販売が横行しており、

実態を追認する形で法改正された。自主流通米制度にも変更が加わり、食糧管理

法で決められていた生産者から農協、経済連、全農、卸売業者、小売業者に販売

していくという多段階流通は、農協から 小売業者への販売が可能になるなど、流

通 の 自 由 化 が 進 ん で い っ た 。 冬 木 (1997) は こ の よ う な 流 通 再 編 に よ っ て 、 米 の

需給調整と価格形成に変容があったと指摘している。 政府米が全量の時代は政府

が米の流通量と価格を調整し ていた。自主流通米制度が発足した後は、流通を管

理していた「全農によって需給調整機能の一端」が担われるとともに、価格形成

も全農によって調整されていたと指摘している。その後、計画外流通米の登場に

よって、市場原理に「需給、価格が徐々にゆだねられる」とともに、量販店 等に

「価格形成の主導権が移ってきた」と指摘している。当初の自主流通米制度では、

農協が需給調整と価格形成機能の一部を 担うことで、生産者の利益が確保されて

いた側面がある。しかし、計画外流通米が登場したことで市場原理を基本とした

需給調整と価格形成が行われ、農産物流通の川下である量販店等の小売業者が取

引関係の主導権を握るようになった。このような変化に伴い 相対的に農協および

生 産 者 の 優 位 性 は 失 わ れ 利 益 が 縮 小 し て い っ た 。 阿 部 (1998) は 食 糧 法 に よ る 流

通再編が進展した結果、新規参入の事業者が増えることで一業者当たりの取扱数

量は減少し、低価格競争による売上単価の低下と利ざやの減少が起きるとともに、

「消費者ニーズに応えるための多頻度少量配送コストの増加」によって、販売業

者の経営状況が悪化していると指摘している。そのため、国として「規制緩和と

健 全 な競 争 の 確 保 」を し つ つ、「 米 穀 販売 業 者 の 自助 努 力 、 経 営努 力 を 積極 的 に
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助長」する必要があると指摘している。 過当な競争を抑制すべきであるが 、米穀

販売業者における売り上げ単価が低下すれば、比例して生産者から米穀販売業者

への売り渡し金額も減少し、生産者の経営状況も悪化していると 考えられる。 さ

らには、消費者へ直接販売を行っている生産者においては、米穀販売業者との競

争の影響を直に受けている。 低価格競争にさらされる生産者は、販売単価を上げ

られるように価格以外の差別化要因を含んだ米生産に取り組むか あるいは 更なる

生産費の削減に取り組み所得を確保しなければ ならない。  

 2004 年の食糧法改正では、計画流通制度 が廃止となり、米流通の自由化がさ

らに進んだ。政府の管理する米流通は災害時などの不測の事態に備える備蓄米等

の 限 定 的 な 流 通 で あ り 、 大 半 の 米 は 民 間 に よ る 市 場 流 通 と な っ た 。 小 野 (2007)

は 米 の産 地 段 階 に おけ る 販 売競 争 が 激 し さを 増 し てい る 中 で 、「 顧 客 一 人ひ と り

の ニ ー ズ を 把 握 し 、 そ れ ぞ れ の 用 途 別 ・ 品 質 別 ・ 価 格 帯 別 ニ ー ズ を 充 足 す る 製

品・サービスの提供をめざすワン・トゥ・ワン・マーケティング」を追求してい

くことが産地のマーケティング戦略に求められるとしている。このマーケティン

グ 戦 略を 進 め る 上 では 、「 顧 客 と の 関 係性 を ど う 構築 し 、 維 持 」す る の かと 「 生

産過程における品種選択、栽培方法を含めた製品化に至るプロセスにおいて、顧

客との協働に基づいた関係性を構築」することが課題だと指摘している。このよ

うなワン・トゥ・ワン・マーケティングは、 顧客と関係性を構築するものであり、

その顧客のニーズを製品に反映させるものであるため、生産者と消費者は長期継

続的な関係を構築する。しかし、農産物の品目・品種・栽培方法等を細分化し、

顧客一人ひとりの要望に完全に合わせることは労力やコスト の面から考えて、現

実的には不可能である。多数の消費者をある程度まとまった集団として捉え、そ

の集団のニーズを満たす農産物生産をするのが限界である。  

 冬 木 (2001) は 、 米 流 通 に お け る 集 荷 や 卸 売 、 小 売 の 参 入 規 制 の 緩 和 が 進 ん だ

結 果、「 小 売 段 階で の 競 争 が激 化 」 し 、 消費 者 ニ ーズ を 把 握 す る 「 量 販 店主 導 の

マーケティング・チャネルが形成」されたと指摘している。 農産物流通は多段階

で構成されており、生産者よりも小売業 者の方が消費者に触れる機会が多い。 そ

の中で、消費者ニーズを直接的に把握した小売業者が 生産者へ要望を伝え る役割

を担っている。これを生産者の視点から捉えると、以前は消費者と直接的な関係
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を持てていたが、消費者との接点を小売業が持つようになったことで、徐々に消

費者との関係性を失いつつある。 生産者は消費者との接点を失 い、消費者との接

点を持つ小売業者を通 さなければ、消費者ニーズが把握しづらくなっている。消

費者ニーズを把握するには、 小売業者との関係を強めていくしかない。あるいは、

既存の安定的な取引よりもリスクがあるかもしれないことを理解した上で、 生産

者が積極的に消費者との直接的な関係を構築し、ニーズを把握しようと行動する

しかない。  

 伊 藤 (2019) は 、 米 の 消 費 量 が 減 少 し 全 体 の パ イ が 縮 小 す る 中 で 、 そ の 少 な い

パイを奪い合う「つぶし合い」が起きており、 図 1-2-1 のように、主産地である

北海道と新潟の「フルライン化」のしわ寄せが東北に集中していると指摘してい

る。図 1-2-1 は米産地それぞれの位置づけ を表したものであり、図 1-2-1 左は

新潟県魚沼産を中心とした「コシヒカリ」がトップブランドとして最も高い価格

帯の米を生産していることを示しており、新潟に続いて北陸・東北の順に価格帯

が並んでいる。一方で、北海道の価格帯は最も下部であることを示している。し

かし、米流通の規制緩和等に伴い米産地間競争が激化していく中で、さらには北

海道の「ゆめぴりか」等のブランド米が登場することでこのような産地の位置づ

けは再編され、図 1-2-1 右のようになった。 新潟県は「コシヒカリ」に品種を集

中させていた状況から「こしいぶき」など多 様な品種を生産し、業務用需要へ対

応することでフルライン化を図った。北海道 の「ゆめぴりか」は新潟県産「コシ

ヒ カ リ」 の 県 平 均 価格 を 上 回る よ う に な り、「 な なつ ぼ し 」 と いっ た 業 務用 米 も

生産することでフルライン化を図った。 このように新潟県・北海道がフルライン

化 す る こ と で 、 そ の 間 に 位 置 し て い た 東 北 地 域 に し わ 寄 せ が 起 き た と 伊 藤

(2019) は 指 摘 し て い る 。 農 林 水 産省 (202 2 ) 「2020 年 農業 経 営 統 計 調 査 」 によ

ると、表 1-2-2 のように全国の米の 60kg 当たり粗収益が 13,274 円であったの

に対して、東北は 12 ,480 円であり、地域別にみた時に全国で最も粗収益が低い。

粗収益が低いのは、新潟県や北海道が高価格帯から低価格帯までフルライン化し、

価格帯別の産地間競争が激化したことで東北地域の 競合相手が増加したためであ

る。  
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図 1 - 2 - 1  コ メ 産 地 銘 柄 の 再 編 概 念 図  

注 ： 伊 藤 ( 2 0 1 9 ) か ら 引 用 し 筆 者 作 成 。  

 

表 1 - 2 - 2  2 0 2 0 年 の 全 国 地 域 別 の 米 6 0 k g 当 た り の 粗 収 益  

 

注 ： 農 林 水 産 省 (2 0 2 2 ) 「 農 業 経 営 統 計 調 査 」 か ら 引 用 し 筆 者 作 成 。  

 

 以上をまとめると、 戦後の米政策は 60 年代ごろまで国民への安定供給を目的

と し た も の が 展 開 さ れ て お り 、 米 の 流 通 も 政 府 が 管 理 し て い た 。 し か し 、 1967

年には作況指数 112 の豊作になり政府在庫 米が過剰になるなど、 量的に確保す

る体制は十分に整った。そこで、1969 年に自主流通米制度を発足させたものの、

坂 本 (1980) の 指 摘 に あ る よ う に 、 自 主 流 通 米 に も 多 額 の 助 成 を し て お り 、 財 政

赤字の大きな軽減とはならず、更なる改革が求められていた。同時期の 1971 年

には米の生産調整が始まり、水田面積のおよそ 3 割を転作することで米の供給過

剰を解消しようとした。米の生産を抑制することはできたものの、一時的な転作

で あ る た め 、 各 種 補 助 金 の 動 向 に よ っ て は 米 生 産 に 戻 る 可 能 性 が あ る こ と を 武

山 ・ 高 橋 ・ 九 鬼 (2003) は 指 摘 し て お り 、 主 食 用 米 以 外 の 利 用 方 法 を 考 え る 必 要

がある。1995 年の食糧法 や 2004 年の改正食糧法では、米流通の規制が緩和さ

全国 北海道 東北 北陸 関東・東山

13,274 13,589 12,480 14,593 12,774

東海 近畿 中国 四国 九州

13,569 13,901 13,450 13,503 13,759

60kg当たり

粗収益(円)
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れ 、 政 府 主 導 に よ る 米 流 通 か ら 、 米 流 通 の 自 由 化 の 時 代 へ と 変 化 し た 。 冬 木

(1997) や阿 部(1998) は規制緩 和に伴 い新 規 参入企業 が増え たこ と による競 争の

激化と大型量販店主導による 農産物流通の再構築が進展したことを指摘している。

こ の よ う な 状 況 下 で 、 小 野 (2007) は ワ ン ・ ト ゥ ・ ワ ン ・ マ ー ケ テ ィ ン グ を 実 践

していくべきだと主張しており、たしかに消費者の需要に合わせて生産者が対応

すべきことはある。一方で、各消費者の細やかな需要に完全に対応することは不

可能であり、どの程度消費者の要望に応えるべきなのか、 どのような関係性を生

産 者 と 消 費 者 が 構 築 す る の が 良 い の か と い う 点 は 検 討 が 必 要 で あ る 。 伊 藤

(2019) は 東 北 地 域 が 競 争 の 影 響 を 大 き く 受 け て い る こ と を 指 摘 し て お り 、 低 価

格競争の激化によって 米の収益性が悪化 することで、生産者所得の悪化にもつな

がる。このような状況を改善するには、 転作等の主食用米以外の活用を促進する

とともに、転作作物である大豆や飼料用米等を補助金のためだけに作付けするの

ではなく、その活用も すべきである。  

 

第３節  卸売市場流通を中心とする青果物流通  

 

本節では、「卸売市場法」成立時以降の青果物流通を整理する。1971 年に「中

央卸売市場法」に代わる形で卸売市場法が施行され、中央卸売市場だけでなく地

方卸売市場も同法の対象となり、国民へ安定的に食料を供給するために中央・地

方卸売市場の新設や整備が計画された。また、相対取引が横行していた実情を踏

まえ、せりや入札による取引を原則としつつ、相対取引を例外的な取引として認

めた。以後、せりや入札の割合が減少すると ともに相対取引の割合が増加した。

卸売市場データ集によると、 1998 年に青果物のせり・入札割合は 49 .3％となり、

初めて 50%を割って以降は相 対取引の方が多くなっている。1999 年の改正では

せり・入札取引の原則が廃止されるとともに委託集荷の原則が緩和され、買付集

荷がしやすくなった。この委託集荷の原則は 2004 年の改正で廃止されるなど、

米 政 策 と 同 様 に 規 制 緩 和 ・ 自 由 取 引 の 方 向 性 で 法 改 正 が 進 展 し て い る 。 吉 田

(1979) は卸 売市 場法 が施行 される 前の 1965 年頃 から消 費人 口が 「大消 費地 都

市から周辺地域に大量に流出」しているのに対して、その周辺地域では市場が整
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備されていなかったため、卸売市場法では地方卸売市場も含めて市場の整備が掲

げられていたと指摘している。 1971 年の卸売市場法施行は、人口の移動を受け、

その地域住民へ食料を安定供給するために、地方卸売市場も含めて各卸売市場の

整備を意図したものであった。  

桂 (2020) は 青 果 物 流 通 が 卸 売 市 場 を 中 心 と し た 流 通 経 路 に な っ て い る こ と に

つ い て、「 モ ノ 」と 「 情 報 」を 効 率 的 に 集約 さ せ るた め に 必 要 であ る と 指摘 し て

いる。仮に 50 万の青果物生産者のそれぞれが、自らの青果物を最も高く買って

くれる消 費者を 全国 5 ,000 万 世帯の 消費者 の中から 見つけ 出すこ とは不可 能で

ある。同様に、消費者も自らの求めるものを安く手に入れるために 50 万の生産

者の中から探し出すことは困難である。生産者から単協、連合会、卸売業者、仲

卸業者、小売業者、消費者という多段階な流通を経ることで 卸売業者が生産者と

消 費 者 の ニ ー ズ の 情 報 を 集 約 し 、 そ れ に 合 わ せ て 物 流 が 行 わ れ て い る こ と か ら

「 多 段 階 流 通 こ そ が 顔 の 見 え る 流 通 の た め の 仕 組 み 」 だ と 桂 (2020) は 指 摘 す る 。

たしかに、多数の生産者と多数の消費者を効率的に結び付け、生鮮農産物の迅速

な取引を行うのに卸売市場は大きな役割を果たしている。 一方で、農協が卸売市

場に出荷する際には、農産物の品質を規格化 し、ロットをまとめることで流通の

効率化が図られている。有機・特別栽培のような慣行の栽培方法と異なる農産物

も慣行のものと同じロットで出荷することになり、生産費が反映された価格にな

りにくい。そのため、有機・特別栽培のような慣行の農産物とは異なるものは産

消提携運動のような卸売市場外流通として流通してきたのであり、卸売市場外流

通の割合が増えていることは見逃すことができない兆候である。  

三島(1993) は農 林水 産省 (1992) 「新 しい 食料・ 農業・ 農村政 策 の方向 」 を受

けて、卸売市場流通が「大資本の高利潤取得の場として再編 されようとしている」

と指摘している。この「新しい食料・農業・農村政策の方向」は 1999 年施行の

「食料・農業・農村基本法」や 2000 年の「食料・農業・農村基本計画」策定の

素地になった政策文書である。この政策文書 では、卸売市場流通における規制を

緩和し、自由取引を拡大する形で卸売市場流通の再編が書かれている。この再編

に対して、「再編の主導」は「量販店」であり、「量販店の仕入れに都合の良いよ

うに取引の形態や物流システムを改変しようとするもの」であると三島は政策を



30 

 

批判している。たしかに、相対取引が認可されるなど、取引の規制が緩和される

ことで、量販店が取引をし易くなっているのは事実である。一方で、消費者が購

入する小売店への流通を効率的にすることで鮮度の良い野菜などが店頭で購入で

きるようになるため、 量販店の取引の効率化が消費者の利益を確保している側面

を忘れてはならない。このように量販店に集中するような 農産物流通が構築され

ている以上、上記のような問題は起こる。その対策としては、市場外流通などの

量販店以外の販売チャネルを強化し、消費者が食品にアクセスできる方法を 多く

用意するなど、量販店に集中する 農産物流通全体を改善しなければいけない。  

岩谷(1979) は、農林水産省の「青果物流通段階別価格形成追跡調査報告」 (現

在 は 「食 品 流 通 段 階 別 価 格 形成 調 査 」 ) に よ る 青 果物 流 通 経 費 は 、 仲 卸 と小 売そ

れ ぞ れの 流 通 経 費 は年 々 上 昇し て い る も のの 、「 双 方 と も そ の内 訳 が 年 々か な り

上昇している必要経費を回収したうえで、それぞれの利潤まで確保している」の

に対して、生産者受け取り価格は ゼロになっている年があるため、生産者にとっ

て安く、消費者にとって高い農産物価格になっていると市場流通における価格形

成 の 問題 を 指 摘 し てい る 。 さら に 、 こ の 問題 に 対 して 、「 生 産者 と 消 費 者間 で の

価 格 をめ ぐ る 相 互 理解 が 最 も得 や す い 」 とい う 理 由か ら 、「 小地 域 内 で 流通 が 完

結 す るこ と が 望 ま しい 」 と して お り 、「巨 大 流 通 にな れ ば な る ほど 、 価 格形 成 を

めぐっての不明確性」や「生産者と消費者の相互不信が拡大し、流通問題が社会

問題として大きくなっていく」とも指摘している。農林水産省 (2019)「2017 年

度  食品流通段階別価格形成調査」によれば、青果物 16 品目の平均では、小売価

格を 100％としたとき、生産者受取価格は 47.5％、集出荷団体経費は 16 .9 ％、

卸売経費は 5％、仲卸経費は 10.3％、小売経費は 20.4％となっている。生産者

受取価格の次に小売経費の割合が高い。このような構造であることは一般的には

認知されていないため、価格形成が不透明であると感じる消費者は多くいると考

えられる。そのため、地域内流通など、生産者 と消費者の相互理解がしやすい範

囲内で流通させることは、生産者と消費者の対立を防ぐ効果が期待できる。一方

で、農産物の産地は、消費地の食生活も 支えていると同時に、地域外へ販売する

ことで所得を確保している側面もある。消費者との相互理解が難しいとしても、

生産者は地域外へも販売しなければならない状況にある。  
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酒井(1989)は、戦後の 1955 年からの 30 年間で消費者の生活が大きく変化し

た こと で 、「中 央 卸 売 市 場に 求 め て いる の は 「 定量 」「 定質 」「 定価 格 」と い う長

い伝統をもつ中央卸売市場が予期しなかった新しい需要傾向」だと評価している。

卸売市場の本来的な性格としては、階級や等級の異なる農産物をせりや入札によ

って値決めをし、その農産物が八百屋や百貨店など様々な価格帯別の小売に仲卸

業者が販売することで、多種多様な農産物が実需者別に販売されていた。しかし、

量販店の取引量が増加することで、大量に同じような品質の農産物を集荷し販売

することが求められ、その価格も量販店による値引き交渉がされるなど、大きな

影響を受けて値決めがされている。このような量販店による同質的な農産物の要

求が増えたことも一因となり、結果的に青果物の品質が低下していることを酒井

(2002) は 指 摘 し て い る 。 消 費 者 の 需 要 や 流 通 段 階 で 外 観 が よ り 重 視 さ れ る よ う

になったとともに、需要が周年化していった。この結果、栽培 がしやすく収量が

取れる品種や外観の良さ、品質保持や貯蔵性の良い品種へ栽培が集中していった。

周年供給するには「栽培適期からずれた無理の多い栽培や収量性・回転率を追求

した速成栽培」が行われるようになり、 野菜の栄養価は低下する。このような栽

培は「農薬や化学資源への依存度を高め」、「農産物の安全性における問題や環境

への悪影響」を引き起こしたと指摘している。 このような生産・流通・消費の偏

重 を 是正 す る に は、「 地 場 や地 域 流 通 に おけ る 生 産と 消 費 の 結 びつ き を 再構 築 す

る必要がある」と指摘している。 農産物が周年で供給されることで、いつでも好

きな農産物が食べられるようになったことを引き換えに、 消費者が農産物の旬を

意識しづらくなった。消費者に旬を知ってもらうには農産物がどのように生産さ

れているのかを理解してもらう必要がある。このような知識を消費者に伝える際

には、生産者が伝えた 方がより実感として理解しやすいと思われるため、 生産・

消費の在り方を生産者と消費者で 話し合うことが必要だと考える。  

藤田(2005) は、「実需者ニーズをとらえた産地育成や生産者圃場への巡回集荷

の実施など、本来地域の農協にその機能が求められる領域」について、卸売市場

が「生産者と小売業者とを結ぶコーディネーターとしての役割」を果たすことで

地域農業の維持・存続に貢献できると指摘している。 さらに、食品製造業 者は産

地 と の契 約 取 引 に 積極 的 で ある も の の 、「 取 引 の 過程 で 当 事 者 間の 利 害 が対 立 し
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た場合」には、生産者は食品製造業者から「一方的に取引が解消されること」も

多かったとしている。このような生産者と実需者による対立的な関係は解消すべ

き課題であり、それぞれの主張を 全て押し通そうとするのには無理があることを

理解した上で、お互いの納得しうる点を話し合いで見つけ出す必要がある。  

木 村 (2001) は 量 販 店 の 青 果 物 の 仕 入 れ に つ い て 、 減 農 薬 栽 培 な ど の 品 質 に 特

徴のある「差別化商品」の仕入れと数量確保と安定調達の実現のために産地との

契約取引を行うとしている。このような契約取引に卸売市場を介在させる要因と

し て、「 卸・ 仲 卸 によ る 数量 調 整」、「卸 ・ 仲 卸 によ る 産 地と の 意 見 調 整」、「 仲 卸

による荷さばき・物流機能」の 3 点を挙げている。また、納品時の価格が市場価

格と一定程度連動しているとも指摘する。このような取引関係は、市場外流通が

増大する中で卸売市場が生き残るための対応に迫られているとも みえる。数量調

整や価格調整で過不足が生じた際には、量販店と卸売 業者でリスク分担している。

契約価格と市場価格の乖離に伴う損失を量販店と 卸売業者で分担して負担してい

る。卸売市場にとっては従来のセリ・入札・相対取引よりもリスクの高いものと

なっている。このようなリスクの高い取引に関わらなければならないほど、市場

外流通の増大の影響が出ていると思われる。  

農 協 や 農 業 生 産 法 人 と 小 売 等 に よ る 青 果 物 の 直 接 的 な 取 引 関 係 に つ い て 、 佐

藤・木立・ナロンサック(2016) によると、農協や農業生産法人の 4 割弱は小売

等からの「特売等による値引き」 を経験しており、内 6 割前後は「ケースバイケ

ー ス 」で 応 じ る 他、「 全 て に応 じ て い る 」と 「 ほ とん ど に 応 じ てい る 」 を加 え る

と、値引き要求があった際には「9 割以上が何らかの形で応じている」ことを明

らかにしている。また、何らかの負担感があるという回答が 6 割～7 割であり、

小売等による値引き要求に負担を感じる生産者が多い。このような特売が行われ

るのは、農産物の栽培方法等に差別化できる 要素がなく、価格によって他の農産

物との差別化を図るしかないのも一因である。さらには、スーパー等では日常的

に特売をしているため農協等への値引き要求が常態化していると思われるものの、

農産物を比較的大量に販売できるため、 値引きへの負担感がありつつも取引を継

続していると考えられる。このような低価格による競 争が激化・常態化する状況

は改善する必要がある。そのためには、価格以外の要 素による差別化を図る必要
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があり、取引先がどのようなものを求めているのかを理解するもしくは安全・安

心といった価格以外の要素を求めている取引先を開拓する必要があ る。  

坂 爪 (1992) は 「 卸 売 業 者 が 収 集 段 階 へ 機 能 を シ フ ト さ せ る 」 こ と を 「 新 産 地

市場化」と呼び、地方卸売市場を中心として新産地市場化が進展していると指摘

し て いる 。 新 産 地 市場 化 で は、「 農 協 など に よ る 技術 指 導 と 販 路開 拓 を 補完 」 す

る 機 能を 市 場 が 担 うこ と で、「 近 郊 産 地の 開 発 に よっ て 地 場 も のが 豊 富 にな る 」

ことが期待され、「地場流通の促進にもつながる可能性」を指摘している。「農家

の農協離れ」と言われるように、農協の組合員を止めるあるいは就農しても組合

員にならない生産者も増えている。その背景には、農協の統合・合併に伴い集荷

拠点が減少し、高齢の生産者は農協の集荷場へ農産物を出荷しづらくなっている

ことが考えられる。新産地市場では、生産者の庭先集荷 も含め集荷拠点を増やす

ことで集荷力を向上させるとともに、栽培技術の勉強会を開催し生産者の育成に

努めていると思われる。このような新産地市場の事例として 2 つの事例があげら

れ る 。 一 つ は 、 高 知 県 の 赤 岡 青 果 市 場 で あ る 。 木 村 (2019) に よ る と 、 赤 岡 市 場

に出荷登録している生産者は 3,500 名おり、市場から半径 60km 圏内に存在し

ている。集荷は、生産者による市場搬入よりも卸売業者による庭先集荷の割合が

高く、高知県内約 100 か所の集荷所から集荷している。さらには、「卸売業者が

農協営農指導員の OB 」を雇用し、生産者への技術指導をしている。 もう一つは

山 形 県 の 丸 勘 山 形 青 果 市 場 で あ る 。 藤 島 (2013) に よ る と 、 丸 勘 山 形 青 果 市 場 に

出荷する県内生産者は 5,430 名、県外の出荷グループは 550 団地にのぼる。集

荷はコンテナによるバラ集荷であるとともに山形県内 67 か所の集荷拠点から集

荷されている。また、種苗・苗木・生産資材の購入助成と栽培防除の研修会を開

催することで生産者支 援をしている。他にも 、 丸勘山形青果市場は 年間 500 万

円ほどかかる残留農薬検査を実施することで、 農産物の安全性を確保する取り組

みに対して販売先から高く評価されている。庭先集荷やバラ集荷のような生産者

の負担を減らす取り組みが生産者に支持され、多くの生産者が市場に出荷してい

る。さらには、栽培技術指導 や生産資材の購入助成といった生産振興策 を卸売市

場が実施することで、地域農業の振興に もなっている。 このような生産者支援策

を従来は農協が一手に担ってきた。生産者が高齢化し、農業の存続が危ぶまれる
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今日においては、農協や卸売市場のみならず生産者グループにおいても、集荷方

法や生産振興策を考え、農業を続けていくための方策を考える必要がある。  

以上をまとめると、青果物流通は 1971 年の卸売市場法成立以降、米流通と同

様に規制緩和が続いてきた。せり・入札取引の原則が撤廃し、相対取引の割合が

高くなっている。このような自由取引が拡大する中で青果物流通再編を主導して

き た の が 量 販 店 で あ る と 三 島 (1993) は 指 摘 し て い る 。 消 費 者 へ 販 売 す る 窓 口 が

量販店に集約するにつれて、生産者は消費者との直接的な接点を徐々に失ってい

る 。 岩 谷 (1979) の 指 摘 に よ る と 、 生 産 者 の 受 け 取 り 価 格 が ゼ ロ に 等 し く て も 、

仲卸と小売の流通経費および利潤が確保されている。「平成 29 年度食品流通段階

別価格形成調査」によると、小売価格の半分は流通経費であり、流通経費の中で

小 売 経 費 が 最 も 高 く な っ て い る 。 佐 藤 ・ 木 立 ・ ナ ロ ン サ ッ ク (2016) に よ れ ば 、

生産者が小売等から値引き要求された場合には、ほとんど応じていることが示さ

れた。このような値引き要求に応じなければならない一つの要因はその販売先へ

の販売数量が多いといった取引の依存度が高く、取引が中止になった際のリスク

が 高 い た め だ と 考 え ら れ る 。 藤 田 (2005) は 生 産 者 と 実 需 者 の 利 害 が 対 立 し た 際

には、生産者は一方的に取引が解消されることが多いと 生産者の取引関係におけ

る弱さを指摘している。青果物は保存性が高くないものも多く、収穫後迅速に流

通・消費しなければならないため、青果物卸売市場が活用されていた。しかし、

各種の規制緩和に伴い量販店主導で流通が再編され た。消費地は農産物産地から

流通してきた農産物で生活しているとともに、農産物産地は地域外へ販売するこ

とで収入を確保している。その地域外への販売の窓口と もなっている量販店との

取引が解消されることは生産者にとって大きな販売先 を失うことになる。このよ

うな状況 を改善 する に は、岩谷 (1979) や 酒 井(2002) が 指摘す る ように生 産者と

消 費 者 が 直 接 的 に 結 び つ く こ と や 藤 田 (2005) が 指 摘 す る よ う に コ ー デ ィ ネ ー タ

ー的役割を通して生産者と実需者が結びつくことが必要ではないかと考える 。  
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第 4 節  卸売市場外の農産物流通  

 

有機栽培や減農薬栽培等の栽培方法に特徴のある農産物の流通は、卸売市場を

経 由 し な い 市 場 外 流 通 が 主 流 で あ る 。 中 島 (2005) は 「 7 0 年 代 初 め に 脱 商 品 化 を

志 向 し た 民 間 の 異 端 的 運 動 と し て 開 始 」 さ れ た の が 有 機 農 業 運 動 で あ る と し て い る 。

高 橋 ( 2 0 0 5 ) は 、「 卸 売 市 場 流 通 を 代 表 と す る 一 般 的 な 農 産 物 販 売 の チ ャ ネ ル で は 、

有 機 農 産 物 が 正 当 に 評 価 さ れ て こ な か っ た 」 た め 、 有 機 農 産 物 を 正 当 に 扱 う 販 売 チ

ャ ネ ル と し て 「 生 産 者 と 消 費 者 が 直 接 的 に 協 同 、 協 力 す る 」 産 消 提 携 運 動 が 起 き た

と し て い る 。 産 消 提 携 運 動 は 有 機 農 産 物 の 一 つ の 流 通 チ ャ ネ ル で 、 高 橋 (2003) は

有機農業における流通チャネル形成の意義を「生産において効率性、生産性に関

して不利な要素を持つ有機等農産物と、それを生産する有機農業の再生産を保障

する仕組みを実践的に作ったこと」だと指摘している。  

こ の よ う な 有 機 農 業 運 動 の 中 核 組 織 で あ る 日 本 有 機 農 業 研 究 会 が 結 成 さ れ た の

は 1 9 7 1 年 で 、 生 産 者 と 消 費 者 の 「 提 携 の 1 0 原 則 」 は 1 9 7 8 年 に 作 成 さ れ て い る 。

提 携 の 1 0 原 則 は 、「 相 互 扶 助 の 精 神 」「 計 画 的 な 生 産 」「 全 量 引 き 取 り 」「 互 恵 に 基 づ

く 価 格 の 取 決 め 」「 相 互 理 解 の 努 力 」「 自 主 的 な 配 送 」「 会 の 民 主 的 な 運 営 」「 学 習 活

動 の 重 視 」「 適 正 規 模 の 保 持 」「 理 想 に 向 か っ て 漸 進 」 の 1 0 項 目 に ま と め ら れ て い

る 。 日 本 有 機 農 業 研 究 会 は 有 機 農 業 運 動 を 「 現 代 の 農 業 技 術 体 系 や 経 営 形 態 、 農 業

労 働 観 、 流 通 シ ス テ ム 、 農 産 物 の 消 費 構 造 、 お よ び 農 業 政 策 な ど の 持 つ ゆ が み を そ

れ ぞ れ 問 い 直 」 す も の だ と し て い る 。 こ れ ら の 問 題 を 是 正 す る に は 、「 生 産 者 と 消 費

者 が 直 接 、 有 機 的 な 人 間 関 係 」 を 築 き な が ら 運 動 を 進 め て い く こ と が 大 切 で あ る と

し て い る 。 提 携 の 1 0 原 則 は 、 こ の よ う な 運 動 を 進 め る た め の 指 針 と し て 作 ら れ た 。

波 多 野 ( 1 9 9 4 ) は 、 1 9 7 0 年 代 か ら 8 0 年 代 後 半 に 成 立 し た 産 消 提 携 運 動 を 分 析 し 、 提

携 の 1 0 原 則 に 基 づ い た 価 格 や 数 量 の 取 決 め を し て い る 「 原 則 型 」 の 産 消 提 携 運 動 が

あ る 一 方 で 、 消 費 者 の 負 担 が 少 な い 産 消 提 携 運 動 が 増 え て い る と 指 摘 す る 。 こ の 動

向 に 対 し 、「 有 機 農 業 の 継 続 条 件 を 確 立 す る 上 で の 、 産 消 提 携 の 組 織 的 な 環 境 適 応 」

だ と 評 価 し つ つ も 、「 生 産 者 と 消 費 者 の 提 携 関 係 の 変 容 、 ま た は 解 消 を も た ら す 」 危

険 性 を 指 摘 す る 。 同 様 に 、 金 川 ( 2 0 0 4 ) は 、 本 来 の 有 機 農 業 運 動 の 理 念 と 異 な り 、

「 差 別 化 商 品 」 や 「 高 付 加 価 値 商 品 」 と し て 「 有 機 農 産 物 が あ ふ れ 出 し て い る 」 と
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批 判 す る 。 北 崎 ( 2 0 0 2 ) は 、「 顔 の 見 え る 」 流 通 を 実 現 し て き た も の の 、「 最 近 の 有 機

農 産 物 等 の 流 通 で は 、 生 産 者 側 と 消 費 者 側 の 関 係 が 希 薄 化 し て い る 」 点 が 問 題 だ と

指 摘 す る 。 中 島 ( 2 0 0 1 ) は こ の よ う な 変 化 を 「 結 局 は 貨 幣 価 値 に 換 算 す る こ と で し か

計 測 し 評 価 さ れ え な い 」 状 況 に な っ た こ と は 問 題 で あ り 、「 貨 幣 価 値 以 外 の 価 値 理 念

を 設 定 」 す る こ と が 産 消 提 携 運 動 に お い て 必 要 だ と 指 摘 す る 。 有 機 農 産 物 を 単 に 生

産 す れ ば い い と い う こ と で は な く 、 有 機 農 産 物 の 生 産 を 通 し た 社 会 問 題 の 解 決 や 生

産 者 と 消 費 者 の 関 係 構 築 が 重 要 で あ る 。  

有 機 農 業 に 関 す る 法 律 と し て 、 有 機 農 業 推 進 法 は 2 0 0 7 年 に 施 行 さ れ た 。 本 城

( 2 0 1 7 ) は 、 有 機 農 業 推 進 法 が 施 行 さ れ た こ と で 有 機 農 業 が 「 法 的 根 拠 を 持 つ 国 の 政

策 と し て の 明 確 な 位 置 づ け 」 に な り 、「 有 機 農 業 の 推 進 が 法 益 と し て 設 定 さ れ た こ と

は 、 他 の 法 律 や 政 策 に よ り 有 機 農 業 の 領 域 が 侵 害 さ れ る の を 防 ぐ 」 こ と に も な る と

指 摘 し て い る 。 農 林 水 産 省 ( 2 0 2 0) 「 有 機 農 業 を め ぐ る 事 情 」 に よ る と 、 日 本 に お け

る 有 機 農 業 の 取 組 面 積 は 、 2 0 0 9 年 の 1 . 6 万 h a か ら 2 0 1 7 年 の 2 . 3 万 h a へ と 増 加

し て い る も の の 、 2 . 3 万 h a は 2 0 1 7 年 の 全 耕 地 面 積 に 対 し て 0 . 5 ％ で し か な い 。 各

国 の 耕 地 面 積 に 対 す る 有 機 農 業 の 面 積 は 、 イ タ リ ア で 1 5 . 4 ％ 、 ス ペ イ ン 8 . 9 ％ 、ド

イ ツ 8 . 2 ％ 、 フ ラ ン ス 6 . 3 ％ と な っ て お り 、 ヨ ー ロ ッ パ の 諸 国 と 比 較 す る と 日 本 の 有

機 農 業 面 積 割 合 は 低 い 。  

有機農産物を扱う事例として、本稿でも研究対象としている生活クラブに関し

て の 先 行 研 究 が あ る 。 西 城 戸 (2008) は 、 生 活 ク ラ ブ で 共 同 購 入 を 実 施 す る 班 配

送では「組合員の交流や、組合員が生活クラブ生協の理念や組織運営、消費材へ

の理解を深めるなどの 副次的効果が生まれた 」 7 と指摘している。しかし、1980

年代に個別配送が導入されて以降、班配送が減少することで「生活クラブ生協の

理念や組合員意識の共有が困難」になったと指摘している。班配送 では、班で購

入した消費材を分配・調整するため、配送時間に班員は集合するが、仕事をして

 

7  生 活 ク ラ ブ で は 、 一 般 的 な 「 消 費 財 」 と は 異 な る も の と し て 「 消 費 材 」 と い う 言 葉 を 用 い

て い る 。 西 城 戸 ( 2 0 0 6 ) に よ る と 、 消 費 材 は 「 資 本 の 論 理 に よ っ て つ く ら れ 、 売 ら れ て い る

「 商 品 」 と の 差 別 化 が 強 く 意 識 さ れ て い る 」 と し て い る 。 さ ら に は 、「 質 の よ い 消 費 材 を 供

給 し て い る 生 産 者 の 再 生 産 を 保 障 」 す る も の だ と し て い る 。  
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いる組合員は参加が難しいため、融通の利く宅配ボックス形式の 個別配送 を選ぶ

組合員が増えている。また、他の組合員に何を購 入しているか知られたくないと

いった心理的な要因もある。今後も班配送よりも個別配送を選択する組合員が多

いと思われ、班配送による理念の共有や消費材の理解を深めることは期待できな

い。そのため、班配送 以外で理念の共有や消費材への理解の促進を図る必要があ

り、生活クラブでは多種多様なイベントを実施している。若い組合員を意識して

料理教室が開催されており、託児ルームを準備して開催されている。このような

料理教室にも、消費材の生産者を呼び、生産者と組合員が 会う機会を多く準備し

ている。また、近年では「デポー」と呼ばれる実店舗を 利用する組合員も増えて

いることから、デポー店頭に生産者を呼ぶことで、来店した組合員が生産者に 会

う機会も用意している。  

このような産消提携運動が継続して きた要因について波多野 (1992) は、「規格

等級の廃止もしくは極端な単純化、仕分けの簡素化によって流通コストの低減」

が さ れる こ と で 、「 消 費 者 価格 が 市 場 流 通よ り も 低い 」 か つ 「 生産 者 価 格は 市 場

でのそれよりも大幅に高くなっている」と指摘している。 生活クラブを例として

挙げると、班配送のみの時代には、４～ 5 人で分けることを前提に野菜はキロ単

位や段ボール一箱分、肉も牛豚は複数の部位のセット、鶏は一羽まるごと が最小

購入単位であった。現在は個別配送も多くなり、ほとんどの農産物を小分けして

販売しているが、野菜は規格等級を分けての集荷はしていない。例えば、 カタロ

グ注文では、きゅうりは３本～７本ほどのセットで 販売され、一本当たり 80g～

150g のものが大小混ざっている。さらに、 4cm 以内の曲がりは許容されている

ため、山形県の標準的な規格では C 品扱い 8 されるものも A 品と同様に販売する

ことができる。他にも中玉トマトは 1 個あたり 30g～60g の規定はあるものの 、

1 セット 250g 以上であれば個数を気にせずに販売することができ、 軽度のキズ

は許容されている。しかし、近年の情勢の変化により組合員でも学習会に参加 す

る人は減少しており、組合員が消費材への理解を深められていない こともある。

 

8  山 形 県 ( 2 0 2 2 ) 「 山 形 県 青 果 物 等 標 準 出 荷 規 格 集 」 で は 、 き ゅ う り の 曲 が り が 1 c m 以 内 は

A 品 、 2 c m 以 内 は B 品 、 4 c m 以 内 は C 品 と さ れ て い る 。  
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そのため、減農薬栽培によって病害虫や生理障害が起きやすく 多少のキズ が入り

やすいことを知らずに、傷物に対してクレームしてしまうこともある。このよう

な点からも、生産者と消費者との連携の必要性が指摘できる。  

有機農産物の認証制度について、山形県では、公益財団法人やまがた農業支援

センターと鶴岡市が有 機 JAS 認証機関であ る。鶴岡市は、行政が 実施している

こともあり、認証費用はおよそ 3 万円と比較的安い。やまがた農業 支援センター

はおよそ 7 万円であり、鶴岡市よりも 2 倍以上の費用がかかる。地域や組織によ

っては、認証費用が 10 万円以上かかる場合もある。さらには、このような費用

をかけて有機 JAS 認 証を取得したとしても 、 その費用に見合う価 格で販売 でき

なければ、生産者のコストの負担が大きくなる 。どのような方法で農産物の安全

性を確保し、消費者に安全であることを伝えるのか、その方法で実施する時の費

用負担を少なくする方法がないのかを考える必要がある 。  

永 松 (1994) は 有 機 農 産 物 を 扱 う 専 門 流 通 事 業 体 の 増 加 や 自 治 体 に よ る 有 機 農

産物認証制度の普及による「有機農業の大衆化」が進展したことで、提携運動に

参加して組合員活動を行うのが困難な消費者 が有機農産物を購入しやすくなった

と す る一 方 で 、「農 業 の あ るべ き 姿 」 を 学習 す る 機会 が 失 わ れ ると と も に、 有 機

農産物の産地間競争が起こることで提携運動の「産消合意の上での計画生産」や

「互助互恵精神に基づく価格取り決め」等の存続が困難になると 有機農業の大衆

化による問題点も指摘している。生産と消費の在り方を見つめなおす運動として

展開してきた有機農業 運動においては、単に農産物を流通させれば良いのではな

く、生産や消費がどうあるべきなのかを考えたり学習したりすることがこれまで

重視されてきており、産消提携運動では学習会が開催されてきた。 現在では、組

合員活動を担っていた女性が社会進出することで、運動に参加できない人が増加

傾向にあることを踏まえると、今の時代に合わせて提携運動の在り方を再考すべ

きとも考えられるが、 そもそもの理念だけは失ってはいけない。そのため、 理念

を 伝 え ら れ る 方 法 を 模 索 す べ き だ と 考 え る 。 同 様 に 、 桝 潟 (1995) は 「 安 全 で か

つおいしく安いものがほしい」という消費者 ニーズが増大することで、有機農産

物 の 「 商 品 化 」 が 進 行 し て い る と 指 摘 し て お り 、 中 島 (2005) が 指 摘 す る 「 脱 商

品化」を目指した有機農業運動がその特徴を失いつつある といえる。今日、改め
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て有機農業運動や産消提携運動にどのような意味があるのかも考察するべきだろ

う。  

有機等農産物以外の市場外流通として、産地とスーパー や野菜加工メーカー、

外 食 企 業 と の 直 接 取 引 が あ る 。 佐 藤 (2011) は 、 産 地 が ス ー パ ー や 野 菜 加 工 メ ー

カー、外食企業と取引をする 上での、野菜産地の課題として次の 3 点を挙げてい

る。一つ目に、「加工・業務用需要への 対応」であり、「個々の外食・中食企業や

カット野菜メーカーによって異なる発注仕様」に対応し「欠品なく納品」するこ

とが求められている。そのために、「生産出荷計画を策定」し、「生産者・圃場単

位」で割り当て、「生産・出荷を計画的に実行」する必要がある。二つ目に、「小

売 企 業に 対 し て 営 業活 動 を 行わ ざ る を 得 ない 」 た め、「 営 業 組織 の 構 築 や営 業 マ

ン の 育成 の 必 要 性 」が 高 ま って い る 。 三 つ目 に、「 産 地 に は 個々 の 顧 客 に対 応 し

う る生 産 者 の 小グ ル ー プ を育 成 」 し、「 顧 客 ニ ーズ に 的 確 に対 応 し た 生産 ・ 出 荷」

を 行 い、「 不 作 時等 に は 出 荷規 格 を 弾 力 的に 運 用 」す る と い っ た対 応 が 求め ら れ

る 。 この よ う な 弾 力的 な 対 応の 中 心 と し て農 協 を 想定 し て い る が、「 農 協に は 外

食企業やスーパーのバイヤーと直接、取引交渉した経験がある者は極めて少ない」

と佐藤 (2011) は指 摘 し、農協 に頼る こと の 限界もあ る。木 村 (2001) が いうよう

に、卸売市場を介在させるのも一つの方法である。 さらに、農商工連携のように

商工業者を巻き込みそのノウハウを生かすことで、弾力的な対応もできる と考え

る。  

 有機農業運動や産消提携運動が成立した当初は、有機農産物が市場流通では適

正な評価を得られないという 所から始まり、生産者と消費者が相互扶助や対等互

恵であることを前提に した関係が構築されて きた。今日では、有 機 JAS を始め

とした有機農産物等の認証制度が整いつつある中で、専門流通業者等による有機

農産物の販売も活発となり、有機農業の拡大に貢献している。しかし、日本有機

農業研究会による生産者と消費者の「提携の 10 原則」といった理念的な部分に

ついて消費者が知ることも少なくなり、今日における有機農業運動や産消提携運

動の意味について問われている。今後、さらに有機農業等の環境保全に取り組む

農産物の生産と消費を拡大していくには、改めて、産消提携運動の再評価も必要

であり、消費者にとってどのような価値があるものなのかを示すべきであると考
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える。  

 

第 5 節  農産物流通の課題への価値共創による分析視点  

 

今日の農産物流通を大別すると、卸売市場流通と市場外流通に分けることがで

き、米や青果物は卸売業者を経由して流通する割合が高いものの、年々その割合

は減少傾向にあり、生産者と実需者による直接取引等の市場外流通の割合が高ま

っている。その背景には、市場流通では流通量が少ないような有機・特別栽培農

産物を仕入れることで同業他社との差別化を図りたい、あるいは 実需者が農産物

の加工特性に合わせた仕入れをしたいといったことが一因となっている。  

前節まででそれぞれの農産物流通を整理した。米流通においては、戦後の食糧

増産体制から供給過剰へと転じ、生産調整等で需要と供給の均衡を取ろうとし た。

しかし、長期的に主食用米の需要は減少傾向にあ る中で、米産地間競争が激しく

なり、過当な低価格競争による生産者所得の悪化が懸念される事態になっている。

このような状況を改善 するには、主食用米以外での水田の活用とその転作作物の

活用は必須である。また、生産する農産物に慣行のものよりもコストがかかる場

合には、そのコストを価格に上乗せしても購入してくれる消費者に農産物を販売

する必要がある。  

青果物流通においては、国産青果物の卸売市場経由率は約 8 割となっており、

国民の食生活を支えている。 一方で、米流通と同様に市場外流通の割合も増加し

ている。生産者と実需者との直接取引で、生産者が値引きを要求される、取引を

一方的に解消される可能性があることを先行研究から示した 。安全・安心といっ

た価格以外の要因を求めている実需者が仕入れたいと思う農産物生産を行い、お

互いが納得できる取引関係を話し合いによって見つけ出そうとし、そのような協

調的な関係を構築する手立てを示す必要がある。  

有機農産物等の市場外流通においては、 1970 年代に産消提携運動が成立して

以降、脱商品化や生産と消費の在り方を見つめなおすという当初の理念に基づい

て提携関係が続いているものもあれば、有機農産物等専門流通業者等による有機

農産物の大衆化が進展している側面もある。 今一度、生産者と消費者との関係の
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在り方を再考すべきである。  

以上をまとめると、今日の農産物流通においては、規制緩和に伴う競争が起き、

低価格競争によるしわ寄せが生産者に向かっている。この状況を改善するには、

価格以外の要因で農産物を差別化する必要があり、消費者や実需者がどのような

ものを求めているのかを関係を構築する中で理解し、農産物生産に反映する必要

がある。また、このような価格以外の要 素に価値を見出すような取引先を 探し出

し 、 継 続 的 に 取 引 す る こ と が 生 産 者 の 経 営 の 安 定 化 に も 寄 与 す る 。 さ ら に 、

1970 年代から生産者と消費者が直接的に関係を構築してきた産消提携運動にお

いても組合員活動を継続するのが困難になりつつあるといった課題が見られてお

り、生産者と消費者の関係の在り方を再考する局面にある。  

これらの課題に対して、価値共創 の分析視点から次のことを明らかにする 。一

つ目に、生産者と消費者がどのように価値共創しているのかを価値共創の４つの

要素から評価する。また、消費者が感じている文脈価値を明らかにする。 これを

第 2 章で行う。二つ目に、消費者が感じている文脈価値がどのように形成される

のか、その形成過程を明らかにする。また、その形成過程に生産者がどのように

関わっているのかも明らかにする。これを第 3 章で行う。三つ目に、生産者と実

需者との価値共創を価値共創の 4 つの要素から評価する。また、価値共創する生

産者組織の特徴を生産者組織の社会ネットワーク分析から明らかにする。 これを

第 4 章で行う。四つ目に、本稿で明らかとなった価値共創と文脈価値が今後の農

産物流通においてどのように位置付けられるのかを検討する。 これを第 5 章で行

う。  
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第２章  産消提携運動における価値共創の実態  

 

第１節  はじめに  

 

 第 2 章では、生活クラブと庄内みどり農協との産消提携運動を事例として、生

産者と消費者との価値共創を 「対話」「利用」「リスク評価」「透明性」 の 4 つの

要素で評価し、産消提携運動においてどのような価値共創が起きているのかを明

らかにする。また、生活クラブ組合員への調査から文脈価値を明らかにする。 第

2 節では、研究対象となる生活クラブと庄内みどり農協それぞれの 概要を示す。

第 3 節では、生活クラブと庄内みどり農協の双方への聞き取り調査 から、価値共

創の 4 つの要素で生産者と消費者の関係を評価する。 第 4 節では、生活クラブ組

合員への聞き取り調査から生協組合員の文脈価値を明らかにする。第 5 節は第 2

章の小括を行う。  

 

第２節  生活クラブ生協と庄内みどり農協の 概要  

 

本章で取り上げる生活クラブ生協と庄内みどり農協は 1971 年から提携関係が

始まっており、産消提携運動の中でも初期の頃に成立している。提携開始当時は、

食糧管理法下で 1971 年に自主流通米制度が成立した時であり、提携関係を成立

させるために模索していた時期でもあった。また、生産者は全国的な 米余りの状

況を危惧して販売先を探していた時であり、消費者側である生活クラブは安全・

安 心 な米 を 探 し て いた 時 で もあ っ た 。 こ の提 携 関 係で は 、「 共同 開 発 米 」と い う

独自の消費材が生産されており、適期作業やリスク分散のための複数品種の導入

と慣行の半分となる農薬使用量、年間 10 万俵の消費数量といったことが生産者

と消費者との議論によって決定され生産が行われている。 次に、それぞれの概要

について整理する。  

第 1 項  生活クラブ生協の概要  

生活クラブは、1965 年から牛乳の集団飲用運動を契機として活動を開始し、

1967 年の東京発起大 会を経て結成された。生活クラブと提携産地とで、品種・

農薬の使用・価格などを協議した独自の「消費材」が多数存在する。 1971 年当

時、活動が広がる中で、食生活の中心となる「米」を取り扱いたいという意見が

生 活 クラ ブ 組 合 員 の中 か ら 多数 集 ま り 、 米の 提 携 産地 を 模 索 し てい た。「 安 全で

身元の分かるものを食べたい」という思いを実現するために、当時の遊佐町農協

との提携 に至っ た。 年 間、10 万俵 の米消 費 を生産者 との約 束とし て掲げて いる。

1974 年には第一回目の「庄内交流会」が開催され、生活ク ラブ組合員が遊佐町

に訪れ、生産者との交流が行われた。2022 年現在、生活クラブは 21 都道府県
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にある。組合員数は、2020 年度には 410 ,551 人となっている。生活クラブでは、

班配送、個別配送、デポーの 3 つの業態がある。班配送は 4 人程度のグループを

作り、グループでまとめて購入する方法であり、設立当初からある形式である。

生活クラブ東京では 1984 年から個別配送を一部の地域で開始し、 2002 年には

班配送と個別配送の組合員比率は逆転した。デポーとは、店舗形態の販売方法で

あり、組合員が店舗に出向き購入することができる。配送は、地域ごとに決めら

れた曜日に週 1 回配送であるため、デポーは曜日に縛られず、必要になったとき

にその都度購入できるという利点がある。 2020 年度の業態別供給高は、班配送

は 191 億 1 千万円、個別配送は 771 億 9 千万円、デポーは 103 億 6 千万円とな

っており、個別配送の割合が全体の約 7 割以上となっている。  

生 活 ク ラブ で は 、「 遺 伝 子 組 み換 え 作 物 ・ 食 品 は 取 り扱 わ な い こ と を 基 本 とす

る」という理念を掲げており 、消費材の原料においても遺伝子組み換えをしてい

ないものを極力使用している。 1996 年に遺伝子組 み換え作物が日本国内に輸入

されたという報道をきっかけに、 生活クラブ内では学習会を通して勉強を重ね、

安全・安心が確保できないという結論に至った。そのため、 1999 年には消費材

の内、300 品目の原料を非遺伝子組み換えのものに変更し、2000 年には主要畜

産品のエサの切り替えも行っている。資料１は消費材のスイートコーン缶である。

下部には「GM 対策情報」として「原材料のとうもろこしは国産」と書かれてい

る 。 他の 消 費 材 で は、「 粉 末醤 油 の 大 豆 とオ ニ オ ンエ キ ス 粉 末 で使 用 し てい る と

うもろこしは遺伝子組換えでないものを分別。仕込み重量割合で 1%未満のチキ

ン調味粉末で使用している大豆、 なたね、とうもろこしが課題」といった記載も

あり、対策が不十分な点は課題として明記している。  

生活クラブでは、各地域の組合員が自主的に活動を行う場合も多く、環境保全

の取り組み の一環と し て「３ R(リ ユース、 リ デュース、 リサイク ル )」を先駆け

て行っていた地域もある。1973 年、オイルショックが起きた際に東京都保谷市

(現在の西東京市 )の生活クラブ組合員は、印刷用の紙を確保するための古紙回収

運動を開始した。その後、古紙だけでなくビンやカンなどのリサイクル全般を扱

う よ う に な っ た 。 空 き 缶 、 空 き 瓶 の 回 収 と 資 源 化 は ご み の 減 量 に な り 、 年 間

7,800 万円の節税が見込めると試算を出し、保谷市役所へと請願したものの、受

け入れられなかった。 1983 年には初の代理人を市議会に送るも行政は動かなか

った。代理人が 3 人になって いた 1987 年にようやく保谷市がごみの分別回収を

始め、92 年には「保谷市リサイクル条例」が制定された。全国的には 1991 年

の「資源有効利用促進法」で３ R の再生利用の推進が定められ、環境政策の根幹

である「環境基本法」は 1993 年の制定である。法律が制定される 20 年も前か

ら地域独自の取り組みとして活動し、市議会に働きかけ、代理人を立てつつ、着

実に運動を進めていったといえよう。  
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資 料 １  消 費 材 の ス イ ー ト コ ー ン 缶  

 

第 2 項  庄内みどり農協の概要  

 庄 内 み ど り 農 協 9 は 山 形 県 庄 内 地 方 の 北 部 に 位 置 し 、 酒 田 市 の 一 部 と 遊 佐 町 の

１市１町を管内とする。生活クラブと提携関係を結んだ 1971 年前後、米の消費

量は減少し、供給過多になりつつあった。当時は食糧管理法 (1942 年施行)によ

って、米の自由な流通は認められず、政府が管理していた。その後、戦後の食糧

増産体制が整う中で米が余るようになってきた。 当時の遊佐町農協の生産者は 米

余りに対して危機感を持ち、米の販売先を独自に探 していた。1968 年、生産者

は米や野菜を販売しに東京へと向かった。その中で出会ったのが、現在の生活ク

ラブである。この出 会いをきっかけとして、 1971 年に生活クラブと遊佐町農協

との提携関係がササニシキ 3 ,000 俵から始まり、 50 年以上の提携関係が続いて

いる。  

提携関係の始まりはササニシキを生産していたが、 天候不順になった際のリス

クの高さが懸念され、米の消費材を新たに作ることになった 。1984 年から「ポ

スト・ササニシキ」事業が開始し、ササニシキに代わる新たな品種の導入が検討

された。検討の際には、適期作業を行うために複数の品種を導入することが念頭

に置かれていた。1988 年から「共同開発米」の最終調整がされ、1989 年に「ゆ

ざ 88」と「鳥海コガネ」の 2 品種をブレンドして生活クラブに供給した。 しか

し、安定供給し続けられ、生活クラブ組合員が食べ続けることを考えた時に、収

量性と食味に課題が残っていたため、引き続き品種の模索が行われた。 1992 年

に「共同開発米部会」が設立し、1993 年からは「ひとめ ぼれ」と「どまんなか」

 

9  1 9 9 4 年 に 遊 佐 町 農 協 を 含 む 8 農 協 が 合 併 し 、 庄 内 み ど り 農 協 と な っ た 。  



45 

 

のブレンド米として 供給され、収量性と食味の課題が解決された。 2008 年から

は、共同開発米の全量が減農薬栽培で生産されている。 2019 年に「どまんなか」

の種苗が確保困難となったことを受けて、次なる品種が模索されている。現在、

生活クラブでは年間 15 万俵前後の米が流通しているが、その内約 6 割に当たる

10 万 俵を庄 内み どり 農協が供 給し ている 。 近年は、 共同 開発米 部 会員が高 齢化

し、共同開発米の生産を維持できるかどうかが課題になっており、共同開発米を

生産し続けるために、 2018 年に 5 つの農業法人が設立 され、遊佐町の水田面積

の約 38% を集 積 して いる 。 農地 を集 約 化す るこ と で。 作業 の 効率 化が 図 られ 、

労力やコスト低減が期待できる。  

 図 2-2-１と図 2-2-2 は、共同開発米の生産者数と遊佐町の米生産に占める共

同開発米生産量の推移である。共同開発米は 1988 年から作付けされており、初

年度は 34 人、24ha から始まった。1988 年は遊佐町で 217,941 俵生産されて

いたのに対し、共同開発米は 2,273 俵であり、遊佐町の米生産量の 1%でしかな

かった。生産者数は、 2003 年の 500 人が最も多く 2018 年に向かってやや減 少

傾向で推移している。作付面積は、2010 年の 1,256ha が最も多く、人数の減少

に伴い減少しているものの、横ばい傾向である。 遊佐町全体の米生産量は 1988

年から 2018 年にかけて長期的に減少しており、全国的な傾向とほぼ同様の推移

をしている。その中で、共同開発米の生産量は 増えており、2008 年以降は遊佐

町の米生産量の 60%以上が共同開発米となっている。2004 年は台風による塩害

が発生し、遊佐町全体では 2003 年の約 15 万 5 千俵から約 11 万 1 千俵へと米

生産量が減少した。同期間に、共同開発米は約 8 万 2 千俵から約 6 万 3 千俵へ

と減少した。この減収に対して、後述する「共同開発米基金」が拠出され、自然

災害に対する補償がされた。  

 以上のことをまとめると、 1970 年前後に生活クラブと遊佐町農協は出会い、

1971 年か ら提携関 係 が始まっ た。その 後、 1980 年代 前半から 消 費材の開 発が

行われ、1980 年代後半から 1993 年の品種の決定までが、多くの取り組みが決

まった重要な時期といえるだろう。2003 年には、当初の目標だった「年間 10 万

俵」を達成することが出来たため、活動がある程度安定化してきたといえよう。

1993 年までは、本事例における取り組みの多くが決まった時期であり、生活ク

ラブ組合員と生産者による価値共 創が行われた可能性が高い。一方で、 1993 年

以降においても、技術の進歩やその時々の生活クラブ組合員の需要に合わせて取

り組みを変化させてきており、価値共創は長期的に継続している可能性もある。  
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図 2 - 2 - 1  共 同 開 発 米 の 生 産 者 数 と 面 積 の 推 移  

注 ： 庄 内 み ど り 農 協 提 供 資 料 よ り 筆 者 作 成 。  

 

 

図 2 - 2 - 2  遊 佐 町 の 米 生 産 量 に 占 め る 共 同 開 発 米 生 産 量 の 推 移  

注 ： 庄 内 み ど り 農 協 提 供 資 料 よ り 筆 者 作 成 。  
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第３節  価値共創に必要な４つの要素による産消提携運動の評価  

第 1 項  生産者へのアンケート調査の概要  

 共同開発米の生産者へアンケート調査を実施した。調査の実施は、 2017 年、

2018 年、2019 年の 3 年間に渡って計 3 回行っており、毎年異なる生産者を対

象に調査をしたため、重複して回答している人はいない。同一の質問項目への回

答は最大 3 年分の蓄積があり、改 変した質問項目は 1 年分ないし 2 年分となって

いる。本章では、複数年分の回答が得られているものを合算して表記し、注釈に

て回答年を記載することとする。 2017 年は配布数 70 に対して回収数 49、2018

年は配布数 67 に対して回収数 54、2019 年は配布数 77 に対して回収数 69 とな

っており、3 年間の合計は配布数 214 に対して回収数 172 であり回収率は 80%

で あ る 。 世 帯 の 中 で 中 心 的 に 農 業 に 従 事 し て い る 人 の 年 齢 を 質 問 し た と こ ろ 、

150 人から回答があり、平均年齢は 66 .2 歳であった(回答時点での平均年齢 )。

2020 年の農林業センサスでは、遊佐町の 個人経営体の基幹的農業従事者の平均

年齢は 65.5 歳であるため、ほぼ同程度である。  

図 2-3-1 は共 同開 発 米の生 産開 始年 であ る 。共同 開発 米の 生産 開 始年で ある

1988 年から生産している人は、 29 人(23%)であった。1992 年の「共同開発米

部会」設立の年に加入した生産者もやや多いといえる。図 2-2-1 では、2003 年

は共同開発米生産者が最も多かったことを指摘した。 1988 年から数えると 15 年

経 っ て お り 、 1988 年 に 60 代 だ っ た 人 は 後 継 者 へ 交 代 し て い る と 思 わ れ る 。

2003 年以降も共同開発米の 生産を開始する人がいるため、 生産者の 減少を緩や

かにしているものと推測できる。実際にアンケート 調査実施時には、息子へ交代

した人、新規就農で新しく始めた人も見かけた。  

図 2-3-2 は共同開発米を生産して良かった点を複数回答で挙げたものである。

最 も 多 か っ た 回 答 は 「 価 格 の 安 定 」 で あ り 、 98 人 (61%) が 回 答 し た 。 同 様 に

「販路の確保」は 66 人(41%) が挙げており、生活クラブとの提携関係による取

引価格の安定性や 10 万俵の消費数量や米の予約購入による販路確保を生産者が

良い点として評価して いるといえる。その次 の、「環 境保 全」 は 67 人(42%) で

あり、共同開発米が減農薬、減化学肥料で生産されることを評価していた。  

図 2-3-3 は共同開発米を生産していく上での問題点を複数回答で挙げたもので

ある。最も多かった回 答は「除草の労力」で あり、 89 人 (69%) が 回答した。減

農 薬 栽培 に よ る 雑 草の 繁 茂 とそ の 除 草 が 課題 と い える 。 関 連 し て、「 農 薬の 要 求

が厳しい」は 54 人(42%)、「収量の不安定性」は 47 人(36%)が挙げており、減

農 薬 、減 化 学 肥 料 によ る 生 産者 へ の 負 担 が大 き い と思 わ れ る 。「 価 格 が 安い 」 は

27 人 (21%) の人が挙 げており、調査時に も 「減農薬だと雑草が多 くなる。その

雑草をとる手間を考慮した価格になってほしい」といった意見も挙がって いた。  
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図 2 - 3 - 1  共 同 開 発 米 の 生 産 開 始 年  

注 ： ( 2 0 1 7 年 ～ 2 0 1 9 年 の ア ン ケ ー ト 調 査 よ り 作 成 し 、 合 計 で 1 2 7 人 か ら 回 答 が あ っ た 。  

 

 
図 2 - 3 - 2  共 同 開 発 米 を 生 産 し て 良 か っ た 点  

注 ： 複 数 回 答 、 2 0 1 7 年 ～ 2 0 1 9 年 の ア ン ケ ー ト 調 査 よ り 作 成 し 、 合 計 で 1 6 1 人 か ら 回 答 が

あ っ た 。 そ の 他 の 回 答 と し て は 「 良 か っ た と 思 う こ と は な い 」「 仲 間 と 情 報 交 換 出 来 た 」「 米

作 り を 通 じ て 、 地 域 お こ し が 出 来 た 」 と い っ た 回 答 が あ っ た 。  
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図 2 - 3 - 3  共 同 開 発 米 を 生 産 し て い く う え で の 問 題 点  

注 :  複 数 回 答 、 2 0 1 7 年 ～ 2 0 1 9 年 の ア ン ケ ー ト 調 査 よ り 作 成 し 、 合 計 で 1 2 9 人 か ら 回 答 が あ

っ た 。 そ の 他 の 回 答 と し て は 「 特 に な し 」「 減 肥 料 で 収 量 が 低 い 」「 コ ス ト 高 の 割 に 価 格 に 反

映 さ れ て い な い 」「 草 刈 り の 労 働 不 足 」 と い っ た 回 答 が あ っ た 。  

 

第 2 項  価値共創の 4 つの要素の評価  

Praha lad  and  Ramasw amy (2004)は価値共創を可能にする生産者と消費者の関

係には、「対話」「利用」「リスク評価」「透明性」 の 4 つの要素が必要だと指摘す

る。この 4 つの要素から、本事例の生産者と消費者の関係を評価する。 調査は上

記 の 生 産 者 へ の ア ン ケ ー ト 調 査 の 他 に 、 生 活 ク ラ ブ 連 合 会 へ の 聞 き 取 り 調 査

(2017 年 8 月)、庄内みどり農協遊佐営農課への聞き取り調査 (2017 年 7 月、

2018 年 10 月)、生活クラブ組合員への聞き取り調査 (2019 年 7 月)を実施した。  

1)  「対話」による評価  

Praha lad  and  R amasw amy(2004) は、「 当 事 者同 士 が 深く か かわ り 合い な が ら、

行 動 へ向 け て 意 見 を交 わ す こと 」 を 「 対 話」 と し てい る 。 ま た、「 対 話 」の 特 徴

と し て 、 ① 「 消 費 者 と 企 業 の 両 方 に 利 害 の あ る テ ー マ に 焦 点 」 が 当 て ら れ 、 ②

「対話」をする場として「フォーラムを必要」とすることを挙げている。  

 交流会は「対話」の代表的な一例である。産地での交流会は 201 9 年時点で通

算 46 回目の開催となった 1 0 。また生活クラブ組合員の居住地で開催される 消費

地交流会は、2017 年度は 40 会場以上開催された。その他、年に 10 回以上開催

 

1 0  庄 内 交 流 会 と 称 し て 1 9 7 4 年 に 産 地 交 流 会 が 開 催 さ れ て か ら 、 2 0 1 9 年 度 で 第 4 6 回 目 で

あ る 。 2 0 2 0 年 以 降 は 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス に よ り 、 人 の 移 動 が 制 限 さ れ て い る た め 、 現 地 と

ビ デ オ 通 話 を つ な げ る オ ン ラ イ ン で の 開 催 と な っ て い る 。  
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される「まるごと遊佐フェア」などで交流する機会がある。米を生産している農

家はどんな人なのか、反対にどんな消費者が米を食べているのか、お互いのこと

を知ることができるのが交流会である。  

交 流 会 以外 に も さ ま ざ ま な 形 で 「 対 話 」 の 場 は 設 け られ て い る 。「 ビ ジ ョ ンフ

ー ド産 地 推 進 会議 」 で は、「 利 用」「 リ ス ク評 価」「 透 明 性」 が 生 産 者 と消 費 者の

両方に利害のあるテーマとして必要に応じて協議される。ビジョンフー ド産地推

進会議は、生産者の代表と生活クラブ組合員の代表、庄内みどり農協や生活クラ

ブの職員が参加する。年に 2 回開催され、6 月に遊佐町、1 月～2 月に東京で開

催される。2018 年度の会議では、庄内みどり農協は、共同開発米と飼料用米、

生活クラブが他の消費材の加工原料として使用する大豆や酒米などの生育状況を

報告し、生活クラブは、米の予約注文状況、 利用促進キャンペーンの進捗状況を

報告している。続いて、全体の協議事項として持続可能な生産基盤の確立に向け

た進捗状況と課題、環境保全型農業の到達点と課題などが話し合われた。  

P raha lad  and  R amasw amy(2004) は 4 つの要素の中でも、「対話」 が重要だと

指摘する。その「対話」に関連する質問として、交流会への参加回数、交流会に

参 加 した 感 想 等 の 項目 を 設 定し 、 こ れ ら の項 目 を 「と て も あ て はま る」「 あ ては

まる」「どちらでもない」「あてはまらない」「全くあてはまらない」の 5 段階で

評価した(2018 年、2017 年は「どちらでもない」を除く 4 段階評価である )。

交流会への参加を質問したところ、3 年間の合計で参加ありが 81 人、参加した

ことないが 86 人であった (無記入 5 人)。参加したことのある 81 人の内、1 回

のみ参加は 23 人、2 回以上参加は 51 人であった (無記入 7 人)。交流会参加者

の平均参加回数は 6 .7 回であった。1 回のみ参加した人もいれば、数十回参加し

た人もおり、個人差が大きい。  

交流会参加者による交流会の評価を表 2-3-4、表 2-3-5 にまとめた。各質問へ

の「とてもあてはまる」「あてはまる」と回答した人の割合を見てみると、「交流

会に参加して楽しかった」に対して 2019 年で 6 割、2018 年、2017 年合算で 8

割以上、「交流会に参加して苦労した (大変だった )」に対して 2019 年で 2 割、

2018 年、2017 年合算で 5 割以上であり、交流会に対して楽しかったと好意的

に 捉 え る 生 産 者 が 多 い も の の 、 大 変 だ っ た と 感 じ る 生 産 者 も そ れ な り に い る 。

「生活クラブ組合員と話せたと思う」はそれぞれ 6 割と 8 割、「遊佐の魅力を伝

えられたと思う」は 6 割の人が回答している。遊佐の魅力を伝え、農業への理解

を深めてもらえたと思い、「対話」の充実を感じている生産者が多い。  
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表 2 - 3 - 4  交 流 会 参 加 者 に よ る 交 流 会 の 評 価  

 

注 ： 2 0 1 9 年 の ア ン ケ ー ト 調 査 よ り 作 成 。 n = 2 8 。  

 

表 2 - 3 - 5  交 流 会 参 加 者 に よ る 交 流 会 の 評 価  

 

注 ： 2 0 1 8 年 , 2 0 1 7 年 の ア ン ケ ー ト 調 査 よ り 作 成 。 n = 4 6 。  

 

2)  「利用」による評価  

Praha lad  and  R amasw amy(2004) は 、商 品 所 有す る こ とな く、「 好 まし い 経 験」

をすることが「利用」 であるとしている。今までは、消費者に商品を販売し、商

品の所有権を移転することが企業の目的であった。しかし、消費者の関心は所有

することなく、好ましい経験ができるかどうかに移り変わりつつある。企業は消

費者が好ましい経験をできているのかどうかを意識する必要性が高まっている。

本章では、生活クラブ組合員にとっての「好ましい経験」を理念の実現として捉

える。  

 生活クラブでは、「食料自給率の向上」や「環境保全」「遊佐を丸ごと食べる」

と い う理 念 を 掲 げ てい る。「 遊 佐 を 丸 ごと 食 べ る 」と は 、 遊 佐 町の 農 地 を積 極 的

に活用し、生産者を支えたいという意味が込められている。 2016 年実績で、遊

佐町の総水田面積 3,104ha の内、 1 ,910ha(62%) で生活クラブ向 けの作物が生

産された。主食用米の消費数量目標として「年間 10 万俵」を設定しており、遊

佐町の中山間地域に適した品種である「どまんなか」を生産することで、遊佐町

の広範囲で作付 けが可能となっていた。2019 年に「どまんなか」 の種苗確保が

どちら

でもない

あて

はまらない

交流会に参加して楽しかった(n=28) 5 (18%) 12 (43%) 9 (32%) 2 (7%) 0 (0%)

交流会に参加して苦労した(n=27) 0 (0%) 6 (22%) 11 (41%) 7 (26%) 3 (11%)

生活クラブ組合員と話せたと思う(n=27) 3 (11%) 13 (48%) 7 (26%) 4 (15%) 0 (0%)

遊佐の魅力を伝えられたと思う(n=27) 5 (19%) 12 (44%) 8 (30%) 1 (4%) 1 (4%)

農業の大変さを理解してもらえたと思う(n=27) 4 (15%) 11 (41%) 10 (37%) 1 (4%) 1 (4%)

交流会にまた参加したいと思う(n=26) 3 (12%) 3 (12%) 12 (46%) 3 (12%) 5 (19%)

とてもあて

はまる
あてはまる

全くあて

はまらない

あて

はまらない

交流会に参加して楽しかった(n=44) 7 (16%) 31 (70%) 6 (14%) 0 (0%)

交流会に参加して大変だった(n=45) 3 (7%) 22 (50%) 14 (32%) 6 (14%)

遊佐の魅力を伝えられたと思う(n=44) 8 (18%) 21 (48%) 14 (32%) 1 (2%)

生活クラブ組合員と話せたと思う(n=45) 7 (16%) 30 (68%) 8 (18%) 0 (0%)

農業の大変さを理解してもらえたと思う(n=45) 6 (14%) 29 (66%) 10 (23%) 0 (0%)

交流会にまた参加したいと思う(n=43) 3 (7%) 19 (43%) 17 (39%) 4 (9%)

とてもあて

はまる
あてはまる

全くあて

はまらない
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困難になって以降、新品種を導入するための試験栽培が行われている。稲刈りを

効率よく行うためには倒伏耐性が高く、短稈品種の方がいい。また、収量性や早

晩性も考慮されている。さらに、実際に試験栽培したものを生活クラブ組合員に

も試食してもらい、食味の評価もしている。 新品種決定に向け、栽培に関する諸

条件と消費者からの評価の両方を含めて議論が行われている。  

 「遊佐を丸ごと食べる」という理念の実現には、飼料用米も関係している。提

携 関 係 の 中 で 、 食 料 自 給 率 の 向 上 に 貢 献 す る こ と を 1 つ の 目 標 と し て お り 、

2003 年には当初の目標だった年間 10 万俵を達成し、主食用として米を消費す

るのには限界が見えてきた。 このような背景を踏まえ、循環型農業や耕畜連携に

おける国内自給のモデル作りを意図し、 2004 年から飼料用米プロジェクトが開

始され、現在も継続して飼料用米は生産されている。遊佐町内における 2017 年

度の共同開発米の作付面積は 1 ,167ha であり、飼料用米の作付面積は 437ha で

あるため、主食用米以外での水田の活用も図られている。生産された飼料用米は、

生 活 クラ ブ と 提 携 して い る 平田 牧 場 の 豚 に給 餌 さ れ、「 こ め 育ち 豚 」 と して 、 生

活クラブ組合員に提供される。米農家、養豚農家、生活クラブ組合員が連携する

ことで、食料自給率の向上や水田環境の保全、遊佐を丸ごと食べるという生活ク

ラブ組合員の理念の実現に大きく貢献し、好ましい経験となっているといえよう。  

 生活 ク ラ ブ で は、「 夢 都里 路 ( ゆ と り ろ ) く ら ぶ」 と い う 農 作業 の 手 伝い や 農 業

研修を実施している。この取り組みでは、除草の手伝いや収穫体験を通して、生

産者を支援する「援農」と生活クラブ組合員が農業への理解を深めるという目的

がある。生活クラブ組合員は東京近辺の都市部に居住している人が多く、水田を

見る機会が少ない。そのような生活クラブ組合員が水田に入り、除草作業をする

ことで農業や自然と触れ合うことが好ましい経験につながっていると考えられる。  

 Praha lad  and  R amasw amy(2004) の 指 摘か ら、 近 年 の消 費 者の 関 心は 、「利 用」

を通した好ましい経験にあるとともに、生産者は消費者を意識する必要性が高ま

っ て いる 。 そ こ で、「 利 用 」に 関 連 す る 質問 と し て、 生 産 者 が 生活 ク ラ ブ組 合 員

をどのように意識しているのかを調査した結果が表 2-3-6 から表 2 -3-8 である  。

2019 年は、「組合員の意見を反映した米作りを する」「組合員の健康を守るため

に 減 農薬 ・ 無 農 薬 栽培 を す る」「 生 物 多様 性 を 守 るた め に 減 農 薬・ 無 農 薬栽 培 を

する」「食料自給率向上のために組合員と約束した量の米は必ず生産」の 4 項目

において「あてはまる」が最も多い回答であった。 2018 年は、「組合員の意見を

反映した米作りをする」「組合員の健康を守るために減農薬栽培をする」「食料自

給 率 向上 の た め に 組合 員 と 約束 し た 量 の 米は 必 ず 生産 」 に 加 え、「 組 合 員に 農 業

体験を提供する」も「あてはまる」が最も多い回答となっている。 2017 年は、

「 組 合員 の 意 見 を 反映 し た 米作 り を す る」「 生 活 クラ ブ 組 合 員 の健 康 を 守っ て い

る と 思う 」「 食 料自 給 率 の 向上 に 貢 献 し てい る と 思う 」 で 「 あ ては ま る 」が 最 も
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多 い 回答 と な っ て いる 。 生 活ク ラ ブ 組 合 員の 意 見 を反 映 す る こ とは 、「 食 料 自給

率の向上」「環境保全」「遊佐をまるごと食べる」を実現するために不可欠である

ため、生産者が好ましい経験を意識していることが伺える。また、より直接的な

質問である「生物多様性を守る」や「食料自給率の向上」に対しても意識してい

ることが分かる。一方で、「組合員に農業体験を提供する」に関して、 2019 年は

「どちらでもない」が最も多く、 2018 年は「あてはまる」が最も多い回答とな

っている。生活クラブ組合員が農業と触れ合うことは好ましい経験になると思わ

れるが、生産者はあまり意識していなかった。その 原因としては、援農を受け入

れる準備が生産者にとって負担であり、積極的に受け入れるのが難しいといった

ことが推測できる。生産者の高齢化が進む中で、生産者が取り組みたいと思える

援農の形を構築する必要があろう。  

 

表 2 - 3 - 6  生 産 者 の 生 活 ク ラ ブ 組 合 員 に 対 す る 意 識  

 

注 ： 2 0 1 9 年 の ア ン ケ ー ト 調 査 よ り 作 成 。 n = 6 6 。  

 

表 2 - 3 - 7  生 産 者 の 生 活 ク ラ ブ 組 合 員 に 対 す る 意 識  

 

注 ： 2 0 1 8 年 の ア ン ケ ー ト 調 査 よ り 作 成 。 n = 4 4 。  

 

表 2 - 3 - 8  生 産 者 の 生 活 ク ラ ブ 組 合 員 に 対 す る 意 識  

 
注 ： 2 0 1 7 年 の ア ン ケ ー ト 調 査 よ り 作 成 。 n = 4 3 。  

どちら

でもない

あて

はまらない

組合員の意見を反映した米作りをする(n=65) 3 (5%) 37 (57%) 23 (35%) 2 (3%) 0 (0%)

組合員の健康を守るために減農薬・無農薬栽培をする(n=65) 4 (6%) 36 (55%) 20 (31%) 4 (6%) 1 (2%)

生物多様性を守るために減農薬・無農薬栽培をする(n=63) 3 (5%) 33 (52%) 21 (33%) 5 (8%) 1 (2%)

食料自給率向上のために組合員と約束した量の米は必ず生産(n=64) 3 (5%) 33 (52%) 19 (30%) 8 (13%) 1 (2%)

組合員に農業体験を提供する(n=65) 0 (0%) 15 (23%) 33 (51%) 15 (23%) 2 (3%)

とてもあて

はまる
あてはまる

全くあて

はまらない

あて

はまらない

組合員の意見を反映した米作りをする(n=43) 8 (19%) 26 (60%) 9 (21%) 0 (0%)

組合員の健康を守るために減農薬・無農薬栽培をする(n=38) 4 (11%) 31 (82%) 3 (8%) 0 (0%)

食料自給率向上のために組合員と約束した量の米は必ず生産(n=37) 2 (5%) 30 (81%) 4 (11%) 1 (3%)

組合員に農業体験を提供する(n=37) 4 (11%) 25 (68%) 8 (22%) 0 (0%)

とてもあて

はまる
あてはまる

全くあて

はまらない

あて

はまらない

組合員の意見を反映した米作りをする(n=38) 4 (11%) 30 (79%) 4 (11%) 0 (0%)

組合員の健康を守っていると思う(n=43) 2 (5%) 23 (53%) 18 (42%) 0 (0%)

食料自給率向上の向上に貢献していると思う(n=42) 3 (7%) 27 (64%) 12 (29%) 0 (0%)

全くあて

はまらない

とてもあて

はまる
あてはまる
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3)  「リスク評価」による評価  

「リスク評価」とは、生産者が消費者に利点だけでなく損害が及ぶ可能性も伝

え て いる か ど う か であ る。「 ど の よ う なリ ス ク が ある か 、 リ ス クと 引 き 換え に ど

う い っ た 利 益 が 得 ら れ る か 」 を 消 費 者 に 伝 え る 必 要 が あ る と Praha lad  and  

Ramasw amy(2004) は指摘する。  

生活クラブでは、農業や農薬などの専門的な知識を補うために「学習会」とい

った学習の場を設けている。学習会は、生活クラブ組合員の各居住地近辺で「農

薬」や「遺伝子組換」などのテーマを決めて開催されている。それ以外にも、交

流会に参加した生活クラブ組合員が、所属する単協 の組合員に対して自分の学ん

だことを共有する形で も学習会が行われる。また、消費材が生産者とどのような

協議を経て生産されているのか、生産者がどのような苦労をしているのかを学習

会で共有し、生産者や農業への理解を深める意図がある。学習会で知識を身に付

けることで、自信をもって生産者へ意見を述べられるようになる。  

学習会で専門的な知識を学び、農薬の使用によるリスクと得られる利益を提示

した上で協議された結果、共同開発米は減農薬栽培で生産されている。生活クラ

ブ組合員の安全性を追求した場合、農薬を一切使用しない方が良いとも考 えられ

るだろう。しかし、農薬を一切使用しない場合、除草などの負担が生産者へかか

り、今度は生産の不安定性というリスクが生じる。農薬の使用・不使用によるリ

スクと得られる利益を比較した結果、慣行栽培の半分の農薬使用量にすることに

なった。リスクと得られる利益を実感するために、産地交流会では、生活クラブ

組合員が、生産者の水田の除草をすることがある。農薬を使用するリスクと得ら

れる利益を、実体験をもとにして天秤にかけられる状況にある。これらの農薬の

使用基準などは「自主基準書」 1 1 にまとめられており、リスクに関する情報 を 生

活クラブ組合員に伝える時に用いられている。  

共同開発米の生産には有機肥料が使用されており、現在は遊佐町にある堆肥セ

ンターで作られた有機肥料が使用されている。 この有機肥料には 2008 年前後の

国 際 的 な 穀 物 価 格 高 騰 を 受 け 、 肥 料 の 原 材 料 を 自 給 し よ う と し た 背 景 が あ る 。

2010 年か ら自給有 機 肥料の開 発が行わ れ、 2013 年か ら安定的 に 供給 され てい

る。有機肥料の原材料は、遊佐町で生産された飼料作物や副産物である大豆、 豚

糞尿、米 ぬか 等が原 材 料の 約 70％ を占 めて いる。ま た、 生活ク ラ ブの消費 材を

生産する 過程 で出る 副 産物の骨 粉、 菜種か す 、鶏糞な ど が 10 ％を 占めてお り、

 

1 1  自 主 基 準 書 と は 2 0 1 9 年 度 版 で 2 1 2 ペ ー ジ に 及 ぶ 冊 子 と な っ て お り 、 生 産 者 自 身 が 各 品

目 の 栽 培 方 法 の 基 準 に つ い て ど こ に 当 て は ま る の か を 自 己 申 告 す る リ ス ト や そ の 基 準 の 「 監

査 」 の 手 引 き が 記 載 さ れ て い る 。  
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それ以外の原材料も国産の原 材料を使用している。この有機肥料が共同開発米や

飼料用米に使われ、その米ぬかは肥料へと仕向けられる。また、飼料用米を給餌

した豚の糞尿や骨粉も肥料に仕向けられ、循環型農業を実践している。  

その他にも「共同開発米基金」が挙げられる。この基金は、 1993 年の冷害を

受けて、災害時に備えて、生産者と生活クラブ組合員の双方で積み立てをしよう

という提案が生活クラブからされた。基金は玄米価格の 0 .5%を生産者 と生活ク

ラブ組合員の双方で合わせて 1%の積み立てを毎年するという方法である。農産

物を生産する上での天候などのリスクを生活クラブ組合員と共有した結果、生活

クラブ組合員がリスクに備えたいと思ったからこそ、基金の積み立てにつながっ

たと考えられる。これまでに 1995 年の高温障害、 2004 年の塩害、2018 年の高

温障害の時に基金から拠出して減収に対する支援をしている。  

表 2-3-9、表 2-3 -10 は生産者がリスクに対してどのように考えているのかを

質問した結果である。 2019 年、2018 年ともに「農薬の危険性を組合員と共有」

「 化 学肥 料 を 使 う こと に よ る環 境 問 題 を 組合 員 と 共有 」「 不 作へ の 備 え とし て 組

合 員 との 共 同 基 金 を積 み 立 てる 」「 組 合員 と 共 同 で作 っ た 自 主 基準 書 に 基づ い て

生産する」の 4 項目で「あてはまる」が最も多い回答であった。生産者は「消費

者に利点だけでなく損害が及ぶ可能性」を伝えていると評価できる。生産におけ

る リ ス ク が ま と め ら れ て い る 自 主 基 準 書 に 基 づ い た 生 産 を 行 う と 回 答 し た の は

「とてもあてはまる」「あてはまる」合わせて 2019 年は 50 人(78%)、2018 年

は 36 人(100%)であり、多くの生産者が意識している。  

 

表 2 - 3 - 9  生 産 者 の リ ス ク に 対 す る 意 識  

 

注 ： 2 0 1 9 年 の ア ン ケ ー ト 調 査 よ り 作 成 。 n = 6 6 。  

 

表 2 - 3 - 1 0  生 産 者 の リ ス ク に 対 す る 意 識

 

注 ： 2 0 1 8 年 の ア ン ケ ー ト 調 査 よ り 作 成 。 n = 3 8 。  

どちら

でもない

あて

はまらない
農薬の危険性を組合員と共有する(n=64) 5 (8%) 37 (58%) 18 (28%) 4 (6%) 0 (0%)

化学肥料を使うことによる環境問題を組合員と共有する(n=64) 4 (6%) 37 (58%) 19 (30%) 4 (6%) 0 (0%)

不作への備えとして組合員との共同基金を積み立てる(n=64) 5 (8%) 31 (48%) 26 (41%) 1 (2%) 1 (2%)

組合員と共同で作った自主基準書に基づいて生産する(n=64) 7 (11%) 43 (67%) 13 (20%) 1 (2%) 0 (0%)

とてもあて

はまる
あてはまる 全くあて

はまらない

あて

はまらない
農薬の危険性を組合員と共有する(n=38) 6 (16%) 28 (74%) 4 (11%) 0 (0%)

化学肥料を使うことによる環境問題を組合員と共有する(n=37) 6 (16%) 29 (78%) 2 (5%) 0 (0%)

不作への備えとして組合員との共同基金を積み立てる(n=37) 8 (22%) 24 (65%) 5 (14%) 0 (0%)

組合員と共同で作った自主基準書に基づいて生産する(n=36) 10 (28%) 26 (72%) 0 (0%) 0 (0%)

とてもあて

はまる
あてはまる

全くあて

はまらない
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4)  「透明性」による評価  

Praha lad  and  Ramasw amy(2004) は、情報の非対称性を解消することが 「透明

性 」 であ る と し て いる 。「 透 明 性 」 と は、 価 格 、 コス ト 、 利 益 率な ど の 情報 を 生

産者と消費者が共有することだといえる。  

この提携関係では、「生産原価保障方式」を 1992 年から採用している。庄内

みどり農協から「生産原価表」が生活クラブへと提出される。生産原価表は、共

同開発米を生産するのに必要な種子・肥料・薬剤などの物財費、圃場整備費、労

働費、販売流通経費などの費用の内訳が詳細に記されている。生産原価を提示す

ることで、利益率も提示することになるためコスト構造は明らかになる。他にも、

生活クラブから米の予約数量状況、生活クラブ組合員数の推移などの提示がさ れ

る。意思決定のために必要な情報をお互いが共有することで、適切な判断がしや

すくなる。  

生活クラブでは、自主基準書により栽培方法の明確化と生活クラブ組合員によ

る監査が行われる。監査とは、生活クラブ組合員が提携産地の農地や工場等の現

地に行き、自主基準書の基準が守られているのかを確認することである。このよ

う な 生 産 者 と 消 費 者 に よ る 安 全 基 準 の 認 証 制 度 を 「 二 者 認 証 」 と い う 。 山 本

(2005) は、生協コープかごしまの事例で二者認証の採用理由を説明した。「客観

的な第三者認証を導入」することで、構築したかった「消費者と生産者の 関係を

他 人に 丸 投 げ して し ま う 危険 性 」 が あり 、「 二 者認 証 を 採 り入 れ た 」 と指 摘 す る。

山 本 (2005) の 指 摘 を 踏 ま え る と 、 二 者 認 証 は 、 生 産 者 と 生 活 ク ラ ブ 組 合 員 が 直

接的に情報のやり取りをすることで、両者の間での、情報の非対称性の解消につ

ながっていると思われる。  

生 産 者 が 情 報 公 開 に 対 し て ど の よ う に 意 識 し て い る の か を 質 問 し た 結 果 を 表

2-3-11、表 2-3-12 に示した。2019 年、2018 年ともに「組合員が知りたい情

報 を 伝え る 」「 組合 員 に は 自分 た ち が 持 って い る 情報 を 全 て 伝 える 」 は 「あ て は

まる」が最も多い回答であり、生産者は生活クラブ組合員と情報を共有する意識

を持っているといえる。2019 年は、「どちらでもない」の回答も「あてはまる」

の次に多い回答である。あまり意識していない生産者も同じようにいることが伺

える。「SNS などのインターネットを活用して情報を発信する」は、 2019 年は

「どちらでもない」が最も多い回答であり、「あてはまらない」「全くあてはまら

ない」を合わせると 22 人(34%)である。2018 年は「あてはまらない」に 12 人

(34%) 回 答 し て い る 。 生 活 ク ラ ブ 組 合 員 へ 調 査 を し て い る 時 に 「 イ ン タ ー ネ ッ

トをもっと活用してほ しい」という意見を聞くことがある。若い生活クラブ組合

員 が 加入 す る に つ れて 、 SNS や イ ンタ ー ネ ッ ト の活 用 は 特 別 なこ と で はな く 、

当たり前のことになっていくだろう。この点は今後対応すべき課題といえる。  

 



57 

 

表 2 - 3 - 1 1  生 産 者 の 情 報 公 開 に 対 す る 意 識  

 
注 ： 2 0 1 9 年 の ア ン ケ ー ト 調 査 よ り 作 成 。 n = 6 6 。  

 

表 2 - 3 - 1 2  生 産 者 の 情 報 公 開 に 対 す る 意 識  

 

注 ： 2 0 1 8 年 の ア ン ケ ー ト 調 査 よ り 作 成 。 n = 3 7 。  

 

第４節  生協組合員の文脈価値   

 

 文脈価値とは、生産者と消費者が価値共創する中で、消費者が得られた知識や

技術、経験などを独自に判断し感じる価値である。本節では、生活クラブ組合員

へ の 聞 き 取 り 調 査 の 内 容 と 遊 佐 町 共 同 開 発 米 部 会 (2012) の イ ン タ ビ ュ ー 記 事 、

梅 田 (2012) の 生 活 ク ラ ブ 組 合 員 へ の ア ン ケ ー ト 調 査 か ら 文 脈 価 値 を 明 ら か に す

る。  

 生 活ク ラ ブ 組 合 員へ の 聞 き取 り 調 査 で は、「 生 産者 も 消 費 者 もお 互 い に意 見 し

た い 」こ と が あ り、「 日 々 の悩 み や 思 い を共 有 す る」 場 が 交 流 会で あ る とい う 。

また、交流会に参加し、意見を出すことで「自分で作ったものを食べる感 覚」に

なれるという。  

遊 佐 町 共 同 開 発 米 部 会 (2012) か ら 生 活 ク ラ ブ 組 合 員 へ の イ ン タ ビ ュ ー 記 事 を

見ると、飼料用米の学習会の時に生産者と話す中で、共同開発米に対して「頭で

の理解が実感としての理解」に変わったとしている。資料を読むなど知識として

理解していたことが、自分の実感に変わったのだろう。別の組合員へのインタビ

ュ ー 記事 で は 、「当 時 か ら 田植 え 、 草 取 り、 稲 刈 りを 毎 回 遊 佐 に通 い 、 支え た 組

合 員 」が い て 、「た く さ ん の人 の 思 い と 労力 と 汗 と涙 と 苦 労 」 があ る か ら、 生 産

者との関係を大切したいと思っていた。この生産者との関係を 「顔の見える関係」

と表現しており、生産者を知って食べている生活クラブ組合員と、生活クラブ組

合員を知って米を作っている生産者の関係を次世代へつなげていきたいという。  

どちら

でもない

あて

はまらない

組合員が知りたい情報を伝える(n=64) 5 (8%) 31 (48%) 26 (41%) 2 (3%) 0 (0%)

組合員には自分たちが持っている情報を全て伝える(n=63) 5 (8%) 28 (44%) 25 (40%) 5 (8%) 0 (0%)

SNSなどのインターネットを活用して情報を発信する(n=64) 0 (0%) 12 (19%) 30 (47%) 11 (17%) 11 (17%)

とてもあて

はまる
あてはまる

全くあて

はまらない

あて

はまらない

組合員が知りたい情報を伝える(n=37) 5 (14%) 31 (84%) 1 (3%) 0 (0%)

組合員には自分たちが持っている情報を全て伝える(n=37) 4 (11%) 29 (78%) 4 (11%) 0 (0%)

SNSなどのインターネットを活用して情報を発信する(n=35) 3 (9%) 20 (57%) 12 (34%) 0 (0%)

とてもあて

はまる
あてはまる

全くあて

はまらない
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生活クラブ組合員への 聞き取り調査とインタビュー記事 から、交流会で生産者

と 意 見を 出 し 合 う こと で、「 自 分 で 作 った も の を 食べ る 感 覚 」 にな る と いう 「 文

脈 価 値 」 を 感 じ て い た と い え る 。 ま た 、 田 植 え な ど の 援 農 を 通 し て 、 生 産 者 と

「顔の見える関係」を構築していることに「文脈価値」を感じていた。さらには、

その生産者との関係を「次世代へつなげたい」と「文脈価値」を次世 代へも伝え

たいという思いを把握することができた。  

梅 田 (2012) の ア ン ケ ー ト 調 査 1 2 を 用 い て 、 生 活 ク ラ ブ 組 合 員 が 生 活 ク ラ ブ へ

の加入前と加入後を比較して意識の違いが見られるのかを交流会・学習会への参

加・不参加で分けたのが表 2-4-1 である 1 3 。「交流会・学習会参加者」は 352 人、

「交流会・学習会不参 加」は 853 人で あっ た。交流会・学習会へ の参加者と不

参加とで違いが見られるか検定を行った結果、「規則正しく食事をとる」「環境負

荷の高いものは買わない」「食品廃棄を減らす努力」「化学肥料・農薬を押さえた

農産 物」「添 加物 の 表 示」「日 本の 農家 を 買 い支 える 」「 地元 の も のを 買う 」 の 7

項 目 で有 意 差 が 見 られ た 。 有意 差 の あ っ た質 問 に 着目 す る と 、「 環 境 負 荷の 高 い

ものは買わない」「食品廃棄を減らす努力」「化学肥料・農薬を押さえた農産物」

は、環境保全に関する項目だといえ、「日本の農家を買い支える」「地元の商品を

買う」は、生産者や地域を支える項目といえる。これらの項目を残差分析した結  

 

表 2 - 4 - 1  生 活 ク ラ ブ 組 合 員 の 生 活 ク ラ ブ 加 入 前 後 で の 意 識 の 変 化  

 

注 ： * は p <0 . 0 5 、 * * は p < 0 . 0 1 、 * * * は p < 0 . 0 0 1 で 有 意 で あ る こ と を 示 す 。 残 差 分 析 を 行

っ た 結 果 、 正 に 大 き い 場 合 は 網 掛 け 表 示 、 負 に 大 き い 場 合 は 下 線 で 表 示 し た 。 n = 1 , 2 0 5 。  

 

1 2  生 活 ク ラ ブ 組 合 員 に 対 し て の ア ン ケ ー ト 調 査 は 、 配 布 数 が 6 , 2 0 0 部 、 回 収 数 が 1 , 7 7 6 部 、

回 収 率 が 2 8 . 6 % と な っ て い る 。  

1 3  交 流 会 ・ 学 習 会 に 「 積 極 的 に 参 加 」「 た ま に 参 加 」 を 交 流 会 ・ 学 習 会 参 加 者 、「 参 加 で き

な い ・ し た く な い 」 を 交 流 会 ・ 学 習 会 不 参 加 と し 、 加 入 年 数 が 短 い た め に 十 分 な 交 流 が 出 来

て い な い 可 能 性 を 無 く す た め に 、 加 入 後 4 年 以 上 の 組 合 員 を 分 析 対 象 と し て 再 集 計 を 行 っ

た 。  

規則正しく食事をとる* 13 (4%) 117 (33%) 202 (57%) 20 (6%) 40 (5%) 213 (25%) 547 (64%) 53 (6%)

栄養バランス品目数に気を付ける 18 (5%) 136 (39%) 185 (53%) 13 (4%) 42 (5%) 266 (31%) 513 (60%) 32 (4%)

環境負荷の高いものは買わない*** 123 (35%) 148 (42%) 68 (19%) 13 (4%) 193 (23%) 277 (32%) 284 (33%) 99 (12%)

食品廃棄を減らす努力*** 44 (13%) 162 (46%) 135 (38%) 11 (3%) 82 (10%) 287 (34%) 430 (50%) 54 (6%)

質の良いものを買う 93 (26%) 163 (46%) 81 (23%) 15 (4%) 159 (21%) 394 (52%) 178 (24%) 22 (3%)

化学肥料・農薬を抑えた農産物*** 96 (27%) 199 (57%) 53 (15%) 4 (1%) 151 (18%) 479 (56%) 211 (25%) 12 (1%)

添加物の表示* 75 (21%) 195 (55%) 76 (22%) 6 (2%) 139 (16%) 439 (51%) 256 (30%) 19 (2%)

日本の農家を買い支える*** 178 (51%) 136 (39%) 29 (8%) 9 (3%) 295 (35%) 361 (42%) 153 (18%) 44 (5%)

地元の商品を買う*** 120 (34%) 149 (42%) 55 (16%) 28 (8%) 208 (24%) 311 (36%) 220 (26%) 114 (13%)

加入後も

気にせず

交流会・学習会参加者(n=352) 交流会・学習会不参加(n=853)

加入後

気にかける

加入後より

気にかける

前から気に

かけていた

加入後も

気にせず

加入後

気にかける

加入後より

気にかける

前から気に

かけていた
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果、「 交 流 会 ・ 学習 会 参 加 者」 は 「 加 入 後気 に か ける 」 も し く は「 加 入 後よ り 気

にかける」が有意に高くなっており、交流会・学習会に参加することで、 環境を

守ることや生産者・地域を支えることに文脈価値を感じるようになる生活クラブ

組合員が多い。  

 

第５節  小括   

 

 本章では、生活クラブと庄内みどり農協の産消提携運動を事例として、生産者

と消費者の関係を Praha lad and  Ramaswamy(2004) が指摘する価値共創の「対

話」「利用」「リスク評価」「透明性」の 4 つの要素から評価し、価値共創した結

果として創造された生活クラブ組合員が感じる「文脈価値」を明らかにした。  

まず、明らかになった生活クラブ組合員の文脈価値を述べる。遊佐町共同開発

米 部 会 (2012) の イ ン タ ビ ュ ー 記 事 と 聞 き 取 り 調 査 か ら は 、 消 費 者 が 生 産 者 と の

交 流 を通 し て 、「自 分 で 作 った も の を 食 べる 感 覚 」に な る こ と や、 消 費 者が 生 産

者と「顔の見える関係」を構築していることに文脈価値を感じており、その文脈

価 値 を 「 次 世 代 へ つ な げ た い 」 と 感 じ て い る こ と が 明 ら か に な っ た 。 梅 田

(2012) の ア ン ケ ー ト 調 査 か ら は 、 交 流 会 ・ 学 習 会 に 参 加 し た 人 の 方 が 、 環 境 保

全や生産者を支えることに文脈価値を感じる消費者が多いことが明らかになった。

交流会や学習会という 「対話」を通して文脈価値が形成されたといえる 。  

次に、価値共創の 4 つの要素による生産者と消費者の関係の評価 を示す。「対

話」としては、1971 年の提携の始まりからほぼ毎年交流会を開催しており、消

費地交流会は年に 40 会場以上開催される。十分に 「対話」をすることで、生産

者と消費者は互いへの理解を深めており、関係性が深まっていると評価すること

が で き る 。 一 方 で 、 交 流 会 へ の 参 加 経 験 者 は 、 生 産 者 の 約 5 割 ( 回 答 の あ っ た

167 中 81 人)、消費者の約 3 割(1 ,205 人中 352 人)であり、「対話」を通して文

脈価値が形成されることからすると、交流会参加経験者が少ないことは、本事例

における懸念事項である。  

「利用」としては 、毎年計画を立てて、主食用米を年間 10 万俵消費し、飼料

用 米を 作 付 け する こ と で、「 食 料 自給 率 の 向 上」「 環 境 保全 」「 遊佐 を 丸ご と 食べ

る 」 と い う 理 念 の 実 現 に 向 け た 取 り 組 み が さ れ て い た 。 生 産 者 の 意 識 と し て 、

「組合員の意見を反映したい」と思う人は約 8 割(146 人中 108 人)であった。

これまで産消提携運動で重視してきた理念が実現されていると評価することがで

きるとともに、消費者の好ましい経験を生産者が意識していることが伺える。  

「リスク評価」としては、専門知識を補う学習会を組合員の居住地近辺で開催

し、農薬使用に関する協議結果を自主基準書にまとめていた。農薬の使用・不使

用によるリスクと得られる利益を比較した結果、慣行栽培と比較して農薬の成分
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回 数 が半 分 で 共 同 開発 米 が 生産 さ れ て い るこ と は、「 リ ス ク 評価 」 し た 結果 と い

える。さらには、生産者と消費者の相互の積み立てによる「共同開発米基金」を、

生活クラブ組合員から提案したのは、生産者と消費者の関係が深まり、生産者を

支えたいという消費者の気持ちの表れといえよう。  

「透明性」としては、コスト構造を明確化した「生産原価保障方式」が取られ、

自主基準書による栽培方法の明確化、生活クラブ組合員による監査、生産者と消

費者による「二者認証」なども「透明性」を図るための取り組みだといえる。情

報を共有することで、生産者と消費者の間に信頼感が生まれ、関係性が 深まって

いるといえる。  

以上、生活クラブ生協と庄内みどり農協の産消提携運動を価値共創の概念で説

明してきた。本事例における生産者と消費者の関係を価値共創の 4 つの要素から

評価することができた。それに加え、消費者の感じている文脈価値を明らかにす

ることで、その価値を消費者が感じるには 「対話」が重要であることを示すこと

が で き た 。 波 多 野 (1994) が 消 費 者 の 負 担 が 少 な い 産 消 提 携 運 動 が 増 え て い る と

指摘している通り、交流会や学習会といった時間や労力のかかる取り組みを近年

軽視する傾向にある。しかし、その交流会や学習会こそが、 消費者の文脈価値を

形成する場になっていたことが明らかになった 。  
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第３章  産消提携運動の生協役員にみる文脈価値の形成過程  

 

第１節  はじめに  

 

 第 2 章の生活クラブ組合員への調査では、交流会で生産者と意見を出し合うこ

とで「自分で作ったものを食べる感覚」になることや、生産者と「顔の見える関

係」を構築していることに生活クラブ組合員は文脈価値を感じていたことが明ら

かとなった。生活クラブ組合員の文脈価値の形成に生産者が関係していることは

明 ら か と な っ た が 、 そ の 形 成 過 程 の 詳 細 は 明 ら か と な っ て い な い 。 文 脈 価 値 は

「個別的で状況依存的な性質」であるため、同じ交流会に参加し、同じような経

験をしていても、経験に対する解釈が違えば、生活クラブ組合員によって感じる

価値も異なるといえる。  

 本章では、生活クラブ組合員が生産者とどのような交流をしてきたのか、人生

でどのような経験をしてきたのか、それらの 知識や経験などの「文脈」と文脈価

値との関連をインタビュー調査から明らかにする。 第２節では、本章の分析方法

であるライフストーリー・インタビュー調査と計量テキスト分析について説明す

る。第３節では、生活クラブ神奈川の組合員を対象に行ったインタビュー調査 を

テ キ ス ト デ ー タ 化 し 、 KH Coder(Vers ion3.Beta .02 ) を 用 い た 計 量 テ キ ス ト 分

析を実施する。第４節では、 第３章の小括を行う。  

調査対象者を選定するに当たり、生活クラブの加入歴がある程度長く、生活ク

ラブの活動に参加している人を調査対象として限定した。その理由として、加入

歴が短い場合や生活クラブの活動に参加していない場合、生産者との交流をして

いない可能性が高く、生活クラブで理事等の役員をしている人は、遊佐町などの

産地に視察研修で行くことがあり生産者と交流する機会が多くあるため、文脈価

値を感じている可能性が高いと考えたからである。 理事等の役員は、安全・安心

に対する意識の高い組合員がなると考えられがちであるが、今回のインタビュー

調査対象者や今まで調査した生活クラブの役員は、必ずしもそうではなかった。

友人、知人に誘われたから、以前に役員にお世話になったことがあるから、今度

は自分がお世話する側に立ちたいからといった理由である。理事になり、生活ク

ラブのことを勉強する中で、食の安全・安心について意識 するようになった人も

いる。本章では、理事を対象に文脈価値を明らかにしていくが、一般の組合員で

あっても生産者との交流等を通じて、文脈価値を感じるようになる可能性は十分

にあると考える。   
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第２節  分析方法  

第１項  ライフストーリー・インタビュー調査の 概要  

 産消提携運動の消費者の文脈価値の形成過程を明らかにするには、産消提携運

動に関わる前から現在に至るまでの人生経験の中から価値観に影響を与えたもの

を抽出する必要があることから、消費者の人生経験や価値観を分析する方法とし

て、消費者へのライフストーリー・インタビュー調査に着目した  

川又(2002) は、「歴史学や民俗学では、支配階層ではない民衆・庶民などの歴

史や集団・地域社会の歴史」に対して「生活史」という語を用いてきたと指摘す

る。生活史に近い語として「ライフヒストリー」や 「ライフストーリー」という

語が存在する。川又(2002) は、「ライフヒストリーという語を用いる研究者の多

く が 『個 人 の 歴 史 』の 歴 史 的側 面 ・ 社 会 的側 面 に 注目 」 し て お り、「 語 り手 は 自

らが経験した出来事を、脈絡なくバラバラに述べるのではなく、聞き手が理解し

やすいように『ストーリー』として語る」ものが「ライフストーリー」であ ると

す る 。ま た 、「 ライ フ ヒ ス トリ ー と ラ イ フス ト ー リー は 重 な る 部分 が 多 い用 語 だ

と 認 識 」 さ れ て い る 。 本 稿 で は 、 個 人 の 経 験 を 物 語 と し て 語 っ て も ら う た め 、

「 ラ イ フ ス ト ー リ ー 」 を 用 語 と し て 使 う 。 ま た 、 川 又 (2002) は 、 生 活 史 研 究 の

方法論として資料の区分を「対象の立場」と「執筆主体」という二点に注目して

図 3-2-1 のように分類した。「対象の立場」に関して、「これまでの口述史の対象

を 整 理す る と 、 無 条件 に 無 名人 だ っ た と 言え な い 」こ と が あ り、「 対 象 者が 『 自

ら の 個人 史 を 語 れ る人 』 に 限ら れ る 」 と 既存 研 究 を批 判 す る 一 方で 、「 現 在 では

自 ら の個 人 史 を 語 る人 々 の 存在 」 は 、「決 し て 珍 しい こ と で は なく な っ た」 と し

て いる 。「 執筆 主 体 」 に 関し て 、 調 査 対象 者 本 人が 記 述 す る 場合 、「 聴き 手 ( 読 み

手 ) に と って 有 意 味 な こ と を無 視 」 す る 場 合 も 多 く 、 分 析 の 難 し さ と い った 欠点

が 目 立 つ と 指 摘 す る 。 以 上 の 川 又 (2002) の 指 摘 を 踏 ま え 、 調 査 者 が 記 す 口 述 史

1 4 の形で調査を行うことにした。  

 

1 4  口 述 史 と は 「 調 査 者 が 本 人 に イ ン タ ビ ュ ー し て 語 り を 聞 き 取 り 、 そ れ を 文 書 に 著 し た も

の 」 と 川 又 ( 2 0 0 2 ) は 定 義 し て お り 、 本 人 が 文 書 と し て 著 し た も の は 日 記 や 自 分 史 に 分 類 さ

れ る 。  
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図 3 - 2 - 1  生 活 史 資 料 の 区 分  

注 ： 川 又 ( 2 0 0 2 )  か ら 引 用 し 筆 者 作 成 。  

 

中 川 (2009) は 「 ラ イ フ ス ト ー リ ー で は 人 生 の 意 味 付 け や 生 き 方 を つ く る こ と

に重きが置かれ」、「人生や過去の経験をインタビューすることによって、対象者

のアイデンティティや社会を理解」することができるとしている。生活クラブ組

合員に対してライフストーリー・インタビューを実施することで、生活クラブ組

合員が人生や過去の経験に対して、どのような意味づけをしているのか、そのよ

うな意味づけと生活クラブ組合員の感じている文脈価値がどのように関連してい

るのかを明らかにできるのではないかと考える。  

桜井・小林(2005) は、「ライフストーリーとは、過去に現在から意味を与えた

ものであり、そこに曖昧さやごまかしがあるかもしれないことを認めながらも、

それらを巧みに選り分けながら、様々なライフストーリーに通底する社会的現実

に迫ろうとするものである」と述べており、ライフストーリー・インタビューを

3 つの位相に分けている。 1 つ目は、「会話」、2 つ目は、「物語世界」、3 つ目は、

「ストーリー領域」である。「会話」は、「いま・ここ」で行われる会話である。

「 物 語世 界 」 は 、「 あ の と き・ あ そ こ 」 で起 こ っ た経 験 や 出 来 事に 対 す る説 明 で

あ り 、従 来 の 研 究 にお い て デー タ と し て 注意 が 払 われ て き た と 指摘 さ れ る。「ス

トーリー領域」は、語り手が聞き手にその経験がどんな意味を持つかを伝えよう

とする評価機能を持つメタ次元の会話であるとされる。  

生 活 クラ ブ 組 合 員 への ラ イ フス ト ー リ ー ・ イ ン タ ビュ ー 調 査 で は、「 物 語世 界 」

を 「 印象 に 残 る 個 人ま た は 社会 の 出 来 事 」と し て、「 ス ト ー リー 領 域 」 を「 出 来

事に対する解釈」として年表形式で事前に記入してもらい、それを調査当日に録

音しながら口頭で説明させる形式を採用した。こうした手順を採用した理由は、

調査対象者自身が幼少期からの出来事を取捨選択することで、分 析者の恣意性を

排除して調査対象者の経験や知識の要点を抽出できるためである。調査データの
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中 か ら 調 査 対 象 者 の 発 言 だ け を テ キ ス ト デ ー タ と し て 扱 い 、 樋 口 (2014) が 開 発

した「KH Coder」を用いて計量テキスト分析を行った。  

第２項  計量テキスト分析の 概要  

 調査によって得られた文章や音声、映像などの質的データの分析は、内容分析

と い わ れ る 。 樋 口 (2014) は 、 イ ン タ ビ ュ ー 調 査 な ど に よ っ て 得 ら れ た 質 的 な デ

ー タ の分 析 に お い て、 計 量 的分 析 の 可 能 性を 示 し てい る 。「 量的 方 法 に よっ て 、

デ ー タ の 質 的 側 面 に 関 す る 新 た な 発 見 」 が 得 ら れ る 可 能 性 は 十 分 に あ る と し 、

「量的分析の結果を見るだけでなく、どのような素データの積み重ねによって当

該の分析結果が得られたのかを確認」する過程で質的な分析が行われることで、

量 的 方 法 と 質 的 方 法 を 相 乗 的 に 行 う こ と が で き る の で あ る 。 ま た 、 樋 口 (2014)

は、内容分析における分析方法として「計量テキスト分析」を推奨している。計

量 テ キス ト 分 析 と は、「 計 量的 分 析 手 法 を用 い て テキ ス ト 型 デ ータ を 整 理ま た は

分 析 し 、 内 容 分 析 を 行 う 方 法 」 だ と 定 義 さ れ て い る 。 樋 口 (2014) は 、 計 量 テ キ

スト分析のツールとして、「KH Coder」を開発している。KH Coder の利点と

して①多変量解析を用いることで、分析者のもつ理論や問題意識の影響を極力受

けない形で、データを要約・提示する、 ②コーディングルールを作成することで、

明示的に理論仮説の検証や問題意識の追求を行う、という 2 点を同一のソ フトで

実行でき、フリーソフトウェアとして公開されているため、誰でもアクセスが容

易 で あ る 。 以 上 の こ と を 踏 ま え 、 本 研 究 で は 、 計 量 テ キ ス ト 分 析 と し て KH 

Coder を用いる。  

 KH Coder の分析手順は①分析対象となるテキストデータに形態素解析を行い、

抽出語リストを作成する、②階層的クラスター分析や多次元尺度構成法、共起ネ

ットワークを作成することで、語と語の結びつきを探る、 ③複数人のテキストデ

ータを対応分析し、調査対象者毎の特徴を見つける、 ④随時、語の本文中の使わ

れ方を確認し、質的な読み取りを行う、といった段階に分かれている。 計量テキ

スト分析では、単語同士のつながりの強弱関係を示す「共起度」 1 5 を指標と し て

分析する。共起度を「共起ネットワーク」で視覚的に示す。2 つの単語が一文中

にまとめて発言され、それが繰り返し行われている ことを共起度が高いと解釈す

る。繰り返し発言されているものは、調査対象者の何らかの意識が現れている可

能性が高いと考えられる。調査対象者の意識の表れを共起度という客観的な指標

を用いて分析するのが計量テキスト分析の特徴である。ライフストーリー・イン

 

1 5  語 と 語 の 共 起 度 は 、 J a c c a r d 係 数 で 表 さ れ る 。 語 A と 語 B の 共 起 度 は 、 語 A と 語 B が 出

た 総 文 数 ÷ 同 一 文 中 に 出 て き た 回 数 で あ り 、「 A ∩ B ÷ A ∪ B 」 で 計 算 さ れ る 。 係 数 が 0 . 1 以

上 だ と 語 同 士 に 関 連 が あ る と さ れ る 。  
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タビュー調査と計量テキスト分析を組み合わせることで、消費者の膨大な人生経

験から要点を抽出し、客観性を保持して分析することが可能である。  

 第 3 項  分析手順  

2019 年 11 月に生活クラブ神奈川の理事 4 人に対してインタビュー調査を実

施した。分析手順は以下の通りである。まず、調査対象者 4 人の発言の中で出現

回数が多い語を抽出する。次に、調査対象者が記入した人生年表を参考にして 、

現在の活動、生活クラブ加入前の経験、生協加入のきっかけ、生産者との関わり

を生活クラブ組合員の経験としてまとめ、本人の発言を引用して整理する 1 6 。 そ

して、個別の共起ネットワークでは、 j accard 係数が 0 .2 以上のものを描写する

ことで共起度からみた文脈価値を示し、調査対象者それぞれの文脈価値の形成 過

程を明らかにする。最後に、4 人の抽出語の共起度で j accard 係数が高い順に 30

個を描写した共起ネットワー クから調査対象者に共通する文脈価値を明らかにす

る。共起ネットワークを図示する際には，サブグラフによる色分けがされる。サ

ブグラフについて、樋口 (2014) は、「深読みをしたりせずに 、グラフを解釈する

際の補助」として解釈すべきであると指摘している 。そこで、本章では、エッジ

(線)がつながっている「語群」を 1 つの単位として共起ネットワークを評価する 。  

 

第３節  計量テキスト分析でみる 生協役員の文脈価値の形成過程  

  

調査対象者 4 人の基本属性をまとめたものが表 3-4-1 である。生活クラブ神

奈川は 5 つの地域生協に分かれており、 B、C、D はそれぞれの地域生協の理事

または常務理事である。A は 5 つの地域生協を束ねる神奈川の副理事長である。

引っ越し等で、生活クラブへの加入・脱退があり、厳密な加入年数を把握するの

は難しいため、最初に生活クラブに加入した年を記載した。 A 、 B は 2 0 年 以 上 前

に 加 入 し て お り 、 C は 1 0 年 前 ほ ど の 加 入 だ っ た 。 D は 2 0 1 1 年 と 4 人 の 中 で は 最 も

加 入 し て か ら の 年 数 は 短 か っ た 。 C の 抽出 語 数は やや 少な いも の の 、共 起度 は出

現回数でなく出現頻度で計算するため、4 人分を分析した。表 3-4- 2 は調査対象

者 4 人の抽出語 1 7 を合わせたものの内、出現回数上位 30 単語である。総抽 出語

 

1 6  本 文 中 で は 、 引 用 し た 本 人 の 発 言 は 『 』 で 括 り 示 し た 。 調 査 対 象 者 が 言 葉 を 省 略 し た た

め に 文 意 が 不 明 確 と な る 場 合 に は 、 そ の 内 容 を 分 析 者 が ( ) で 補 足 し た 。  

1 7  抽 出 語 の 内 、 名 詞 や 動 詞 、 形 容 詞 、 タ グ と し て 認 識 さ せ た 語 の み を 分 析 対 象 と し て お

り 、 助 詞 な ど は 除 か れ る 。 タ グ と は 、「 生 活 ク ラ ブ 」 が 「 生 活 」 と 「 ク ラ ブ 」 の 別 々 の 2 単

語 と し て 認 識 さ れ る た め 、 1 単 語 と し て 強 制 的 に 抽 出 し た 単 語 で あ る 。 タ グ と し て 抽 出 し た

語 は 「 生 活 ク ラ ブ 」「 組 合 員 」「 生 産 者 」「 消 費 者 」「 消 費 材 」「 共 同 開 発 米 」「 デ ポ ー 」「 運 営

委 員 」「 消 費 委 員 」「 生 活 と 自 治 」 の 1 0 語 で あ る 。  
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は 17 ,228 語、1 ,992 種類であり、1 語の平均出現回数は約 9 回である。最も発

言回数が多かったのは「食べる」の 68 回であり、次に多かったのは「作る」の

67 回である。4 人それぞれの「食べる」「作る」の発言回数は、 A は 37 回と 40

回、B は 11 回と 16 回、C は 4 回と 4 回、D は 16 回と 7 回であった。全員が

繰り 返し 発 言し て おり 、 4 人が 共 通し て意 識 して いる 。 他に も、「 活動 」や 「理

事」、「 委員 」 と い った 生 活ク ラ ブ に 関係 す る 抽 出語 が み ら れた 。「 米 」や 「 生産

者」「 遊 佐 」 と いっ た 生 産 に関 係 す る 抽 出語 や 「 子供 」 と い っ た抽 出 語 も確 認 さ

れた。  

調査対象者 4 人が事前に記入した人生年表や発言を基に、 ①現在の活動、 ②生

活クラブ加入前の経験、③加入のきっかけ、 ④生産者との関わりをまとめたもの

が表 3-4-3 である。まず、調査対象者 A～D の表 3-4-3 に関する説明と共起度

からみた文脈価値を示し、 A～D の文脈価値の形成過程を示す。次に、調査対象

者に共通する文脈価値を示す。  

 

表 3 - 4 - 1  イ ン タ ビ ュ ー 調 査 対 象 者 の 基 本 属 性  

 
注 ： イ ン タ ビ ュ ー 時 間 に は 、 筆 者 の 発 言 時 間 も 含 む 。  

 

表 3 - 4 - 2  出 現 回 数 上 位 3 0 の 抽 出 語  

 

注 ： 抽 出 語 は 名 詞 ・ サ 変 名 詞 ・ 固 有 名 詞 ・ 地 名 ・ 副 詞 可 能 ・ タ グ ・ 動 詞 ・ 形 容 詞 の み と し た 。

総 抽 出 語 数 は 1 7 , 2 2 8 語 、 重 複 を 除 く と 1 , 9 9 2 種 類 の 抽 出 語 で あ っ た 。   

A B C D

年齢 50代 50代 50代 50代

役職
神奈川県

副理事長

地域生協

常務理事

地域生協

理事

地域生協

理事

生活クラブ

初加入年
1992年 1996年 2007年 2011年

インタビュー

時間
42分 43分 19分 46分

発言文字数 9,590 8,282 2,564 7,434

抽出語
出現

回数
抽出語

出現

回数
抽出語

出現

回数

食べる 68 入る 36 聞く 25

作る 67 出来る 35 見る 24

生活クラブ 63 組合員 34 デポー 23

言う 62 出る 33 来る 23

自分 60 子供 31 運営委員 21

活動 56 持つ 31 消費材 21

米 50 委員 30 遊佐 21

理事 49 生産者 29 行う 19

今 45 話 27 使う 19

行く 38 加入 26 美味しい 18
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表 3 - 4 - 3  生 活 ク ラ ブ 組 合 員 の 生 活 ク ラ ブ 加 入 前 後 の 経 験 ま と め  

 

注 ： 事 前 に 記 入 し た 人 生 年 表 と イ ン タ ビ ュ ー 調 査 を も と に 作 成 。 出 来 事 の 最 後 の 括 弧 内 は 当

時 の 年 齢 を 示 す 。  

 

第 1 項  A の文脈価値の形成過程  

１）現在の活動  

A は、遊佐田んぼクラブの組合員リーダーをしつつ、中国やベトナムなどの海

外の産地を視察しており、生活クラブ神奈川の副理事長として活動範囲の広さが

伺える。  

２）生活クラブ加入前の経験  

A は生活クラブ加入前に桶谷式母乳マッサージに取り組み、食事制限をした経

験を印象に残った出来事として挙げている。桶谷式では、乳児の成長に合わせて

母親が食事を取り、乳児に適した母乳を出そ うとするものである。この経験を通

して、『本当に食べ物っていうのは、人の体を作る』ことを実感し、『生活クラブ

はまさしくこれをやっている』と捉え、食の安全・安心を求めていく必要がある

と実感した。  

3）生協加入のきっかけ  

A は生活クラブのチラシを見て加入を決めた。班配送をするには他に 4 人の組

合員を集める必 要があ り、 A は友人に声 かけ をして組合員を 集めた 。『自分で考

え て 行動 』 し 、『そ し て 結 果を 出 す 』 と 加入 時 か ら組 合 員 と し て精 力 的 に活 動 し

ていた。  

A氏 B氏 C氏 D氏

遊佐田んぼクラブの
リーダーをしつつ,海外
の提携産地も視察

利用結集や消費材の勉強
会を開催し,年間の運営計
画を作成する

消費材の利用結集を中
心として,生協の運動を
展開する

デポーの建替に伴い,新規
組合員の勧誘.米の予約購
入の利用促進

桶谷式母乳マッサージ
に取り組み,母乳で育て
る.食べ物で人間が作ら
れるのを実感した(28)

米飯給食が始まり,米が
余っているのかなと疑問
に思う(9)
家庭科の先生から「合成
石鹸の安全性はまだ分か
らない」と言われ怖かっ
た(16)

大学で法律を学び,法律
は人々が生きるのに役
立つ決まり(19)
オーストラリア人と市
議会議員について話し,
消費者としての女性の
社会的実力は高いと感
じる(28)

NPO法人立ち上げの手伝い
から,公的機関ではすぐに
は進まないことを民間の
力で解決(34)

生活クラブのチラシを
見て加入した.自分で考
えて行動する(30)

妊娠中に組合員である叔
母から生活クラブを紹介
され,感動.子供のために
も加入することを決意
(26)

友人に美味しい豚肉が
あると誘われた(39)

東日本大震災を契機とし
て食の安全,エネルギーに
興味を持ち,生協で安心で
きる米を買いたかった
(44)

生協組合員と協力して
減農薬栽培を実行し,消
費材を生産している生
産者は立派であり,頑
張っていると思う(43)

庄内交流会に参加し,遊佐
が第2の故郷に思えるよう
になった(43).生産者は仲
間であり同胞.同じことを
やるために絶対に必要な
人(43)

生産者と直接会い,その
生産者の持つ価値観,熱
意を知れる(51)

食べることが生産者の営
農意欲につながる.初めて
会った時から親近感を感
じる(52)

現
在
の

活
動

生
活
ク
ラ
ブ

加
入
前
の
経
験

生
協
加
入
の

き
っ

か
け

生
産
者
と
の

関
わ
り
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4）生産者との関わり  

遊 佐 町 の視 察 研 修 に 関 し て は、『 農 薬 を 使 わ な い 農 法で 、 減 農 薬 で 作 っ て 』お

り、『40 年前の生産者たちは凄くやっぱり偉かった』と提携開始から減農薬の基

準 を 守っ て き た 庄 内み ど り 農協 の 生 産 者 を評 価 し てい た 。 ま た、『 凄 く 勉強 熱 心

なんですね今の生産者も』とも評価していた。  

5）共起度からみた A の文脈価値  

図 3-4-4 は、A の共起ネットワークであり、9 つの語群に分かれた。「お母さ

ん」と「乳」は、A が生活クラブ加入前の経験を説明した際に出てきた語群であ

る。「 行 く 」と 「 集 会 」 は生 活 ク ラ ブ加 入 後 の 経験 を 説 明 する 際 に 発 言し て い た。

生活クラブでは、消費材の配送班や配送地域での学習会 を月に 1 度の頻度で実施

している。『毎月の集会に行くと』、『世の中の醤油は 3 か月』で作られるが、生

活ク ラブ の 醤油 は 製造 中の 食品 添 加物 を 減ら し、『 1 年間 発 酵さ せ て、 そう やっ

て作る』という 話を聞 き、作り方の違 いを知 った。「生活」と「 幸 せ」は、 A が

生 活 クラ ブ で の 活 動に 言 及 する 際 に 発 言 して い た。『 自 分 の 豊か さ を 自 分が 求 め

ていかないと家族も幸せになれないし、子供達の幸せ、幸せな生活が送れない』

と、生活クラブで安全・安心を求めていくことで家族を幸せにできることに文脈

価値を感じていた。  

 

 

図 3 - 4 - 4  A の 共 起 ネ ッ ト ワ ー ク  

注 ： j a c c a r d 係 数 が 0 . 2 以 上 の エ ッ ジ を 描 写 。  
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第 2 項  B の文脈価値の形成過程  

１）現在の活動  

B は 、「利 用 結 集 」 1 8 の 活 動や 消 費 材 の勉 強 会 の 開催 、 運 営 計画 の 作 成 を担 当

している。  

2）生活クラブ加入前の経験  

B は学校教育中の出来事を印象に残ったとしており、 B が小学生の時に米飯給

食が始まり、米余りへの疑問を感じた。さらに、高校の家庭科の先生から『合成

洗剤って登場して 20 年しか経ってないから、安全性は確認されていないのよ』

と聞かされ、『先生の言葉が衝撃だった』と発言した。この経験から、『ちゃんと

学ばないと怖いな』と日用品の安全性に関する知識を得る重要性を感じ ていた。  

3）生協加入のきっかけ  

B が 生 活 ク ラ ブ に 加 入 し た き っ か け は 、 妊 娠 中 に 叔 母 か ら の 紹 介 で あ っ た 。

「 生 活と 自 治 」 と いう 生 活 クラ ブ の 機 関 紙を 読 み、『 生 産 者 と共 に 作 っ てま す と

か、私達はこういうものが食べたくて、お願いして米とか肉とかを共に作ってま

す 』 と書 か れ て い て、『 そ れを 買 え る こ とが 衝 撃 で、 そ う い う もの の 買 い方 、 仕

組みがあるんだ』と思い、『子供が生まれてから絶対入ろう』と決めた。  

4）生産者との関わり  

B は庄内交流会に参加し、遊佐町を訪れた。庄内みどり農協の生産者との交流

を 『 家族 と 接 し て いる よ う な感 覚 』 や 『 一番 身 近 な生 産 者 』 と 表現 し、『 昔 から

変わらない生活、自然も環境も残っていて、そこで生き生きと暮らしている人が

いる』遊佐町の風景を見た時に、『第 2 の故郷』だと評 価していた。  

5）共起度からみた B の文脈価値  

図 3-4-5 は、B の共起ネットワークであり、6 つの語群に分かれた。「学校」

「家」「先生」 は、 B が生活クラブ 加入前の 経験を説明し た際に出 てきた語群 で

あ る 。「 米 」「 仙 台 」「 出 身 」 は 、 B の 生 ま れ に つ い て 発 言 し た 際 に 出 て き た 。 B

自身は仙台市の生まれであるが、 B の両親とも農家の出身であり、米を生産して

い たと い う 発言 を し た た め、「 米」  を含 む 語 群 とな っ た。「 取 る」「 肉」「 買 う」

は、B の生活クラブの 利用の姿勢を発言した際に出てきた。  

B も A と同様に、班配送を 利用しており、加入当初は現在と比べて、4、5 人

の 配 送 班 で 分 け 合 う こ と を 前 提 に し た 量 で の 配 送 で あ っ た 。『 鳥 は 一 羽 買 い 』、

豚 ・牛 は 複 数 部位 の セ ッ ト販 売 、『ほ う れ ん 草 も箱 』 で 販 売・ 配 送 で あっ た た め、

 

1 8  消 費 材 の 利 用 や 予 約 購 入 を す る こ と 、 も し く は こ れ ら を 組 合 員 に 呼 び か け る 活 動 を 指

す 。 よ り 多 く の 組 合 員 が 消 費 材 を 利 用 す る こ と で 、 消 費 材 の 生 産 と 消 費 を 計 画 的 に 実 行 で き

る 。 ま た 、 消 費 材 を 生 産 す る 農 地 が 広 が る こ と で 社 会 問 題 解 決 へ の 影 響 力 を 高 め る 意 味 合 い

も あ る 。  
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『みんなで調整』した。班の取りまとめを B がしており、『どうしても取りたい

から、みんなが使わない所は全部引き取って、それでも月 1 回はお肉を買う』こ

とにしていた。多少の負担があっても、生産者と ともに作った消費材を利用する

ことで、生産者を支えられることに文脈価値を感じていた。  

 

 
図 3 - 4 - 5  B の 共 起 ネ ッ ト ワ ー ク  

注 ： j a c c a r d 係 数 が 0 . 2 以 上 の エ ッ ジ を 描 写 。  

 

第３項  C の文脈価値の形成過程  

1）現在の活動  

C は、『運 動を続ける ために』事業をする 必 要があると考えてお り 、消費材の

「利用結集」を組合員に呼び掛ける活動をしている。  

2）生活クラブ加入前の経験  

C は大学時代に法律を勉強し、法律は『人々が 生きるために役立てる決まり』

で あ り、『 人 と 人と の 関 係 は同 意 す る 』 こと が 基 本だ と 学 ん だ 。さ ら に 、オ ー ス

トラリアの市議会議員には女性が多いという話を現地の人とした経験がある。市

議 会 議員 は 地 域 の こと を 取 り決 め る 立 場 であ り、『 ゴ ミ 出 し のこ と な ん て、 お じ

さんたちにはわからない』から、女性が多いのは当たり前であると約 20 年前に

聞 い て驚 い た 。 こ の経 験 か ら、『 家 庭 の食 事 を 作 って い る の は 女性 だ し 、女 性 の

社会的実力って凄いんだな』と感じていることを評価している。  

3）生協加入のきっかけ  

C は友人に生活クラブで『美味しい豚肉』が売っていることを教えてもらい、

生活クラブへ加入することを決めている。  

4）生産者との関わり  

生 活 ク ラブ 加 入 後 に 『 い ろ い ろな 生 産 者 と 会 う 機 会 』が あ り 、『 消 費 材 に つい

て の こだ わ り を 話 して も ら う』 こ と で 、『 生 産 者 の持 つ 価 値 観 、良 い も のを 作 り
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た い んだ っ て い う 熱意 』 を 知っ た 。 生 産 者と 会 う こと で 、『 生産 者 と 消 費者 が お

互いに生活する人として win-win の関係が出来ている』と感じていた。さらに、

庄 内 みど り 農 協 の 生産 者 に 対し て は 、『遊 佐 の 人 って 本 当 に 米 、遊 佐 の 米に 誇 り

を持っている』と評価していた。  

5）共起度からみた C の文脈価値  

図 3-4-6 は、C の共起ネットワークであり、 4 つの語群に分かれた。最も大き

い語群には、C が生活クラブ加入前に経験した市議会議員には女性が多いという

発 言を 反 映 し た「 女 性 」「 多 い 」「 議 員 」 とい っ た言 葉 が 含 まれ て い た。「 美 味し

い」「食べる 」は、 C が生活クラブに加入し たきっかけを発言した 際に出てきた。

「誇り」「米」「持つ」は、庄内みどり農協の生産者について発言した際に出てき

た。『 遊 佐 の人 』 は 、『 遊 佐の 米 に 誇 りを 持 っ て いる 』『 農業 に 誇 り を 持っ て やっ

ている』と C は感じていた。「生活クラブ」「関係」「出来る」は、 C が生活クラ

ブ で は 、 生 産 者 と 消 費 者 の 『 win-win な 関 係 が 出 来 て い る 』 と い う 発 言 を 反 映

しており、生活クラブでは、互恵の関係を構築できることに文脈価値を感じてい

た。  

 

 

図 3 - 4 - 6  C の 共 起 ネ ッ ト ワ ー ク  

注 ： j a c c a r d 係 数 が 0 . 2 以 上 の エ ッ ジ を 描 写 。  
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 第４項  D の文脈価値の形成過程  

1）現在の活動  

D は、2018 年にデポーの建て替えを担当し、新規組合員の勧誘活動や、デポ

ーでのお米の予約購入の利用促進を担当している。  

2）生活クラブ加入前の経験  

D は生活クラブ加入前に子供劇場を運営する NPO 法人の立ち上げを手伝った

経 験が あ り 、『 子 育 て の 所を や っ て ほし い が 行 政は 動 い て くれ な い 、 後手 に な る 。

そ こ を民 間 の 力 で やっ て い く』 こ と を 実 感し た。『 元 々 ボ ラ ンタ リ ー な 活動 が ど

っかでできないかなって探していた』時期に生活クラブに加入した。生活クラブ

での活動も組合員が主体となって社会問題解決に向けて行動しているため、生活

クラブに加入した後すぐに役員として活動し始めた。  

3）生協加入のきっかけ  

東日本大震災後に帰国し、近所にあった生活クラブのデポーをたまたま見かけ、

『 安 心 し た 米 を 買 い た い 』 と い う 理 由 か ら 加 入 し た 。 原 発 の ニ ュ ー ス を 見 て 、

『今まで知らなかったことを反省した。マスコミや政府が言うことを正しいと思

っていたけど、価値観が覆された』と発言した。  

4）生産者との関わり  

D は 4 人 の 中 で 生 活 ク ラ ブ に 加 入 し た 時 期 は 最 も 遅 く 、 理 事 に な っ た の は

2018 年、遊佐町への初回訪問は 2019 年であった。『初めて田植えで遊佐に行き

まし て』、『 住ん だ こと もな いし 、 この 間 1  泊で 行っ た だけ だけ ど 、親 近感 を感

じています』と評価していた。生活クラブでは、お米の予約購入を組合員へ勧め

て お り 、 D が 役 員 と し て 組 合 員 へ 案 内 す る 活 動 を 行 っ て い る 。 こ れ に 関 し て 、

『今年は 1 番自信を持って話せた。生産者に会えたのが大きかった』と発言して

おり、産地視察研修の効果を評価していた。  

 5）共起度からみた D の文脈価値  

図 3-4-7 は、D の共起ネットワークであり、7 つの語群に分かれた。「子供」

「 劇 場」 は 、 生 活 クラ ブ 加 入前 の 経 験 を 発言 し た 時に 出 て き た 語群 で あ る。「楽

しい」「自分」は、 D の生活クラブでの活動指針ともいえる発言をした際に出て

きた。D 自身は生活クラブでの活動を楽しんでいるものの、『それを人に伝える

力 』 に悩 ん で い る 。同 時 に、『 自 分 の 楽し さ を 押 しつ け た く な い』 と い う思 い も

ある。「変わる」「生産者」「見る」と「食べる」「美味しい」「作る」「持つ」の 2

つの語群は、D が生産者と関わる中で感じたことを発言した際に出てきた。『私

達 が 食べ て い る こ と』 が、『 次 の 年 作 ろう 』 と 生 産者 の 営 農 意 欲に つ な がっ て い

ると D は感じており、『普通にただ美味しいものを食べるだけでは起きない現象』

で あ り、『 生 活 クラ ブ で し かあ り え な い 』と 評 価 して い た 。 消 費材 を 食 べる こ と

で、生産者の営農意欲向上に つながっていることに文脈価値を感じていた。  
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図 3 - 4 - 7  D の 共 起 ネ ッ ト ワ ー ク  

注 ： j a c c a r d 係 数 が 0 . 2 以 上 の エ ッ ジ を 描 写 。  

 

 第 5 項  調査対象者に共通する文脈価値  

図 3-4-8 は調査対象者 4 人の抽出語の内、  2 単語間の共起度が高い順に 30 個

を描写したものである。5 つの語群に分かれており、最も多くの語が含まれる語

群には「自分」「作る」「生産者」や「米」「食べる」「美味しい」「変わる」「一緒」

といった語が含まれていた。これらの語が含まれる発言 には、組合員は『なぜこ

の美味しいものを自分たちが食べられるのか』を知る必要があることや、これか

らも『遊佐の米は食べていく』という決意を示す発言であった。  

これらのことから、消費材を大事に思い、これからも食べ続けていきたい思い

が 読 み取 れ る 。 同 様の 発 言 とし て 、『 これ が 欲 し いっ て も の を 自ら 作 っ てい る 意

識が持てる』や『(生産者と )共同で一緒に食べていくことに変わりはない』、『共

同開発米の話を知れば知るほど、 (生産者が )一緒に生活クラブとここまで来たん

だな』という発言もあった。これらの発言からは、これまで生活クラブが生産者

と一緒に活動をしてきたことに対して誇りを持ち、これからも生産者と一緒に活

動できることに調査対象者が共通した文脈価値を感じていたと解釈できる。  

次 に 多く の 語 が 含 まれ る 語 群に は 、「 理事 」「 委 員」「 活 動 」 とい っ た 語 があ っ

た。これらの語が含まれる発 言の多くは理事としての活動に関する説明であり、

次のような発言がされていた。生活クラブに新規加入した直後に『世話焼きの委

員の人たちが、新規の人おいでよ』と役員が料理教室を開催してくれてお世話に

な っ たこ と が あ っ たた め、『 順 番 か な 、貢 献 し よ うか な 』 と 次 は自 分 が 理事 に な

り、新規加入者を手助けしたいと思った。この発言から、生活クラブの委員や理

事が新規加入者に積極的に関わる活動をしていると解釈できる。  
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図 3 - 4 - 8  単 語 同 士 の 共 起 ネ ッ ト ワ ー ク  

注 ： 4 人 の 抽 出 語 の 内 、 j a c c a r d 係 数 が 高 い も の 上 位 3 0 エ ッ ジ を 描 写 。  

 

第４節  小括  

 

本章では、産消提携運動で生産者と交流している生活クラブ組合員の中で、役

員 4 人を対象にライフストーリー・インタビュー調査を行い、計量テキスト分析

により、産消提携運動における消費者の文脈価値の形成過程を明らかにした。 役

員 4 人の抽出語は 17,228 語、1 ,992 種類であり、その中で最も発言回数が多か

ったのは「食べる」であり、次に多かったのは「作る」であった。 他にも、生活

クラブに関係する発言 が多くみられた。 調査対象者の生活クラブ加入前後の経験

を人生年表でまとめ、共起度を指標とした共起ネットワークで図示した結果から、

それぞれの文脈価値の形成過程を明らかにした。 以下では、各調査対象者の文脈

価値の形成過程を整理し、本研究で得られた知見を述べる。  

まず、調査対象者それぞれの文脈価値の形成過程を整理する。 A は生活クラブ

を利用することで家族の幸せが実現できるという文脈価値を感じていた。その文

脈価値は、子育てを通じて食の安全・安心への関心が高まって生協へ加入し、産

地への視察研修を通じて生産者を知ることで、生活クラブの消費材が家族の健康

と幸せにつながると実感できたという過程を経て形成されている。  
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B は負担があっても消費材を 利用することで生産者を支えたいという文脈価値

を感じていた。その文脈価値は、学校教育の中で食への疑問を持ち、妊娠中に叔

母からの紹介で生協へ加入し、生産者と ともに作った農産物を買えることに感動

するとともに生産者との交流では家族と接しているような親近感を感じ、そのよ

うな生産者を支えたいと思ったという過程を経て形成されている。  

C は生産者と消費者が互恵の関係を構築できていることに文脈価値を感じてい

た。その文脈価値は、生協への加入のきっかけは美味しい豚肉があるという理由

であったものの、生産者との交流を通して生産者の価値観や熱意を知ることを重

視するようになったという過程を経て形成されている。  

D は消費材を食べることが生産者の営農意欲に つながることに文脈価値を感じ

ていた。その文脈価値は、NPO 法人への関わりから民間で社会問題解決へ向け

て行動することが重要であると感じ、東日本大震災を契機として安心できる米が

食べられる生活クラブに加入し、生産者と初めて交流した時から親近感を感じ、

生産者との交流を通して、生産者の営農意欲の向上を実感したという 過程を経て

形成されている。  

これらのことから、生協への加入理由は、A・B・D では学校教育 や妊娠、子

育て、震災といった経験を通して食の安全・安心への疑問を持ったことであり、

C では美味しい豚肉を購入できるからという理由であった。また、生協への加入

後は、委員活動として産地への視察研修を通して生産者と交流することが役員で

共通の経験であった。この生産者との交流を通して、生産者と一緒に活動してき

たことに誇りを持ち、これからも生産者と一緒に活動できることを文脈価値とし

て感じている点で共通している。一方で、役員それぞれが、 家族の幸せの実現や

生産者支援、生産者の 営農意欲向上の実感な ど異なる文脈価値を感 じていた。 C

のように美味しい農産物があるからという理由で生活クラブに加入する組合員は

一般的に多いと思われる。C の事例から、そのような組合員が生産者との交流を

きっかけとして文脈価値が形成される可能性がある。 D の事例から、組合員との

交流によって生産者の営農意欲が向上している可能性が高い。この 2 つの事例か

ら、産消提携運動の生産者と消費者の交流は、生産者に関心の無かった消費者が

文脈価値を感じるようになり、生産者の営農意欲が向上するものだっ たと示唆さ

れる。  
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第４章  かほくイタリア野菜研究会にみる価値共創 する生産者組織の特徴  

 

第１節  はじめに  

 

 本章では、山形県河北町のかほくイタリア野菜研究会のイタリア野菜の生産・

販売を事例として、価値共創する生産者組織の特徴を生産者組織の 社会ネットワ

ーク分析を通じて明らかにする。 第２節では、事例とするかほくイタリア野菜研

究会の概要を述べる。第３節では、本章の研究方法である社会ネットワーク分析

について説明する。第４節では、 かほくイタリア野菜研究会と出荷先の飲食店へ

の調査、生産者組織の社会ネットワーク分析 から、価値共創する生産者組織の特

徴を述べる。第５節では、第４章の小括を行う。  

  

第２節  かほくイタリア野菜研究会の概要  

 

 山形県河北町にある「かほくイタリア野菜研究会」は リーマンショックへの国

の雇用対策事業が 2010 年に行われたことを 契機として立ち上げられた。この雇

用対策事業を河北町が受託し、河北町商工会へ 委託した。かほくイタリア野菜研

究会を立ち上げた 商工 会職員の T 氏は、 イ タリア料理店の片 隅で 作られていた

「トレヴィーゾ」 (チコリー )から着想を得た。当時、ネットショップでは 1kg 当

たり 6 ,000 円でト レ ヴィーゾ が売ら れて お り、トレ ヴィー ゾの旬 は冬であ る。

河北町の生産者の中に は、冬に空港の除雪作業やアルバイトに従事している人も

いたため、単価の 高い 野菜を作ってもら いた いという T 氏の狙 い もあった。こ

のような経緯のもと、 河北町内の生産者に声掛けをして、イタ リア野菜の試験栽

培が始まった。2011 年には、後に研究会の理事長となる A１氏 1 9 を含む数名の

生産者が試験栽培に加わった。 2013 年に企業組合を設立し、イタリア野菜の販

売を開始した。この企業組合の設立に際して、現在の事務局長 O1 氏が雇用され

た。試験栽培時に は、 商工会職員として 持っ ていたネットワー クを 使って T 氏

が飲食店への商談に行っていた。そして、徐々に商談や受発注等の事務局業務を

O1 氏ら事務局へ移行 し、現在はほぼ全て事務局へ移行した。 2017 年の販売実

績として、出荷先は県内 95 社、県外 133 社、卸 26 社であり、出荷金額は県内

533 万円、県外 622 万円、卸 629 万円となっている。2019 年に商工会が河北町

のアンテナショップを東京都 世田谷区三軒茶屋に立ち上げ、イタリア野菜の販売

も行われている。2021 年に地域商社「かほくらし社」が立ち上がり、かほくイ

 

1 9  後 述 す る 分 析 で は 、 回 答 が 得 ら れ た 1 2 名 の 生 産 者 を A 1 、 A ２ と ナ ン バ リ ン グ し 、 回 答

が 得 ら れ な か っ た 3 名 の 生 産 者 を B １ 、 B 2 と ナ ン バ リ ン グ し て い る 。  
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タリア野菜研究会の事業は統合された。地域商社への統合に伴い、研究会は「か

ほくらし生産組合」としてイタリア野菜の生産・販売を行っている 他、イタリア

野菜以外の果物等の品目の取扱が拡大して おり、全ての品目を合わせて 90 品目

以上の取り扱いを研究会はしている。2022 年は生産者 15 名がイタリア野菜を

生産しており、河北町 10 名、山形市 3 名、西川町 2 名 2 0 となっている。A1 氏

は、企業組合「かほくイタリア野菜研究会」の時には理事長、地域商社に統合さ

れた後は「かほくらし生産組合」の組合長となっており、生産者の代表を務める。

A1 氏以外にも前研究 会で副理事長を務め、現生産組合ではナッツ研部会長を務

める A2 氏といった 3 名の生産者が現在の役員である。飲食店への出荷の流れに

ついては、以下の通りである。まず始めに、出荷する前週に生産者が翌週に出荷

できるイタリア野菜のリストを事務局へ 伝える。事務局は生産者から送られてき

た出荷リストをまとめ、金曜日に飲食店へ伝える。翌週の水曜日・金曜日が基本

的な飲食店への発送日となっており、発送日の前日までに注文を事務局へ伝える。

注文を受けた事務局は、一つの品目に対して複数の生産者が出荷リストを出して

いた場合、注文の配分を行う。また、河北町以外の生産者に対しては、 遠方から

運ぶ労力が大きいため、なるべくまとまった注文となるように配慮している。河

北町商工会の建物内に事務局と出荷スペースがあり、事務局は出荷先ごとの段ボ

ールを準備しておく。生産者は事務局から配分 された出荷先の段ボールにイタリ

ア野菜を詰めることで出荷作業は終わり、後の作業は事務局が担う。  

 

第３節  分析方法  

 

 本章では、生産者と実需者とがどのように価値共創しているのかを 4 つの要素

から評価する。そして、生産者組織としての活動や生産者組織内での人間関係に

よ っ ても 価 値 共 創 が進 展 し てい る と 考 え たた め、「 社 会 ネ ッ トワ ー ク 分 析」 を 用

い て 、 価 値 共 創 す る 生 産 者 組 織 の 特 徴 を 明 ら か に す る 。 高 橋 ・ 比 屋 根 ・ 林

(2009) は、「どのような社会ネットワーク構造の下、どのような人物が集落のリ

ーダーとして認められているのか」を明らかにす るために集落の住民を対象とし

た社会ネットワーク分析を実施した。この社会ネットワーク分析を行うに当たり、

「 中 心 性 」 や 「 仲 介 者 的 役 割 」 に 注 目 し て い る 。 安 田 (2001) に よ る と 、 中 心 性

とは「行為者が他の行為者と多くの紐帯 2 1 を保持すれば保持するほど、中心 的 」

と解釈するものであり、一般的にはリーダーや代表者が高くなる傾向にある。 仲

介的役割は「媒介性」と表現することもあり、 安田(2001) によると、「 行為者が

 

2 0  河 北 町 と の 距 離 は 、 山 形 市 は 車 で 3 0 分 、 西 川 町 は 車 で 4 0 分 離 れ て い る 。  

2 1  「 2 者 の 間 に 紐 帯 が あ る 」 と は 「 2 者 の 間 に 関 係 性 が あ る 」 と ほ ぼ 同 義 で あ る 。  
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どの程度、ネットワーク内で人々の関係を媒介しているのか」を示すものである。

媒介中心性が高いほど情報のハブになっ ている。図 4-3-1 を使って説明すると、

中心性は A～D のそれぞれの主体がそれ以外の主体とどれだけ関係を持っている

かであり、D は 1 人、A と C は２人、B は３人と関係を持っているため、B の

中心性が最も高い。これは、次数中心性とも呼ばれる。 次数とは、ある主体への

紐 帯 の数 で あ り 、 ある 主 体 に向 か う 矢 印 は「 入 次 数」、 あ る 主体 か ら 出 る矢 印 は

「出次数」と呼ばれる。入次数が大きい場合、ある主体の周りの人物から向かう

矢印が多いことを示しており、周囲からの信頼が寄せられていたり、相談できる

相手として認識されていたりすると考えられる 。反対に、出次数が大きい場合、

ある主体から周りの人物へ向かう矢印が多いことを示しており、自分から話しか

けにいくという積極的な行動をしていると考えられる。 媒介性は A、B、C にお

いてはそれぞれ関係があるため、この３者の間には媒介性はない。しかし、 D は

B としか関係がないため、 A や C と D がつながるには B を媒介する必要がある

ため、B の媒介性は高い。媒介中心性の高い人物は、図 4-3-1 における B のよ

うなネットワークを持っており、B がいなければ D は A や C とつながることが

できなくなってしまう。言い換えると、 D と A、D と C のつながりを媒介して

おり、情報の伝達における中心人物だといえる。 図 4-3-1 が友人関係のネットワ

ークの場合、新たな人物 E が交友関係を広めたいなら、次数中心性が高い B と

関係を持つほうが、より多くの人とつながれる可能性が高い。  

 

 

図 4 - 3 - 1  ネ ッ ト ワ ー ク に お け る 中 心 性 と 媒 介 性 の 模 式 図  

注 ： 図 の 矢 印 は 2 者 の 間 に 関 係 が あ る こ と を 示 す 。  

 

鈴 木 (2017) は 「 あ る 頂 点 の 中 心 性 を 評 価 す る と き に 、 そ の 頂 点 と 隣 接 す る 頂

点の中心性を反映させる方法が必要」だと指摘しており、代表的には「ボナチッ

チのパワー中心性」と呼ばれる指標である。パワー中心性は、ある頂点の次数と

その頂点と繋がっている頂点の次数をもとに計算され る。パワー中心性が高けれ

ば、ネットワークにおける中心性の高い人物とつながっていることを意味してお

り、生産者組織内での 影響力が高い人物という評価をすることができる。  
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 本章 で は 、「 次 数 中 心 性」「 媒 介中 心 性 」「 パ ワー 中 心 性 」を 用 い て 生産 者 組織

内 の ネ ッ ト ワ ー ク を 把 握 し 、 価 値 共 創 す る 生 産 者 組 織 の 特 徴 を 明 ら か に す る 。

「話しかける」という行為は、2 者の双方向のコミュニケーションでもある。そ

こで、仮にＡがＢに話しかけていれば、ＢもＡと話しているとみなし、無向グラ

フとして媒介中心性の値を求めた。さらに、栽培や販売について「話しかける」

のは、話しかけられる 相手の方が知識や技術を持っているためと考えられる。そ

こで、パワー中心性の算出の際には、矢印の向きを逆転させて計算し、多く話し

かけられている人物を高く算出するようにした。媒介中心性とパワー中心性およ

び 社 会 ネ ッ ト ワ ー ク 図 の 図 示 に は 「 Ｒ 」 (Vers ion4.1 .1) を 用 い た 。 媒 介 中 心 性

は「betweenness 関数」を使い、パワー中心性は「bonpow 関数」を使った。  

 

第４節  価値共創する生産者組織の特徴  

  

本章の分析を行うに当たり、かほくイタリア野菜研究会の 組合長 A1 氏、事務

局 O１氏および会を立ち上げた商工会職員 T 氏へ 2021 年９月に聞き取り調査を

行った。また、出荷先の飲食店として山形県内にある４店舗への聞き取り調査も

行った。さらに、研究会に所属する生産者への 聞き取り調査も行った。生産者へ

の調査は、15 名の内、12 名から回答を得ることができた。 詳細は後述するが、

12 名の概要をまとめたのが表 4-4-1 である。10 名の生産者が河北町、 1 名が山

形市、1 名が西川町で営農している。 A1・A2・A4 は現役の役員であり、 A3 は

以 前 役員 を 務 め て いた も の の、 役 員 か ら 降り て 後 輩の 育 成 に 尽 力し て い る。「生

産組合役職」は現在の役職である。12 名の平均年齢は 47 .1 歳であり、 2020 年

農林業センサスの河北町の個人経営体の基幹的農業従事者の平均年齢は 69 .8 歳

であるため、河北町の平均年齢よりも 20 歳以上も若い。イタリア野菜を栽培し

始めた年を表記した。A3 は 1995 年にイタリア野菜を栽培開始していた。これ

は、かほくイタリア野菜研究会の動向とは関係なく、A3 自身がイ タリア野菜に

興味を持ち栽培していた。そして、研究会の設立時に加入したという経緯がある。

経営耕地面積が 20ha 以上の人が 2 名。9 .4ha が 1 名と大規模な経営をしている

人がいる一方で、残りの 9 名は 5ha 未満となっている。経営耕地の内、 イタリ

ア野菜の面積は A1 が最も大きく、1ha だった。イタリア野菜の面積を農林業セ

ンサスで販売農家とされる 30a 以上かどうかで分けると、30a 以上が 5 名、30a

未満が 7 名であった。 農業収入が 1 ,000 万円以上の人は 4 名であり、大規模な

水田作や果樹栽培、花き栽培であった。一方で、 7 名は 299 万円以下であった。

イタ リ ア野 菜に よ る収 入割 合 が最 も高 い 人 は 80% で あり 、 イタ リア 野 菜が 農業

収入の大部分を占めていた。最も割合が低い人で 1%であり、イタリア野菜以外
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の収入が多く、イタリア野菜の面積も小さいため、イタリア野菜による収入が小

さかった。  

生産者にイタリア野菜を生産して良かったと思うことを選択肢から複数回答し

てもらった結果、表 4-4-2 のようになった。選択肢は、農業所得の向上、農業所

得の安定、販路の増加、農業者との交流の増加、飲食店との交流の増加、消費者

の交流の増加、農業の知識や技術の向上、経営規模の拡大、雇用労働力の増加、

河北町を知ってもらうきっかけの増加、その他の 11 項目である。回答が最も多

かったのは、「農業者との交流の増加」と「飲食店との交流の増加」の 2 項目で

10 名 (83%) であった 。生産者の営農地域は 河北町が多いものの、 山形市や西川

町の人もおり、過去には寒河江市の生産者もいた。農協の作物部会は、同地域で

同じ作物を生産している人の集まりである。農協の作物部会と比較すると、複数

の市町村の生産者が集まっていることと、イタリア野菜以外の米や果物が経営の

主となっている人が多いことは、かほくイタリア野菜研究会の特徴だといえる。  

 

表 4 - 4 - 1  生 産 者 の 概 要  

  

注 ： 農 業 収 入 は 農 産 物 売 上 高 と 交 付 金 等 を 合 算 し た 金 額 を 選 択 し て お り 、 1 : 1 0 0 万 円 未 満 、

2 : 1 0 0 ～ 2 9 9 万 円 、 3 : 3 0 0 ~ 4 9 9 万 円 、 4 : 5 0 0 ~ 9 9 9 万 円 、 5 : 1 , 0 0 0 万 円 以 上 、 で あ る 。  

生産者記号 A1 A2 A3 A4 A5 A6

年齢 50歳 43歳 64歳 40歳 55歳 27歳

地域 河北町 河北町 河北町 河北町 河北町 河北町

生産組合役職
組合長

イタ研部会長

ナッツ研

部会長
(元理事)

果物

部会長
ー ー

栽培開始年 2011年 2011年 1995年 2013年 2013年 2020年

経営耕地面積 2,515a 385a 110a 935a 72a 303a

　内イタリア野菜栽培面積 100a 10a 60a 10a 40a 3a

農業収入(選択肢) 5 5 2 5 2 5

　内イタリア野菜割合(%) 15% 10% 80% 5% 50% 1%

生産者記号 A7 A8 A9 A10 A11 A12

年齢 26歳 68歳 47歳 52歳 45歳 48歳

地域 河北町 河北町 山形市 河北町 河北町 西川町

生産組合役職 ー ー ー ー ー ー

栽培開始年 2019年 2018年 2012年 2013年 2014年 2015年

経営耕地面積 2,460a 130a 400a 340a 51a 240a

　内イタリア野菜栽培面積 20a 10a 10a 30a 51a 10a

農業収入(選択肢) 4 2 2 2 1 2

　内イタリア野菜割合(%) 15% 50% 10% 50% 60% 10%
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そのため、河北町内の生産者同士であっても、この研究会に所属してから知り合

った、話すようになったという意見もあった。飲食店との交流の増加もかほくイ

タリア野菜研究会の特徴の一つだといえる。一般的に農協の共同販売では、出荷

先の実需者と会う機会はほとんどない。 飲食店と交流する機会を持たせようと事

務局や役員の生産者は意図しており、実際に飲食店と交流する機会が増えたこと

を良かったこととして捉えていた。所得の向上と回答したのは 2 名(17%) 、所得

の安定と回答したのは 0 名であり、イタリア野菜を生産したことによる所得への

影響は小さかった。  

生産者にイタリア野菜を生産する上で問題となる点を選択肢から複数回答して

もらった結果、表 4-4-3 のようになった。選択肢は、農業所得が不足、農業所得

が不安定、収量が少ない、農産物が売れ残る、異常気象や災害に弱い、作業適期

が短い、栽培技術が難しい、経営規模が拡大できない、出荷調整に手間がかかる、

労働力が不足、その他の 11 項目である。回答が最も多かったのは「出荷調整に

手間がかかる」の 5 名(42%)であった。特に、サラ ダセットを販売している 3 名

中 3 名とも手間がかかると回答している。サラダセットは、一袋に 5~6 種類の

菜っ葉をバランスよく詰めて出荷する。サラダとして提供されるため、変色や傷

がついている箇所は丁寧に取り除かなければならないため、かほくイタリア野菜

研究会の農産物の中で最も手間がかかるものである。その次に回答が多かったの

は「栽培技術が難しい」の 4 名(33%)である。生産者 A3 は、元々一般的に普及

しているナスを栽培していた。 1995 年からはイタリアナスの栽培に取り組 み、

研究会の中で最もイタリア野菜の栽培年数が長い。そ の A3 にとっても、栽培技

術が難しいと思っており、発芽率の向上や出荷歩留の向上が課題となっていた。  

 

表 4 - 4 - 2  生 産 者 の イ タ リ ア 野 菜 を 生 産 し て 良 か っ た と 思 う こ と  

 

注 ： そ の 他 の 回 答 は 無 か っ た 。  

 

表 4 - 4 - 3  生 産 者 の イ タ リ ア 野 菜 を 生 産 す る 上 で 問 題 と な る 点  

 

注 ： そ の 他 の 回 答 と し て は 、「 忙 し い 」 と 「 直 前 の 発 注 に 対 応 で き な い 」 が あ っ た 。  

所得

向上

所得

安定

販路

増加

農業者

交流

飲食

交流

消費者

交流

知識

技術

規模

拡大

雇用

労働力

河北町

宣伝

回答数(人) 2 0 6 10 10 6 8 1 1 4

割合(%) 17% 0% 50% 83% 83% 50% 67% 8% 8% 33%

所得

不足

所得

不安定
低収量

売れ

残り

気象災害

に弱い

適期が

短い

技術が

難しい

規模拡大

できない

出荷調整

が手間

労働力

不足
その他

回答者(人) 1 1 0 2 3 1 4 2 5 3 2

割合(%) 8% 8% 0% 17% 25% 8% 33% 17% 42% 25% 17%



82 

 

 生産者にイタリア野菜を生産することの意味を選択肢から複数回答してもらっ

た結果、表 4-4-4 のようになった。選択肢は、主たる収入源、補足的な収入源、

つらいもの、楽しいもの、やりがいを感じる、農業者とつながる、飲食店とつな

がる、消費者とつながる、経営が多角化できる、飲食店の要望に応える、他の農

業者に勝てるもの、誇りをもてるもの、その他の 13 項目である。回答が最も多

かったのは、「補足的な収入源」の 7 名(58%) であった。「主たる収入源」の 2 名

(17%) よ り も 多 く 、 イ タ リ ア 野 菜 を 主 な 収 入 と し て 考 え て い る 人 よ り も 補 足 的

な 収 入と し て 考 え てい る 人 の方 が 多 い 。 次に 多 か った の は 、「飲 食 店 の 要望 に 応

える」の 5 名(42%) だった。表 4-4-2 では、12 名中 10 名が飲食店との交流が

増えたと回答しており、飲食店からの要望を生産者が直接伝えられることもある。

そのような飲食店からの要望に応えるのがイタリア野菜だと考える生産者がいた。  

表 4-4-5 に飲食店 4 店舗の概要を示した。所在地は、山形市が 2 店、米沢市

と寒河江市が 1 店ずつである。 S1 はワインを中心としたバル形式の店舗である

ため、客 単価が 他の店 舗よりも 高くな ってい る。 S3 は 、新型 コロ ナウイル スの

影響もあり、モーニングやランチを中心とした営業となっているため、客単価は

低くなっている。かほくイタリア野菜の取扱開始日については、 S1 と S2 は店の

営業開始 の同年 に取引 を開始し ている 。 S1 は営業開 始まで の準備 期間中に 、フ

リーマーケットに出店していたイタリア野菜の生産者 2 2 と出会い、店の営業 開 始

と同時期に取引を開始した。 S2 は系列店が 2014 年頃からイタリア野菜の取引

をしてお り、そ の取引 の流れが あって 、 S2 のオープ ンとと もにイ タリア野 菜を

取引するようになった。S3 は TV や雑誌でかほくイタリア野菜が特集されてい

たのを目 にし、 問い合 わせて取 引をす るよう になった 。 S4 は 系列 店が河北 町に

あり、研究会の試食イベント等の手伝いをしていたため、研究会がイタリア野菜  

 

表 4 - 4 - 4  生 産 者 の イ タ リ ア 野 菜 を 生 産 す る こ と の 意 味  

 

注 ： そ の 他 の 回 答 は 無 か っ た 。  

 

2 2  寒 河 江 市 在 住 の 生 産 者 で あ っ た が 、 現 在 は イ タ リ ア 野 菜 を 生 産 し て い な い 。  

主たる

収入

補足的な

収入
つらい 楽しい やりがい

農業者と

つながる

回答者(人) 2 7 1 3 4 2

割合(%) 17% 58% 8% 25% 33% 17%

飲食店と

つながる

消費者と

つながる

経営

多角化

要望に

応じる

他農業者

に勝つ

誇りを

持てる

回答者(人) 4 2 2 5 1 2

割合(%) 33% 17% 17% 42% 8% 17%
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の販売を開始した 2013 年から取引を開始している。 S4 の系列店は現在閉店し

ており、その系列店の閉店後には地理的に比較的近い S4 が試食イベント等の手

伝いもしている。  

 

表 4 - 4 - 5  飲 食 店 の 概 要  

 

 

 

以下では、まず始めにかほくイタリア野菜研究会と飲食店が価値共創している

ことを価値共創の４つの要素による評価から明らかに し、飲食店の文脈価値を指

摘する。次に、生産者組織の 社会ネットワーク分析から、価値共創する生産者組

織の特徴を明らかにする。  

第 1 項  価値共創の４つの要素による評価  

１）  「対話」による評価  

 「 対話 」 と は 、「 当 事 者 同士 が 深 く か かわ り 合 いな が ら 、 行 動へ 向 け て意 見 を

交わすこと」と定義されている。 生産者と飲食店が 「対話」するには、両者が話

し合う・関わり合う場が必要である。  

 研 究会 へ の 調 査 より 、「 日 本 イ タ リ ア料 理 協 会 」等 の イ タ リ ア料 理 や イタ リ ア

野菜に関係する各種のイベントに参加した時に、飲食店とコミュニケーションす

る機会があり、新規の出荷先確保の機会にもなっている ことがわかった。さらに、

出荷先の飲食店には、イタリア野菜が出始める時期や新品目の売り込みといった

商談に行くことがある。この商談は主に事務局が担当しているが、各生産者が年

に 1 回は同行するようにしている。生産者が商談に同行し、 生産者が「私が責任

をもって生産します」と飲食店に直接伝えることで、信頼を得られやすい と事務

局は思っている。また、商談等で出張した際には、県外取引先の飲食店で食事を

するようにしており、少しでも飲食店とコミュニケーションをしようとしている。

同時に、生産者が飲食店へ行くことで、自分の生産したイタリア野菜がどのよう

に料理されているのか、どのようなお客さんがイタリア野菜を食べているのかを

S1 S2 S3 S4

所在地 山形市 山形市 米沢市 寒河江市

従業員 １名 ５名 ２名 ２名

営業開始日 2015年 2020年 2012年 2003年

1週間の

来店客数

30人 250人 100人 200人

平均客単価 7,000円 4,000円 1,500円 4,000円

イタリア野菜の

取引開始日

2015年 2020年 2017年 2013年
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知る機会にもなっている。県内の飲食店においては、研究会の飲み会を行うこと

もある。これらの飲食店との 交流で得られた飲食店のニーズといった情報は、月

に一回の定例会や理事会で共有さ れる。さらに、年間の振り返りを 2 月頃に実施

し、次年度の指針が話し合われる。  

 飲食店による生産者との交流経験をまとめたのが、表 4-4-6 である。 S２と S

４は生産者との交流経験が数えきれないほどあり、研究会のイベントを手伝った

こともある。研究会のイベントの一例は、かほくイタリア野菜の圃場を訪れるツ

アーである。このツアーでは、イタリア野菜を料理 して提供する。その際に飲食

店が料理に協力することがある。 S1 と S3 は生産者と会う機会はほとんどなかっ

た。河北町の圃場を訪れた経験について、S1 、S２、S4 は経験があり、 S2 と S4

は何度も 経験が あった 。生産者 と交流 した感 想 につい て、 S1 は栽 培現場へ の理

解が深まり、作っている人がどんな人なのか知ることで作物への信頼感が増すと

思っ てい た。 S ２は 、 イタ リア 野菜 を生 産し た人 がど のよ うな 人な のか を知 るこ

とで、料 理を提 供する 際の接客 に熱が 入りや すいと感 じてい た。 S4 は、 圃場を

訪れることで農産物の育ち方 といった野菜の知識が増え、来店客に教え ることも

できると思っていた。また、交流を通して生産者の人となりを知ることができる

と思っていた。  

生 産 者 が飲 食 店 と の 「 対 話 」 をど の よ う に 意 識 し て いる の か に つ い て 、「 出 荷

先の飲食店のことをよく知っている」と「飲食店と交流する機会を持とうとする」

の 2 つを質問し、「とても当てはまる」から「全く当てはまらない」の 5 段階で  

 

表 4 - 4 - 6  飲 食 店 の 生 産 者 と の 交 流 経 験  

   

S1 S2 S3 S4

生産者と

会う機会

ほとんどない。 頻繁にある。生産者

がお店に食べにくる

こともある。研究会

と協力してイベント

を開催する。

ほとんどない。 何十回もある。研究

会のイベントを手

伝ったことがある。

河北町の圃

場を訪れた

経験

2回、トレヴィーゾの

栽培を見に行った。

何回も訪れたことが

あり、いちご狩りで

研究会にお世話に

なったこともある。

ない。 何十回もある。研究

会の忘年会や新年会

で料理をふるまった

こともある。

生産者と

交流した

感想

栽培現場への理解が

深まった。作ってい

る人がどんな人なの

か知ることで作物へ

の信頼感が増す。

店で料理を提供する

際に、どのような生

産者が作ったのかを

知っていることで接

客に熱が入りやす

い。

研究会の生産者と交

流するイベントに参

加したことが一度だ

けあるが、あまり生

産者と話せなかっ

た。

農産物の育ち方を知

ることで野菜の知識

が増え、お客さんに

も教えられる。生産

者の人となりを知る

ことができる。
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評価してもらった結果が表 4-4-7 である。「出荷先の飲食店のことを良く知って

いる」に対しては、「当てはまる」と「どちらでもない」に 5 名ずつ回答してお

り 、 生産 者 全 体 と して は 、 肯定 的 な 回 答 の方 が や や多 い 。「 飲食 店 と 交 流す る 機

会 を 持と う と す る 」に 対 し ては 、「 と ても 当 て は まる 」 と 「 当 ては ま る 」を 合 わ

せると 6 名が回答しており、肯定的な回答が多い。  

生産者の飲食店との交流回数と交流人数をまとめたのが表 4-4-8 である。12

名中、11 名は飲食店との交流経験があり、 A1、A2、A3 は数えきれないほど飲

食店との交流経験があった。加入してからの年数が長い人ほど交流回数が多い傾

向 に あ る 。 A12 は 兼 業 農 家 で あ る た め 、 飲 食 店 と の 交 流 に 参 加 す る 余 裕 が な い

とのことだった。また、河北町から約 40km 離れた西川町で営農しているため、

他の生産者と顔を合わせる機会も少ないとのことだった。  

飲食店との交流経験のある 11 名の生産者に対して、飲食店との交流方法を複

数回答してもらったものが表 4-4-9 である。選択肢として、イベント等の催事、

飲食店の人が圃場見学に来る、飲食店へ食べに行く、その他の 4 項目を設定した。

最も多かったのは、「飲食店へ食べに行く」であり、 11 名(100%) が回答してい

た。前述のように、主張の際には出荷先の飲食店で食事をするようにしている他、

研究会の 飲み 会等を 出 荷先の飲 食店 で行 う こ ともある ため 、交流 経 験のあ る 11

名全員が回答していた。また、「イベント等の催事」も 9 名(82%)と多くの生産

者が回答していた。「圃場見学」は 6 名(55%) であったが、圃場見学で飲食店と  

 

表 4 - 4 - 7  生 産 者 の 飲 食 店 と の 「 対 話 」 に 対 す る 意 識  

  

 

表 4 - 4 - 8  生 産 者 の 飲 食 店 と の 交 流 回 数 と 交 流 人 数  

 

飲食店を

よく知る
0 (0%) 5 (42%) 5 (42%) 2 (17%) 0 (0%)

飲食店と

交流する
2 (17%) 4 (33%) 5 (42%) 1 (8%) 0 (0%)

当てはまる
どちら

でもない

当て

はまらない

全く当て

はまらない

とても

当てはまる

生産者記号 A1 A2 A3 A4 A5 A6

交流回数 たくさん 10回以上 たくさん 20回 5回 2回

交流人数 50人 30人 200人 10人 5人 2人

生産者記号 A7 A8 A9 A10 A11 A12

交流回数 5回 3回 5回 30回 40回 なし

交流人数 6人 3人 5人 20人 20人 なし
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交流したことがない人に理由を聞いてみた所、受け入れる余力がない、面積が小

さいので飲食店の人に見てもらうのが恥ずかしい、 山形市で営農しているので圃

場見学は河北町の人に任せているといった意見があった。  

生産者に飲食店の人と交流した感想を選択肢から複数回答してもらった結果、

表 4-4-10 のようになった。選択肢は、たくさん話すことができた、あまり話す

ことができなかった、農業の魅力を伝えられた、河北町の魅力を伝えられた、農

業の大変さを理解してもらえた、農業をするモチベーションにつながった、また

会いたいと思う、もう会いたくない、その他の 9 項目である。最も回答が多かっ

たのは「農業をするモチベーションにつながった」と「また会いたいと思う」 の

9 名(82%) だった。多くの生産者にとって、出荷先の飲食店の人との交流が農業

をするモチベーションになっている。農業の魅力や河北町の魅力、農業の大変さ

を飲食店に伝えることができ、飲食店との交流に満足感があるため、また会いた

いと思う生産者が多いと考えられる。  

 

表 4 - 4 - 9  生 産 者 の 飲 食 店 と の 交 流 方 法  

 

注 ： そ の 他 の 回 答 は 無 か っ た 。 n = 1 1 。  

 

表 4 - 4 - 1 0  生 産 者 の 飲 食 店 と の 交 流 感 想  

 

注 ： そ の 他 の 回 答 は 無 か っ た 。 n = 1 1 。  

  

方法
イベント等

催事
圃場見学 食べに行く

回答者(人) 9 6 11

割合(%) 82% 55% 100%

よく

話せた

話せな

かった

農業の

魅力

河北町

魅力

農業の

大変さ

モチベー

ション

また

会いたい

会いたく

ない

回答者(人) 6 2 3 5 4 9 9 0

割合(％) 55% 18% 27% 45% 36% 82% 82% 0%
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２）  「利用」による評価  

 「利用」とは、消費者・実需者といったサービス受益者側が「好ましい経験」

をすることだと定義されている。 取引されているイタリア野菜の品質が好ましい

経験に直接的に関わっているのはもちろんのこと、イタリア野菜が安定的に供給

されることも好ましい経験をし続けていくのに必要なことである。さらに、イタ

リア野菜という製品のみならず、飲食店が生産現場を理解するために圃場を見学

できること等も好ましい経験の一つだといえる。  

 研究会への調査より、飲食店の潜在的な需要にかほくイタリア野菜 研究会が応

えようとしていたことがわかった。国内でイタリ ア野菜が生産される前には、イ

タリア料理店で輸入したイタリア野菜や一般的に普及している品種の野菜が代替

品として使われていた。しかし、輸入品は鮮度に課題があり、代替野菜は味や食

感がイタリア野菜とは異なるといった課題があった。そのため、国内で生産され

た鮮度の良いイタリア野菜を必要とする飲食店の要望に応えるために河北町でイ

タリア野菜の生産を開始した。イタリア野菜の出荷規格は研究会と飲食店とが協

議して一から作られた。農協を通しての市場出荷の際の規格とは異なり、多少の

外観のいびつさや曲がり、傷物も飲食店との合意のもと出 荷できることがあり、

出荷歩留を上げている 。その理由としては、調理の工程で一部分を取り除くこと

は可能であり、イタリア料理の特徴として、形が崩れるくらいに焼いたり、煮込

んだりして提供するため、果皮の傷が最終的な料理の見た目に影響することはほ

とんどないからである。このような傷は市場出荷では値下げの要因になるため、

市場出荷にはあまり取り組んでいない。 出荷歩留が上がることで、より多くの飲

食店へイタリア野菜を供給することができる。特に、表 4-4-1 で示したように、

イタリア野菜の栽培面積は大きくはなく、 約 90 品目を栽培しているため、品目

によっては 1 品目当たりの面積が小さい。そのため、 厳しい出荷規格では出荷数

量を確保できず、他の生産者が代わりに出荷するといった対応も難しいため、緩

やかな出荷規格となっている。  

 飲食店が好ましい経験をするためには、飲食店から研究会に対して要望を出す

ことも必要である。飲食店が研究会に対して要望を 出したことがあるのかをまと

めたのが、表 4-4- 11 である。S4 は具体的な要望を出したことがあり、かほく

イタリア野菜を取り扱っていることを示す「取扱票」 (資料２)を事務局に作成し

たほうがいいと伝えたことがあった。取扱票には、かほくイタリア野菜研究会の

ロゴマークが大きく印字されている。取扱票を飲食店に設置することで、河北町

の生産者を飲食店が応援していることを 消費者にも伝えられるとともに、研究会

の宣伝にもなっている。取扱票以外にも、最近では、スティックセニョールのよ
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う な マイ ク ロ 野 菜 2 3 を 栽 培 し てほ し い と 研 究 会 に 伝 えて い た 。 S2 は 、 生 産者 に

プレッシャーをかけたくないという思いから、積極的に意見を伝えてはいないが、

新 品 目 の 試 食 会 や 意 見 交 換 会 に 参 加 し 、 実 需 者 と し て の 意 見 を 述 べ て い た 。 S1

は有機栽培した農産物が欲しいという思いを持っているが、そのためには種から

こだわらないといけなくなり、現実的には難しいと思い、要望を出していなかっ

た。S３は、現状に満足しているため、特に要望は出していなかった。  

 

表 4 - 4 - 1 1  飲 食 店 の 要 望 提 出 経 験  

  

 
資 料 ２  か ほ く イ タ リ ア 野 菜 研 究 会 の 「 取 扱 票 」  

注 ： 店 名 は 伏 せ て あ る 。  

 

2 3  マ イ ク ロ 野 菜 は 、 一 株 や 一 粒 が 小 さ い 野 菜 の こ と で あ る 。 ス テ ィ ッ ク タ イ プ の ブ ロ ッ コ

リ ー で あ る ス テ ィ ッ ク セ ニ ョ ー ル や ミ ニ ト マ ト よ り も 小 さ い マ イ ク ロ ト マ ト な ど が 挙 げ ら れ

る 。  

S1 S2 S3 S4

研究会に意

見を出すこ

とはあるか

注文リストから消え

た野菜をダメ元で注

文したら届くことが

ある。有機栽培をし

てほしいけど、種を

こだわらないといけ

ないので、要望を出

したことはない。

生産者から提案され

た新品目の試食会や

意見交換会をするこ

とはある。生産者に

プレッシャーをかけ

たくないため、作っ

てくださいと簡単に

はいわないようにし

ている。

欲しいものは作られ

ているため、特に意

見を言うことはな

い。

最近はマイクロ野菜

を栽培してほしいと

要望を出した。包装

は過剰すぎるため、

新聞紙で包まれてい

れば十分。イタリア

野菜の取扱票(認定証

みたいなもの)は事務

局に言って作らせ

た。
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 生 産者 が 飲 食 店 との 「 利 用」 を ど の よ うに 意 識 して い る の か につ い て 、「 出荷

先の飲食店を意識して生産する」と「圃場見学を積極的に受け入れる」、「なるべ

く多品目を生産する」 の３つを質問した結果 が表 4-4-12 である 。「飲食店を意

識して生産する」に対しては、12 名中 11 名が肯定的な回答であり、否定的な回

答 は 無 か っ た 。 ほ と ん ど の 生 産 者 は 出 荷 先 の 飲 食 店 を 意 識 し て 生 産 し て い た 。

「圃場見学を受け入れる」は表 4-4-9 で言及したように、圃場見学を受け入れた

ことがあるのは生産者の約半数であり、 圃場見学を受け入れる余力がない 等を生

産者は思っていた。「なるべく多品目を生産する」は、「当てはまら ない」が 4 名、

「全く当てはまらない」が 3 名であった。 表 4-4-3 のイタリア野菜を栽培する

上での問題点で栽培技術が難しいと挙げている人がいるように、一人ひとりで多

数 の 品 目 を 栽 培 す る の は 容 易 で は な い と 思 わ れ る 。 し か し 、 生 産 者 全 体 で は 約

90 品 目が栽 培さ れて いる。事 務局 は生産 者 へ栽培品 目の 提案を し ており、 各生

産者の栽培品目の重複をさけ、各生産者の栽培品目数では限界がある所を研究会

全体として栽培品目数を確保していた。  

 

表 4 - 4 - 1 2  生 産 者 の 飲 食 店 と の 「 利 用 」 に 対 す る 意 識  

  

 

３）「リスク評価」による評価  

 「リスク評価」とは、生産者が消費者・実需者に利点だけでなく損害が及ぶ可

能性も伝えていることと定義されている。 実需者である飲食店に対して、イタリ

ア野菜の栽培や出荷におけるリスクがあることを生産者や事務局が説明する必要

がある。さらに、そのリスクを踏まえた上で、可能な対策を講じる必要もある。  

研究会への調査より、イタリア野菜の栽培技術が確立していないため、現在も

組合長の A１氏を中心に技術試験をしながら、研究会独自の栽培マニュアルを作

成していた。播種期などの栽培暦を作成し、始めてイタリア野菜を 栽培する人も

取 り 組 み や す い よ う に し て い る 。 ま た 、 A1 氏 は 潅 水 や 遮 光 ネ ッ ト と い っ た 施

設・設備を試験的に導入し、生産性を向上させるための技術を模索している。 こ

れまでは、これらの栽培管理に関する技術習得に取り組み、イタリア野菜 の安定

的な生産を目指していたため、イタリア野菜の栽培で減農薬 ・減化学肥料 栽培は

飲食店を意識

して生産する
4 (33%) 7 (58%) 1 (8%) 0 (0%) 0 (0%)

圃場見学を

受け入れる
2 (17%) 3 (25%) 5 (42%) 2 (17%) 0 (0%)

多品目を

生産する
1 (8%) 3 (25%) 1 (8%) 4 (33%) 3 (25%)

当てはまる
どちら

でもない

当て

はまらない

全く当て

はまらない

とても

当てはまる



90 

 

行っていない。研究会では、翌週の出荷リストを飲食店に伝え、飲食店はその出

荷リストから注文を研究会に伝えている。 注文量に関する事前の取決めはなく、

店によっては注文をしないときもある。出荷予定量を上回る注文が来た時には、

多く出荷することができないか事務局は生産者に確認する。前年度の注文量を踏

まえて次年度の作付計画が立てられており、近年は需要の増加があまりないため、

大幅な作付け量の変更はしていない。売り切れる量を栽培するように作付計画は

作成される。その他の取組として、東京オリンピック へ出荷することを目標に 、

理事等を中心に GAP 部会を作り、2019 年に山形県版 GAP を取得した。実際に

東京オリンピックの選手村での料理にかほくイタリア野菜が使われた 。また、百

貨店やイオン系列の小売店からは GAP を取得した生産者の農産物を仕入れたい

と言われることもある。  

飲食店が有機・特別栽培といった安全・安心な栽培方法へのこだわりを持って

いるのかとイタリア野菜が欠品した際の対応方法をまとめたのが表 4-4-13 であ

る。栽培方法について、S1 と S3 はなるべく有機栽培されたものを店で使いたい

と思っており、店で使うワインやお茶類等は有機栽培のものを使用していた。 現

在、かほくイタリア野菜では、有機・特別栽培に取り組んでいないため、今後の

課題である。S2 や S4 は、有機・特別栽培だからといって仕入れることはな かっ

た。 S2 は 、生産 者と 会って話 してみ て信頼 できるか どうか を考 え て仕入れ てい

た。悪天候等により、予定通りにイタリア野菜を出荷することができず、欠品と

なったことがある。その際には、生産者から事務局へ、事務局から飲食店へ欠品  

 

表 4 - 4 - 1 3  飲 食 店 の 栽 培 方 法 へ の こ だ わ り と 欠 品 時 の 対 応  

  

S1 S2 S3 S4

特別栽培や

有機栽培の

農産物を意

識的に仕入

れるか

気にしているけど、

物があまりない。

あったら仕入れてい

る。店で扱うワイン

はナチュラルワイン

だけ。

農薬の使用・不使用

だけで農産物の購入

は決めない。安全だ

けど、コスト面を考

えないといけない。

信頼できる生産者か

ら仕入れるようにし

ている。

意識しており、コー

ヒーやお茶類も有機

のものを使ってい

る。健康や安心を意

識して有機のものを

仕入れている。

意識的に仕入れるこ

とはない。自分の菜

園では有機栽培して

いる。

予定通りに

仕入れられ

ない際の対

処法

イタリア野菜の代替

になるものはないと

思うので、提供メ

ニューを変更する。

仕入れられたもので

料理する。お客さん

にも正直に話し、農

業の苦労を理解して

もらう。

仕入れられないこと

はストレスだけどメ

ニューは柔軟に変更

する。

仕入れられなくても

料理の腕でなんとか

できる。その料理を

楽しみに来るお客さ

んがいるため、なる

べくメニューは変更

しないようにする。
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の連絡が届くようになっている。欠品があった場合に飲食店は、提供メニューを

変更するといった臨機応変に対応していた。例えば、かほくイタリア野菜研究会

のロゴにも使用されているトレヴィーゾは料理の主役として調理されるため、欠

品した場合は提供メニューを変更せざるを得ない。しかし、料理の付け合わせで

使われる野菜なら、他の野菜で代替することが可能である。提供メニューの変更、

代替野菜の使用といった判断を状況に合わせて飲食店はしていた。これらの判断

の背景には、生産者との「対話」を通して、農産物生産が不安定であることを理

解し、仕入れられないことも仕方ないといった生産現場への理解があった 。  

 生産者に飲食店との 「リスク評価」をどのように意識しているのかについて、

「不作のリスクを低減させる」と「減農薬・減化学肥料で生産する」の２つを質

問した結果が表 4-4-14 である 。「不作のリ スクを低減させる」に 対しては、肯

定的な回答が 12 名中 9 名であり、多くの生産者が不作のリスクを低減させよう

と意識していた。不作は生産者にとって直接的に所得に影響を及ぼすため、意識

しやすい。しかし、不作になることは、飲食店にとっても欠品となるため、生産

者 が 意識 す る 必 要 があ る。「 減 農 薬 ・ 減化 学 肥 料 で生 産 す る 」 は肯 定 的 な回 答 が

12 名中 7 名であり、意識している生産者の方が多かった。 イタリア野菜では、

減農薬・減化学肥料栽培に取り組んでいない ので、イタリア野菜以外の品目で取

り組んでいると思われる。これまでは、安定的に生産するための栽培管理に焦点

が当てられており、代表である A1 氏もイタリア野菜の栽培をし始めて 10 年を

経過したところである。今後、生産者の栽培技術が習熟することで、イタリア野

菜を減農薬・減化学肥料で生産するための栽培試験が行われる可能性は十分に考

えられる。  

 

表 4 - 4 - 1 4  生 産 者 の 飲 食 店 と の 「 リ ス ク 評 価 」 に 対 す る 意 識  

  

 

 ４）「透明性」による評価  

 「透明性」とは、生産者と消費者・実需者間の情報の非対称性の解消と定義さ

れており、情報公開が求められる。  

 研究会への調査より、栽培計画を HP 上で公開することで、実需者への情報公

開を行っていることがわかった。栽培計画には、旬別で分けた時の収穫時期、収

不作のリスクを

低減させる
2 (17%) 7 (58%) 2 (17%) 1 (8%) 0 (0%)

減農薬・減化学

肥料で生産する
3 (25%) 4 (33%) 3 (25%) 2 (17%) 0 (0%)

とても

当てはまる
当てはまる

どちら

でもない

当て

はまらない

全く当て

はまらない
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穫量、品目の外観、味、食感、調理方法等の説明文が記されている。この説明文

の作成には、野菜ソムリエの意見も参考にしている。前年度の 生産量や注文量等

を も とに し て 、 次 年度 の 生 産量 を 計 画 す る。 ま た、「 対 話 」 で述 べ た よ うに 、 飲

食店の圃場見学を受け入れることで、飲食店はイタリア野菜がどのように生産さ

れているのか、生産現場への理解を深めることができる。  

 表 4-4-15 は、生産者が栽培計画の公開や GAP 認証取得したことへの飲食店

の反応をまとめたものである。 S1 と S2 は提供メニューや翌月の仕入れを考える

際に栽培 計画を 参考に していた 。また 、 S4 は婚礼料 理など の大口 需要が決 まっ

た時には、事務局へ作付けを増やしてもらうように伝えており、先を見越して行

動し て いた 。 GAＰ 認 証に つ いて は ほと ん ど 知ら れ てお ら ず、 事 務 局等 で も宣 伝

をしていなかった。その理由として、生産者全員が取得しているわけではないこ

とと、ＧＡＰ取得の経緯となったオリンピックへの出荷はオリンピックが終了す

るまで公言できない契約をオリンピック運営委員会と結んでいたからである。そ

のため、ＧＡＰ取得をやや宣伝しづらい状況にあった。今後は、オリンピックへ

の出荷実績と共に、宣伝することができる。  

生 産 者 に飲 食 店 と の 「 透 明 性 」を ど の よ う に 意 識 し てい る の か に つ い て、「 栽

培計画を順守する」と「飲食店に情報を伝える」、「ＳＮＳで情報発信する」の 3

つを質問した結果が 表 4-4-16 である 。「 栽培計画を順守する」 に対しては、肯

定的な回答が多く、否定的な回答は無かった。出荷先に伝えた栽培計画を守るこ

と を 多く の 生 産 者 が意 識 し てい た 。「 飲食 店 に 情 報を 伝 え る 」 は否 定 的 な回 答 は

無かったものの、どちらでもないと回答したのが 7 名であり、多くの生産者が意

識 して い る わ けで は な か った 。「 ＳＮ Ｓ で 情 報 発信 す る 」 は、 当 て は まる が ３ 名、

どちらでもないが４名、当てはまらないが５名と肯定的な回答と否定的な回答に

分かれた。回答者 12 名の平均年齢は 47 歳と河北町の基幹的農業従事者の平均

年齢よりも 20 歳以上若かったが、インターネットの活用に前向きな人は 少ない。  

 

表 4 - 4 - 1 5  生 産 者 の 情 報 公 開 に 対 す る 飲 食 店 の 反 応  

 

S1 S2 S3 S4

栽培計画の

活用方法

季節ごとに提供する

メニューを変えるた

め、栽培計画を参考

にしてメニューを考

える。

翌月の仕入れを考え

る際の参考にしてお

り、メニューはその

時にあるもので考え

る。

見たことはあるが、

活用していない。

春の終わりごろに、

秋や冬の婚礼料理の

予約が入る。その時

に事務局に連絡し

て、特定の野菜の作

付けを増やしてもら

うことがある。

GAP認証に

ついて

知らない。 少し聞いたくらい。 知らない。 知らない。
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表 4 - 4 - 1 6  生 産 者 の 飲 食 店 と の 「 透 明 性 」 に 対 す る 意 識  

 

 

かほくイタリア野菜研究会の事例においては、 国産の新鮮なイタリア野菜 生産

は飲食店の需要を満たすため、「利用」に当てはまる。欠品時の対応は、「リスク

評価」を行っているからである。栽培計画の公開は「透明性」に当てはまる。こ

れらの取組が生産者と飲食店との話し合いによって実現したことは「対話」に当

てはまる。以上から、 生産者と飲食店は価値共創しているといえる。次に、飲食

店の感じている文脈価値を明らかにする。  

 

５）飲食店の文脈価値  

飲食店が研究会との関わりによって得られた知識・技術・経験をどのような 文

脈 価 値と し て 感 じ てい る の かを 把 握 す る ため 、「 か ほ く 野 菜 を使 う こ と が店 や 料

理人にとってどのような意味があるのか」 を質問した結果を表 4-4-17 にまとめ

た。S1 は、「郷土の魅力」や「野菜を作っている人」のことを消費者に伝えられ

ることに意味を見出していた。これは、生産者の人柄や熱意といったものに文脈

価値を感じ、それを消費者にも伝えたいと思っていたと解釈できる。 S2 は、「地

場のものを使っている」というアピールになると思っていた。これは、イタリア

野菜を通して地域の魅力を発信できることに文脈価値を感じていたと解釈できる。

Ｓ３は研究会が約 90 品目と多品目栽培しているため、「便利な仕入れ先」 として

研究会を位置づけていた。また、研究会以外でイタリア野菜が栽培され、品質や

価格によっては仕入れ先を変更する可能性があるとも考えていた。これは、研究

会とのつき合いによって得られた知識や経験等によって形成された文脈価値とは

言えない。Ｓ４は「生産者と意見を交わしつつ料理を作れる」と思っていた。研

究会に栽培してほしい品目の要望を出し、研究会の提案に意見をすることで、飲

食店の作りたい料理のための原材料生産にも関わっていた。また、その料理の提

供 を 通し て 、「 お客 様 の 満 足に 応 え た い 」と も 思 って い た 。 こ れは 、 原 材料 生 産

にも関わることで、消費者により大きな満足を提供できることに文脈価値を感じ

ていたと解釈できる。  

 

栽培計画を

遵守する
2 (17%) 8 (67%) 2 (17%) 0 (0%) 0 (0%)

飲食店に

情報を伝える
1 (8%) 4 (33%) 7 (58%) 0 (0%) 0 (0%)

SNSで

情報発信
0 (0%) 3 (25%) 4 (33%) 5 (42%) 0 (0%)

とても

当てはまる
当てはまる

どちら

でもない

当て

はまらない

全く当て

はまらない
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表 4 - 4 - 1 7  飲 食 店 の 文 脈 価 値  

 

 

第 2 項  生産者組織の 社会ネットワーク分析  

 生産者組織のネットワークを分析するために、生産者に対して 「あなたがイタ

リア野菜の栽培(施肥、病害虫防除、労働力管理、作付量の調整など )に関して話

す 人 」と 「 あ な た が イ タ リ ア野 菜 の 販 売 ( 販 売 先 の拡 大 ・ 変 更 、 ニ ー ズ に合 わせ

た栽培品目への変更や新品目の導入など )に関して話す人」の 2 項目について、

研 究 会の メ ン バ ー を挙 げ て もら っ た 。「話 し か け る」 と い う 行 為は 、 知 識や 技 術

など自分に不足しているものを相手から聞いて補う ために積極的に動いている と

みなすことができる。また、話しかけられる方は、知識や技術が豊富であると信

頼されている人物だと考えられる。第 1 項での価値共創の４つの要素に関する質

問 2 4 について、「とても当てはまる」を 5 点、「全く当てはまらない」を 1 点と し

たときの生産者ごとの平均点を集計した結果、表 4-4-18 のようになった。以下

の分析では、平均点が 3.5 点以上の人物は価値共創の意識がより高い人物として

扱い、ネットワークを描写する際には、色を付けて表示する。  

 

表 4 - 4 - 1 8  生 産 者 ご と の 価 値 共 創 の 4 要 素 の 平 均 点  

 

注 ： 価 値 共 創 の 4 要 素 の そ れ ぞ れ の 質 問 に 対 し て 、「 と て も 当 て は ま る 」 を 5 点 、「 全 く 当 て

は ま ら な い 」 を 1 点 と し た と き の 平 均 点 で あ る 。  

  

 

2 4  表 4 - 4 - 7 、 表 4 - 4 - 1 2 、 表 4 - 4 - 1 4 、 表 4 - 4 - 1 6 に 示 し た 質 問 を 指 し て い る 。  

S1 S2 S3 S4

かほく野菜

を使うこと

が店や料理

人にとって

どのような

意味がある

か

郷土の魅力を伝える

ことができる。山形

にこのような野菜を

作っている人がいる

ことを伝えられる

地場のものを使って

いることをアピール

できる。他の店との

差別化

研究会は色々な物が

一手に仕入れられる

便利な仕入れ先

生産者と意見を交わ

しつつ料理を作れ

る。生産者に上手に

作ってもらった野菜

を上手に料理して、

お客様の満足に応え

たい

A1 A2 A3 A4 A5 A6 A7 A8 A9 A10 A11 A12

価値共創

平均点
3.9 3.7 3.9 3.6 3.3 3.4 3.2 3.3 3.6 4.0 3.1 2.9
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 １）イタリア野菜の栽培に関するネットワーク  

 イタリア野菜の栽培に関して話しかける人をまとめたのが表 4-4-19 である。

A1～A12 は調査を実施できた生産者 12 名、B1～B3 は調査を実施できなかった

生産者 3 名、O1・O 2 はかほくイタリア野菜研究会の事務局である。例えば、 1

行目の A1 の列には O 1 が挙げられており、これは A1 が話しかける相手として

O1 を挙げたことを意味している。生産者 12 名で栽培について話しかける人と

して挙げた人数は、計 37 人(平均 3 .1 人)であった。出次数は A12 が 7 人、A4

が 6 人、A9 が 6 人だった。この 3 名はイタリア野菜の栽培について話しかけに

いくことが多い人物であり、積極的に行動しているといえる。入次数は O 1 が 8

人、A1 が 7 人、A3 が 5 人だった。この 3 名はイタリア野菜の栽培について話

しかけられることが多い人物であり、他の生産者から信頼が寄せられていた。  

このネットワークについて、表 4-4-18 で示した価値共創の 4 要素の平均点が

3.5 点以上の人に色を付けて描写 したのが、図 4-4-20 である。矢印は話しかけ

る関係を表しており、向かってくる矢印が多い A1 や O 1 は入次数が高い。反対

に、A4・A9・A12 は出次数が高いことが分かる。青枠で囲った A9・B1・B2 は

山形市在住の生産者、赤枠で囲った A12 ・B3 は西川町在住の生産者である。 A9

は山形市、A12 は西川町に在住しており、河北町とはやや距離が離れていた。  

 

表 4 - 4 - 1 9  イ タ リ ア 野 菜 の 栽 培 に つ い て 話 し か け る 人

 

  注 ： 価 値 共 創 の 平 均 点 が 3 . 5 以 上 の 人 物 は 緑 で 塗 り つ ぶ し て い る 。  

A1 A2 A3 A4 A5 A6 A7 A8 A9 A10 A11 A12 B1 B2 B3 O1 O2 計

A1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1

A2 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 2

A3 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 2

A4 1 1 1 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6

A5 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

A6 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 3

A7 1 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3

A8 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1

A9 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 1 1 6

A10 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 3

A11 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 2

A12 1 1 1 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 1 1 0 7

計 7 4 5 0 1 3 2 1 0 1 0 0 2 1 1 8 1 37
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しかし、イタリア野菜の栽培について不足している知識や技術について、自ら話

しかけに行く姿勢を持っていると評価できる。  

イタリア野菜の栽培に関するネットワークについて、媒介中心性とパワー中心

性を求めたのが表 4-4-21 である。媒介中心性は、 A9、A12 、A1、O１、A3 が

高い。A９や A12 の値が高いのは、B1～B3 に話しかけていたかたである。Ｂ１

～Ｂ３は調査を実施できず、B１～Ｂ3 から向かう矢印は存在しないため、他の

生産者とのつながりが少ない。B1～B3 に話しかける生産者の媒介中心性は高く

なりやすく、A９や A12 の媒介中心性は高くなっていた。調査を実施した A1～

A12 の中で B1～B3 に話しかける生産者は少なく、 A9 と A12 は山形市・西川

町 と 河 北 町 を つ な ぐ 架 け 橋 に な っ て い る 可 能 性 が あ る 。 さ ら に 、 A １ や O １ が

A9 や A12 と関係があるのはもちろんのこと、 A3 も A9 や A12 との関係を持っ

ている。このように山形市や西川町の生産者が複数名の人物と関係を構築してい

ることで、研究会内の連携が強化され、イタリア野菜栽培が円滑に行われている

と捉えられる。パワー 中心性は O1、 A1、 A2、A3、 A6 が比較的 高い。これら

の生産者はネットワークへの影響力が高いことを意味している。A1 は試験栽培

を行い、栽培マニュアルを作成しているため、ネットワークへの影響力が大きい。

また、A1 への調査か らは、 O1 と最も密に 連絡を取り合っている ことが分かっ

ており、A1 と同様に O1 にも栽培に関する知識が集積していると思われる。 A2  

 

 

図 4 - 4 - 2 0  イ タ リ ア 野 菜 栽 培 に つ い て 話 し か け る 生 産 者 の ネ ッ ト ワ ー ク 図  
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は副理事長として活動してきた経緯があり、 A3 は長年の栽培経験 がある。その

ような点から A２や A3 を頼る生産者が多いため、ネットワークへの影響力が高

まっていると思われる。  

 

表 4 - 4 - 2 1  イ タ リ ア 野 菜 栽 培 の ネ ッ ト ワ ー ク に お け る 媒 介 中 心 性 と パ ワ ー 中 心 性  

 

注 ： パ ワ ー 中 心 性 は β ＝ 0 . 2 で 計 算 し た 。 媒 介 中 心 性 は 1 0 以 上 、 パ ワ ー 中 心 性 は １ 以 上 の

値 の 場 合 、 下 線 を 付 け た 。  

 

 ２）イタリア野菜の販売に関するネットワーク  

 イタリア野菜の販売に関して話しかける人をまとめたのが表 4-4-22 である。

生産者 12 名で販売について話しかける人として挙げた人数は計 22 人(平均 1 .8

人 ) で あ り、 イ タ リ ア 野 菜 の栽 培 に 関 し て 話 し か ける 人 よ り も 少 な か っ た。 出次

数は、A9 が 5 人、A3・A8・A11 が 3 人だった。A9 はイタリア野菜の栽培につ

いても出次数が高く、 栽培と販売の両方について自ら話しかけに行っていた。入

次数は O1 が 10 人、A1 が 5 人だった。事務局と組合長は、イタリア野菜の栽

培についても入次数が高く、栽培と販売の両方について生産者から信頼が 寄せら

れていた。  

イタリア野菜販売のネットワークを描写したのが図 4-4-23 である。O1 へ向

かう矢印が多く、次に A1 へ向かう矢印が多いことが分かる。イタリア野菜の栽

培に関するネットワークと販売に関するネットワークを比較した時に、販売のネ

ットワークの方が話しかける相手が限定されているのがわかる。これは、事務局

が生産者と飲食店をつなぐ窓口となっており、日々飲食店と関わっている事務局

に相談すれば販売について知りたいことや悩みが解決すると生産者が判断してい

ると思われる。  

  

A1 A2 A3 A4 A5 A6 A7 A8 A9 A10 A11 A12 B1 B2 B3 O1 O2

媒介中心性 26.1 5.2 14.4 5.5 0 0.8 0.6 0.6 33.0 4.9 0 29.7 1.9 0 0 23.3 0

パワー中心性 1.99 1.21 1.15 0 0.22 1.03 0.64 0.22 0 0.26 0 0.0 0.44 0.22 0.22 2.88 0.22
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表 4 - 4 - 2 2  イ タ リ ア 野 菜 の 販 売 に つ い て 話 し か け る 人  

 

注 ： 価 値 共 創 の 平 均 点 が 3 . 5 以 上 の 人 物 は 緑 で 塗 り つ ぶ し て い る 。  

 

 

図 4 - 4 - 2 3  イ タ リ ア 野 菜 販 売 に つ い て 話 し か け る 生 産 者 の ネ ッ ト ワ ー ク 図  

 

A1 A2 A3 A4 A5 A6 A7 A8 A9 A10 A11 A12 B1 B2 B3 O1 O2 計

A1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1

A2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1

A3 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 3

A4 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 2

A5 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

A6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1

A7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1

A8 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 1 3

A9 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 5

A10 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1

A11 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 3

A12 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 5 1 0 2 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 10 2 22

A1

A2

A3

A4

A5

A6

A7

A8

A9

A10

A11

B3

O1

O2
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イタリア野菜販売のネットワークにおける媒介中心性とパワー中心性を求めた

のが表 4-4-24 である。媒介中心性について、O1、A1、A9 が高い。この 3 名

は、イタリア野菜栽培に関するネットワークの媒介中心性も高かった人物である。

イタリア野菜栽培と販売の媒介中心性を比較した時、 O 1 の値は販売の方が高い。

イタリア野菜栽培のネットワークは複数名の生産者や事務局が幅広い関係性を持

つことで、研究会としてのネットワークが構築されていた一方で、イタリア野菜

販売のネットワークにおける O1 への依存度が高く、生産者と事務局で役割が明

確に分担されていた。 パワー中心性は O 1、A1 が比較的高い。媒介性が O1 や

A1 に集中しているように、知識等が O 1 や A1 に集積することで、この 2 名は

ネットワークへの影響力が高い。  

 生産者組織のネットワークを分析するために、イタリア野菜の栽培と販売につ

いて話す相手を調査した結果、次のことが指摘できる。イタリア 野菜の栽培に関

するネットワークでは、山形市や西川町のやや遠くに居住している生産者が自分

から話しかける「出次数」が高く、不足する知識や技術について補う努力をして

いた。飲食店の要望に応えるイタリア野菜生産を行うには、技術の習得等は欠か

せないと考えられる。また、A9 や A12 は媒介中心性が高く、それぞれ山形市・

西川町と河北町をつなぎ、情報伝達をしている可能性がある。パワー中心性 では、

A2・A3・A6 といった組合長や事務局以外の生産者の値も高く、 1 人に依存する

のではないネットワークが構築されていた。イタリア野菜の栽培 について、栽培

技術全般や作付け、生育状況について話し合われている。  

 イタリア野菜の販売に関するネットワークは、 O 1 へ集中するようなネットワ

ークとなっており、O 1 の媒介中心性やパワー中心性の値もイタリア野菜栽培の

値よりも高かった。イタリア野菜栽培は事務局と複数名の生産者がキーマンとな

っていた一方で、イタリア野菜販売はほとんど事務局のみがキーマンという違い

があった。これまで、イタリア野菜の供給を安定化させるために組合長が中心と

なって栽培マニュアルを作成し、栽培技術の普及に努めてきた。そのため、日常

的な業務での飲食店との関わりを事務局が担うことで、生産者は農業へ専念でき

る。また、農閑期などの生産者に余力があるときには、飲食店への商談に生産者  

 

表 4 - 4 - 2 4  イ タ リ ア 野 菜 販 売 の ネ ッ ト ワ ー ク に お け る 媒 介 中 心 性 と パ ワ ー 中 心 性  

 

注 ： パ ワ ー 中 心 性 は β ＝ 0 . 2 で 計 算 し た 。 媒 介 中 心 性 は 1 0 以 上 、 パ ワ ー 中 心 性 は １ 以 上 の

値 の 場 合 、 下 線 を 付 け た 。  

A1 A2 A3 A4 A5 A6 A7 A8 A9 A10 A11 A12 B1 B2 B3 O1 O2

媒介中心性 15.3 0 1.0 0.9 0 0 0 3.6 18.4 0 0 0 0 0 0 47.8 1.0

パワー中心性 1.65 0.31 0 0.61 0 0 0 0 0 0.31 0 0 0 0 0.31 3.64 0.61
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が同行することで飲食店との関わりを持 っていた。  

表 4-4-25 は表 4 -4-18 で示した各生産者の価値共創の平均点と各生産者の栽

培・販売の出次数や入次数との相関係数をまとめたものである。栽培・販売の出

次数と価値共創の平均点との間には相関はみられない。栽培・販売の入次数と価

値共創の平均点との間には正の相関がみられる。 生産者の価値共創への意識が高

いことと知識や技術が豊富で相談相手として信頼できる生産者であることとの間

には正の相関関係があった。 飲食店と積極的に交流し、その要望に応えようとす

る姿勢が他の生産者からの信頼にもなっていると考えられる。  

 

表 4 - 4 - 2 5  価 値 共 創 の 平 均 点 と 入 出 次 数 と の 相 関 係 数  

 

 

第５節  小括  

 

本章では、かほくイタリア野菜研究会と飲食店との関係を価値共創の 「対話」

「利用」「リスク評価」「透明性」 の４つの要素から評価し、両者が価値共創して

いることを明らかにした。そして、生産者組織の 社会ネットワーク分析から、価

値共創する生産者組織の特徴を明らかにした。  

「対話」からは、イタリア料理やイタリア野菜に関するイベント、出荷先への

商談会、河北町の圃場見学、出荷先の飲食店での食事といった形式で生産者と飲

食店が交流していることが評価できた。県内の飲食店は、生産者と交流する飲食

店と交流していない飲食店とに分かれた。生産者と交流する飲食店は、イタリア

野菜がどのように栽培されているのか、生産者がどのような人なのかを知り、店

舗での接客に活用していた。生産者 12 名の内 11 名が飲食店との交流経験があ

った。交流した感想としては、農業や河北町の魅力を伝えられた、農業の大変さ

を理解してもらえたと感じるとともに、農業のモチベーションとなった生産者が

多く、また会いたいと思っていた。  

 「利用」からは、研究会と飲食店とで議論して作成された緩やかな出荷規格が

あることで、出荷歩留が向上 していることが評価できた。より多くの飲食店へイ

タリア野菜を供給することができ、これは飲食店の「好ましい経験」の一つとい

える。飲食店からの要望を受けて「取扱票」が作成されたことで、飲食店は河北

町の生産者を応援していることを消費者にも伝えることができる。マイクロ野菜

などの具体的な要望を飲食店から事務局に伝えることがある他、新品目 の試食会

や意見交換に飲食店が参加して直接需要を伝えることもある。生産者 12 名の内

栽培出次数 栽培入次数 販売出次数 販売入次数

-0.12 0.51 0.31 0.55
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11 名 は飲食 店を 意識 して生産 して いた。 圃 場見学の 受け 入れや 多 品目生産 する

ことは労働力や栽培面積に限界があるため、対応できていない生産者もいた。し

かし、研究会全体では 約 90 品目を栽培するなど、生産者ごとに栽培する品目を

分けることで対応しており、圃場見学も受け入れる余力のある生産者が対応する

ことで、飲食店の要望に応えることができていた。  

 「リスク評価」からは、イタリア野菜の栽培技術を確立し安定的な生産を行う

ために組合長を中心として技術試験を繰り返し、栽培マニュアルを作成すること

で不作のリスクを減らす取り組みを評価できた。 実需者からの注文は週ごとに受

け付けており、予定通りに収穫できなかった時には実需者へ事務局から欠品の連

絡をすることになっている。調査した飲食店は、欠品があった際には提供メニュ

ーを変更するといった対応をしており、農産物生産が不安定であることを理解し、

受け入れていた。飲食店への調査からは、減農薬等の取組への期待が確認された

一方で、生産者を信頼しているため購入しているという意見もあった。生産者が

商談等で飲食店と顔を合わすこと が信頼獲得になり、飲食店の素材への安心感に

もなっていた。生産者への調査からは、減農薬・減化学肥料 栽培を意識して生産

する人が多いことがわかった。今後、栽培技術が習熟し、収量が安定化すれば、

減農薬・減化学肥料栽培に取り組む可能性が高く、飲食店の要望にもさらに応え

ることができる。  

 「透明性」からは、研究会が栽培計画を公開することで飲食店が提供メニュー

の参考にしていること、飲食店が圃場見学することで生産現場への理解を深めて

いることが評価できた。特に、飲食店に大口需要があるときには、栽培計画を修

正するといった対応も 取られていた。研究会が GAＰ認証を取得したことは飲食

店に知られていなかったため、今後は宣伝することで食の安心感にもなると思わ

れる。生産者への調査からは、栽培計画を順守することを意識する生産者が多い

ことがわかった。一方で、ＳＮＳ等での情報発信は当てはまる人と当てはまらな

い人に分かれていた。首都圏の実需者が研究会のことを知るために河北町を訪れ

るのはややハードルがある。生産者がインターネットで情報発信することで、実

需者はより情報を入手しやすくなる。  

価値共創の 4 つの要素でかほくイタリア野菜研究会の事例を評価した。 まず、

飲食店が国内で生産された新鮮なイタリア野菜が欲しいという潜在的な需要を前

提としてかほくイタリア野菜研究会は設立した。国内でイタリア野菜の生産はほ

とんどされていなかったため、どの野菜が欲しいのか、出荷規格をどうするか、

欠品した時はどうするか等が生産者と飲食店によって話し合われ、課題を１つず

つ解消していった。生産者と飲食店とのコミュニケーションによる「対話」によ

っ て、「 利 用」「 リ スク 評 価」「 透 明性 」 が 話 し 合わ れ て い たこ と か ら 、生 産 者と

飲食店は価値共創しているといえる。生産者と交流したことのある 飲食店は、生
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産者の人柄や熱意、地域の魅力を発信できること、原材料生産にも関わることで

消費者により大きな満足を提供できることに文脈価値を感じていた。  

 次に、価値共創する生産者組織の特徴を社会ネットワーク分析から明らかにし

た。まず、イタリア野菜栽培のネットワークからは、 遠方に居住する生産者の出

次数が高く、積極的に知識や技術を学ぶための行動をしていた。 栽培技術が向上

することで、飲食店の要望にも応えやすく なり、価値共創を推し進める要因にな

る。組合長以外の生産者の媒介中心性も高くなっており、栽培経験を活かして相

談にのる生産者や遠方の生産者と河北町をつなぐ生産者である可能性が確認され

た。組合長だけでは補いきれないネットワークを支える人物 がいることで、飲食

店の要望に応えることや生産のリスクを減らす取り組みを生産者全体で行いやす

くなっていると考えられる。 一方で、イタリア野菜販売のネットワークは事務局

に集中する構造となっていた。 2011 年の試験栽培以降にイタリア野菜栽培を始

めた生産者がほとんどであり、組合長を中心として栽培マニュアルを作成し、イ

タリア野菜の安定的な生産に注力してきた。 このような背景の中で、日常的な飲

食店とのやり取りは事務局が担い、余力のある時には飲食店への商談に生産者が

同行したり、飲食店へ食べに行ったりすることで、生産者と飲食店が直接的なつ

ながりを持てていた。価値共創の平均点とイタリア野菜栽培・販売の入次数との

正の相関関係がみられたことから、価値共創により意識的に取り組んでいる生産

者は、飲食店の要望に応えるためにも知識や技術の習得をして いると考える。そ

のような姿勢が他の生産者から信頼できる人物としての評価に つながっている。

まとめると、価値共創する生産者組織の特徴 は次の通りである。役員でな い生産

者が知識を補うために他の生産者に相談していた ことから、飲食店の要望に応え

るために行動する生産者が多い。遠方に住む生産者のような関係性が構築しづら

い人に対して役員を中心とした生産者が関係を構築しており、組合長だけに依存

するのではない、生産者間の幅広いネットワークが構築されていた。 遠方の生産

者においては、その地域内でのネットワークも構成されており、今回の調査対象

者がその地域の情報のハブとなっている 可能性がある。 イタリア野菜の栽培技術

を確立するために、生産者は栽培のことに専念していた一方で、 事務局が飲食店

に対応するという役割分担をすることで、結果として飲食店の要望に応えるイタ

リア野菜生産が行えていた。 生産者だけでは難しくとも、事務局のような連携パ

ートナーがいることで、価値共創が促進されていた といえる。  

  



103 

 

第５章  まとめと考察  

 

第１節  まとめ  

 

 食と農の距離が拡大することで国産農林水産物の消費減退が懸念される 今日に

おいては、生産者と消費者、生産者と実需者との関係を強め ることが求められて

いる。戦後の米政策は 1960 年代まで国民への安定供給を目的として展開され、

政府が米流通を管理していた。その後、1967 年には政府在庫米が過剰とな った

ため、1971 年に米 の 生産調整 を開始し た。 1995 年の 食糧法制 定 等により 米流

通は規制緩和され、産地間競争が激化した。 その中で、米産地が生き残っていく

には、ワン・トゥ・ワン・マーケティングのように消費者の需要に合わせ た農産

物生産が必要であり、そのためには顧客との長期継続的な関係を生産者は構築す

る必要がある。青果物流通は 1971 年の卸売市場法成立以降、 法律の改正によっ

て段階的に規制が緩和されてきた。その中で、大型量販店が青果物流通を再編し

てきており、小売による値引き要求が生産者の負担にもなっていた。 同時に、生

産者と消費者との間に小売店が入ることで、 生産者は消費者との直接的な接点を

失ってきた。生産者と消費者との提携やコーディネーターを通して生産者と実需

者が結びつくことを踏まえた生産・流通・消費の在り方を 検討すべき時である 。

卸売市場外流通の代表である有機農業運動や産消提携運動は 1970 年代に始まっ

た。生産と消費の在り方を見つめなおし、生産者と消費者の提携関係を 基本とす

るのが運動の理念である。しかし、消費者の負担が少ない産消提携運動が増えて

いることや生産者と消費者の関係が希薄化していること 等の課題が生じており、

改めて産消提携運動を 見直す必要がある。  

 低価格競争が激化する中で 、価格以外の要因で農産物を差別化し、有機栽培等

の差別化要因を高く評価する消費者や実需者を生産者は探し出す必要がある。ま

た、長期継続的に取引するためにも、良好な関係を構築する必要がある。 そのた

め、生産者と消費者・実需者が協調的で つながりの深い関係を構築することで価

値が創造されるという「価値共創」とその結果として創造される「文脈価値」と

いう概念に着目した。本研究は、生産者と消費者・実需者がどのように価値共創
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しているのか、創造された文脈価値が何なのか、文脈価値がどのような過程を経

て形成され生産者はどのような影響を与えたのか、価値共創する生産者組織はど

のような特徴を持っているのかを明らかにし、今後の農産物流通における価値共

創と文脈価値の意義を提示することを研究目的とし た。  

 第２章では、生産者と消費者がどのように価値共創しているのかを価値共創の

４つの要素から評価すること、消費者が感じている文脈価値を明らかにすること

を課題として設定した。生活クラブと庄内みどり農協との産消提携運動を事例と

して、価値共創の 4 つの要素である「対話」「利用」「リスク評価」「透明性」 が

生産者と消費者の関係や取り組み内容に当てはまるのかどうかを評価した。この

4 つの要素に当てはまる取り組みがされているならば、価値共創しているといえ

る 。 生活 ク ラ ブ 組 合員 は 、 生産 者 と の 交 流を 通 し て、「 自 分 で作 っ た も のを 食 べ

る感覚」になること等に文脈価値を感じていることが明らかとなり、 交流会や学

習 会 とい う 「 対 話 」を 通 し て文 脈 価 値 が 形成 さ れ てい た 。「 食料 自 給 率 の向 上 」

等の生活クラブの理念の実現に向けて飼料用米等の取組 をしていたことは、消費

者 の 「好 ま し い 経 験」 で あ るた め 、「 利用 」 の た めの 取 組 だ と 評価 で き る。 消 費

者の農業や食に対する専門知識を補うために学習会を開催し、 農薬使用に関する

協議結果を自主基準書にまとめていた。 また、生産者と消費者の相互積み立てに

よる「共同開発米基金」は、 気象災害等によるリスクを評価した上での対応策 だ

と評価できる。自主基準書による栽培方法の明確化およびその基準の監査 である

「二者認証」は、生産者と消費者との情報の非対称性の解消に向かう 取り組みで

あ り、「 透 明 性 」の 取 組 だ と評 価 で き る 。 以 上 の よう な 取 り 組 みに よ っ て生 産 者

と消費者は価値共創し、生産者との交流を通して消費者は文脈価値を感じていた。

近年では、時間や労力のかかる交流会や学習会を軽視する傾向にあったが、その

交流会や学習会こそが消費者の文脈価値を形成する場になっていたことが明らか

となった。  

第３章では、消費者が感じている文脈価値がどのように形成されるのかその形

成過程を明らかにすること、形成過程に生産者がどのように関わっているのかを

明らかにすることを課題として設定した。 生産者と交流する機会の多い生活クラ

ブ組合員の役員を事例として、消費者の文脈価値がどのような形成過程なのか、
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消費者がどのような経験をしてきたのかという「文脈」と、その文脈へ生産者が

与えた影響をライフストーリー・インタビュー調査から 明らかにした。消費者 A

は、生活クラブを活用することで家族が幸せになるという文脈価値を感じていた。

その文脈価値は、子育てを通じて食の安全・安心への関心が高まって生協へ加入

し、産地の視察研修で生産者を知り、生活クラブの消費材が家族の健康と幸せに

つながると 実感で きた という過程 を経て 形成 されていた 。 また 、消 費者 B は負

担があっても消費材を活用することで生産者を支えたいという文脈価値を感じて

いた。その文脈価値は、学校教育の中で食への疑問を持ち、妊娠中に叔母からの

紹介で生協へ加入し、 生産者との交流では家族と接しているような親近感を感じ、

そのような生産者を支えたいと思ったという過程を経て形 成されていた。 生協へ

の加入後は、委員活動として産地への視察研修で生産者と交流するのが役員に共

通の経験であった。この生産者との交流を通して、生産者と一緒に活動してきた

ことに誇りを持ち、これからも生産者と一緒に活動できることに文脈価値を感じ

ていた点で共通していた。一方で、役員 それぞれが家族の幸せの実現、生産者支

援、生産者の営農意欲 向上の実感等異なる文 脈価値を感じていた。 消費者 C は 、

美味しい農産物のために生協に加入しており、 そのような消費者は 一般的に多い

と思われる。C の事例から、そのような生産者との交流に興味の無 かった人も 生

産 者 と の 交 流 を き っ か け と し て 文 脈 価 値 が 形 成 さ れ る 可 能 性 が あ る 。 消 費 者 D

の事例から、消費者との交流によって生産者の営農意欲が向上している可能性が

高い。生産者と消費者との交流は、生産者との交流に関心の無かった消費者が文

脈価値を感じるきっかけとなり、生産者の営農意欲が向上するものだったと示唆

される。  

第４章では、生産者と実需者との価値共創を４つの要素から評価すること、 価

値共創する生産者組織の特徴を社会ネットワーク分析から明らかにすることを課

題として設定した。かほくイタリア野菜研究会と飲食店との関係を価値共創の４

つの要素から評価し、生産者と実需者との価値共創の実態を明らかにした。さら

に、生産者組織の社会ネットワーク分析から 価値共創する生産者組織の特徴を明

ら か にし た 。「 対話 」 か ら は、 生 産 者 と 飲食 店 が イベ ン ト や 商 談会 、 圃 場見 学 等

で交流しており、生産者は飲食店と交流することが農業のモチベーションになっ
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て い たこ と を 評 価 でき た 。「 利 用 」 か らは 、 国 産 で鮮 度 の 良 い イタ リ ア 野菜 を 購

入できるようになったこと、 緩やかな出荷規格とすることで出荷歩留が向上し、

多くの飲食店が購入できるよ うになっていた こと、各生産者が異なる栽培品目に

す る こ と で 研 究 会 と し て 約 90 品 目 を 飲 食 店 に 供 給 で き て い た こ と が 飲 食 店 の

「 好 まし い 経 験 」 とな っ て いた こ と を 評 価で き た 。「 リ ス ク 評価 」 か ら は、 安 定

的な生産に向けて組合長を中心に独自の栽培マニュアルを作成 することで 不作の

リスクを減らしていること、予定通りに収穫できなかった時には事務局が飲食店

へ連絡し、飲食店も農産物生産が不安定であることを理解している ことを評価で

きた。栽培技術が習熟すれば、減農薬・減化学肥料 栽培への取り組みが期待でき

る。「 透 明 性 」 から は 、 栽 培計 画 が 公 開 され て い るこ と で 、 飲 食店 の 提 供メ ニ ュ

ーを考える時の参考になっていること、飲食店から 大口需要があった時には栽培

計画を修正していること、栽培計画を順守することを意識している生産者が多か

ったことを評価できた 。価値共創の４つの要素に当てはまる取り組みを行い、飲

食店の要望に応えたイタリア野菜生産をしていたことから、生産者と飲食店は価

値共創していたといえる。価値共創の結果、 飲食店は生産者の人柄や地域の魅力

を発信できることに文脈価値を感じていた。 イタリア野菜栽培の社会ネットワー

ク分析からは、遠方の生産者であっても積極的にイタリア野菜の栽培技術につい

て相談しに行っていた。生産者間の関係を仲介していることを示す 媒介中心性か

らは、遠方の生産者の中でリーダーの存在が示唆されたとともに、事務局や組合

長以外の生産者も遠方の生産者と関係を構築しており、研究会内の連携が強化さ

れていたと考えられる。イタリア野菜販売の 社会ネットワーク分析からは、生産

者がイタリア野菜の栽培技術確立に注力する必要があった背景もあり、 事務局に

販売ネットワークが集中して いた。しかしながら、農閑期には生産者が商談に同

行する、飲食店へ食べに行くといった生産者と飲食店とが直接的なつながりを持

つような組織ルールがあることで、多くの生産者は飲食店と交流した経験を持て

ていた。各生産者への 価値共創に関する意識を得点化した時の平均点 とイタリア

野菜栽培・販売の入次数に正の相関関係がみられたことから 、価値共創に取り組

む生産者が飲食店の要望に応えるために知識や技術を習得する姿勢が他の生産者

からの信頼につながっていると思われる。 飲食店の要望に応えるために積極的に
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相談しにいく生産者が多いこと。組合長だけに依存するのではない幅広い生産者

間のネットワークが構築されていたこと。生産者の地域が離れていても、各地域

に情報のハブがいること。栽培・販売の両方に生産者だけで取り組むのが難しい

場合、事務局のような 連携パートナーとも協力すること。この４点が価値共創す

る生産者組織の特徴である。  

 

第２節  考察  

 

最後に、①価値共創の４つの要素の指標としての評価、②価値共創と文脈価値

が今後の農産物流通においてどのように位置づけられるのかを 考察する。  

価 値 共 創の ４ つ の 要 素 に つ い て、 一 つ ず つ 指 標 と し ての 評 価 を 検 討 す る。「 対

話 」 は、「 当 事 者同 士 が 深 くか か わ り 合 いな が ら 、行 動 へ 向 け て意 見 を 交わ す こ

と 」と 定 義 さ れ、「 利 用」「 リ ス ク評 価 」「透 明 性」 に つ い て 話 し 合 う こと も 「対

話」である。本研究では生産者と消費者との交流会、生産者と実需者との商談や

イベントでのコミュニケーションを「対話」として捉えて評価した。人と人との

コミュニケーションが重要であることは反論の余地がないものであり、話し合う

こ とを 通 し て「 利 用」「 リス ク 評 価」「 透明 性 」の 要 素 が向 上 す る な らば 、「対 話 」

は価値共創の根幹を成していると もいえる。一方で、生産者と消費者、生産者と

実需者の会話やコミュニケーションといった 両者の関わりの全てを「対話」と し

て捉えた場合、本来の「深くかかわり合い」という意味が薄れてしまう。本研究

の事例で考えると、生産者と消費者の交流で考えても、遊佐町に消費者が訪れ圃

場を見学する「産地交流会」と組合員の居住地近辺に生産者を招く「消費地交流

会」では、同じ交流会であっても「対話」の内容は異なる。産地を訪問したとい

う経験は文脈価値の形成にも大きな影響を与えるものである。 加えて、生活クラ

ブでは組合員が交流会に参加した経験を他の組合員に共有することやこれまでの

生協の活動を勉強する機会がある。生産者と消費者との交流ではないものの、他

の組合員の経験を聞くことで交流会に興味を持ち、生協の活動の歴史を知ること

で消費材がどのような経緯で作り上げられたのか当時の生産者と消費者の思いを

知ることも文脈価値の形成につながるものであり、価値共創を進展させる要因に
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なると思われる。まとめると、一言に「対話」といっても質的な違いがあ り、ど

の程度以上の「対話」が価値共創に必要なのか、その基準を設けるのは難しい。

「対話」を通して相手への理解がどれほど深まったのか、行動 や意識の変化はあ

ったのかという「対話」の成果を把握する必要がある。また、より直接的な「対

話」だけでなく、消費者間の経験の共有や学習活動による間接的な「対話」に よ

っても消費者が生産者への理解を深められるのに留意して「対話」を評価すべき

だと考える。  

「利用」は、商品所有することなく好ましい経験をすることと定義される。本

研究では、生協の理念の実現や実需者がどのような経験を したのかで評価した。

まず、好ましい経験とは広範囲に意味が取れるものであり、消費者や実需者が望

んで い るも の や こと な らば 、 それ は 好 まし い 経験 と なる だ ろ う。 Praha lad  and  

Ramaswamy(2004) は 主 に 製 造 業 を 事 例 と し た 価 値 共 創 を 提 唱 し て お り 、 工 業

製品をオーダーメイドで生産することで各顧客の要望に応え られるとしている。

農産物においては各消費者の 栽培品種・農薬の使用の有無等細かい要望に 応える

ほど、生産管理のロットは小さくなり多大な労力が かかる。消費者の細かな要望

に生産者がどこまで需要に応えられるのか、そのコスト を生産者だけで負担でき

るのか、あるいは消費者・実需者がコストを負担できるのかを話し合う必要があ

る。農産物では生協のような食の安全・安心を追求した集団やイタリア野菜のよ

うな特徴のある農産物の実需者といった 特定の需要を持つ消費者や実需者が価値

共創のターゲットになると思われる。加えて、 農産物は食べるものであるため、

農産物を商品所有することなく、好ましい経験をすること の例としては、 生活ク

ラブの事例における都市に住む消費者の農業体験、あるいは生産者と交流できる

ことも好ましい経験といえるだろう。また、管理の労力やコストを踏まえると、

例えばある生協の全組合員の最大公約数的な好ましい経験を反映した農産物とな

らざるを得ない。あまり需要 がなくコストのかかる 農産物を欲しがる消費者がい

たとしても、生産者のコスト負担が大きければ、栽培しないことも考えられる。

その結果として個人の意見を全て反映した農産物とはならないこともあ ると考え

られる。  

「リスク評価」は、生産者が消費者・実需者に利点だけでなく損害が及ぶ可能
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性も伝えることと定義される。本研究では、農薬や化学肥料の使用による 人体や

環境への影響、不作の危険性を消費者・実需者に伝えているかで 評価した。現代

日本においては、食の安全は不可欠なものである。食の安全を確保する取り組み

には費用がかかっており、生産者がその費用を負担している場合が多い 。安全・

安心な農産物生産を継続していくには、消費者 ・実需者が食の安全・安心を得る

ためのコストの一部を負担することも必要 かもしれない 。消費者・実需者がどの

程度の安全・安心を求めているのか、その費用を消費者・実需者がどの程度負担

で き るの か と い っ たこ と も 合わ せ て 考 え る必 要 が ある 。「 リ スク 評 価 」 の定 義 で

は、消費者に損害も伝えることを強調しているが、単に伝えればいいとい うこと

ではないだろう。本質的にはそのリスク を消費者・実需者が許容できるのか、あ

るいはそのリスクを減らすために 何ができるのかという 一歩踏み込んだ議論がさ

れるべきであり、リスクを受け入れることやリスク への対策ができてこそ「リス

ク評価」として評価できよう。  

「透明性」は、情報の非対称性の解消、情報公開することと定義される。 本研

究では、生産者の栽培情報の提示、圃場見学の受け入れ 等によって評価した。 ま

ず、「リスク評価」は損害を伝えることであり、「透明性」と重なる部分がある。

Prahalad  and  Ramaswamy(2004) は、情報公開の中でも損害を伝えることを強

調して「リスク評価」としているが、重複している点は やや気になる点である。

情 報 公 開 に つ い て 、 全 て の 情 報 を 公 開 す る こ と が 望 ま し い と Prahalad  and  

Ramaswamy(2004) は し て い る 。 公 開 さ れ る 情 報 が 多 い に 越 し た こ と は な い が 、

あまりに多い量の情報が公開されれば、結果として消費者・実需者が知りたい情

報へのアクセスが困難になることも考えられる。消費者・実需者が知りたがって

いる情報がきちんと伝わることを意識して情報公開する必要がある。一方で、情

報の非対称性の解消には、消費者・実需者の情報公開も必要である。生活クラブ

で米の消費動向や予約購入が どの程度進んでいるのかといった情報を生産者に伝

えることは、情報の非対称性の解消にもなっていた 。生産者が多くの情報を持っ

ていることが多いと思われるが、消費者・実需者も情報公開し、双方が情報公開

していることを評価すべきだろう。  

続いて、今後の農産物流通における価値共創と文脈価値の位置づけについて考
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察する。生産者と消費者の関係からは、 生産者との交流によって消費者の 文脈価

値が形成されていたことが明らかとなったため、生産者と消費者とが交流する場

を設けることが必要である。近年では、生活クラブ組合員の居住地にあるデポー

でも生産者交流会を開催しているため、 買い物する際の少しの時間でも生産者と

交流する機会が持てる。交流会に参加するハードルが下がることで、より多くの

消 費 者 が 生 産 者 と 交 流 で き 、 文 脈 価 値 の 形 成 が 期 待 さ れ る 。 一 方 、 波 多 野

(1994) が 指 摘 す る よ う に 消 費 者 の 負 担 が 少 な く 生 産 者 の 負 担 の み が 増 加 し 、 提

携継続が困難とならないように留意すべきであり、引き続き「対話」の在り方を

模索する必要もある。「対話」「利用」「リスク評価」「透明性」のそれぞれの要素

が 価 値共 創 に 必 要 であ る。「 対 話 」 に は多 く の 時 間が か か る こ とか ら 、 繰り 返 し

行う必要がある。価値共創には時間と労力がかかるが、その経験を通して得られ

る 文 脈価 値 は 他 に は代 え が たい も の で あ るこ と を 消費 者 等 に 訴 求 し 、「 対 話 」の

意味を理解してもらうことも必要である。  

生産者と実需者の関係からは、先行研究で指摘さ れた取引におけるリスクが低

減していた。その背景には、実需者が生産者との交流や圃場見学を通して生産現

場のことを知り、無理のある栽培方法では産地が成り立たなくなることを理解し

ていたからである。また、飲食店では原材料の外観に傷があっても調理で取り除

くことが可能であり、小売店で農産物を販売するのとはやや事情が異なる。この

ような取引先の事情に合わせて取引内容 を変化させるには、やはり 「対話」が必

要である。価値共創に取り組みたい生産者組織においては、組合長や役員といっ

た生産者の代表がまずは消費者・実需者の要望に応えようと することが必要であ

る。そのような生産者の代表を中心としたネットワークの構築は必要だろう。 次

いで、代表の生産者だけでなく、各生産者が飲食店の要望に応えるために積極的

に相談するといった姿勢も必要である。 仮に生産者間の居住地が離れていても生

産者間のネットワークがある ことで、各生産者に価値共創の意識が伝達していく

と思われる。同時に、遠方の生産者内でも小さなネットワークが形成されると思

われる。その際に拠点となる地域とやり取りを行い、情報のハブとなる生産者が

いれば、生産者間のネットワークが連結される。イタリア野菜の事例では、生産

者が栽培技術を新たに確立する必要があった。そのため、栽培と販売の両方に生
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産者だけで取り組むのはやや困難であったと思われる。 商工会や事務局といった

生産者以外の連携パートナーがいたことで、 実需者の要望に応えられるかほくイ

タリア野菜研究会へと成長できた側面もある。 状況に応じて、生産者だけでなく

連携パートナーと共に価値共創に 取り組む必要がある。以上のような生産者組織

を作ることは、価値共創の促進に貢献することができる 。  

 今後の農産物におけるマーケティングを考える上で、 価値共創や文脈価値は新

たな視点をもたらすものである。 消費者・実需者の 文脈価値の形成をマーケティ

ングのゴールとした場合、いかに消費者・実需者の文脈に生産者として好影響を

与えられるかが課題となる。 提供する農産物の美味しさ や手頃な価格を目指しつ

つ、どのようにして交流会を継続していくのか、 農業体験を提供できるのか、環

境保全型農業を継続するのか を生産者と消費者・実需者で話し合うこと は、消費

者・実需者の文脈に好影響を与えることになるだろう。 交流会に参加する生産者

においては、その交流会が消費者の文脈価値が形成される場であ ることを理解し

た上で交流会に参加すべきである。近年、交流会に参加する生産者が固定化し、

交流会のマンネリ化を指摘する意見が生活クラブ組合員から挙がることもある。

まさに、そのような消費者の要望に応えることは文脈価値の形成を促進すること

になる。生産者にとっての価値共創とは、所得の向上や安定化だけではなく、農

業のモチベーションを喚起するものでもあったことから、消費者や実需者とのつ

ながりが深まっていた 。消費者や実需者にとっての価値共創とは、生産者との交

流を通して文脈価値を感じるものであり、一般的なモノの購入では得られ ない価

値を感じることができるものであったことから、生産者とのつながりが深まって

いた。一点、文脈価値 の注意すべき点について言及する 。私たちの生活は所得に

よって制限された家計の中で、農産物を購入する。 消費者が価値共創に参画し、

その経験から得られる 文脈価値が他に代えがたいものであったとしても、予算を

大幅に超える農産物は購入できない。また、その時点で特徴的な農産物であった

としても、時代の経過と共に競合する農産物が増えれば 、特徴が陳腐化してしま

うこともありうる。有機農産物の購入が難しかった時代では産消提携運動で農産

物を購入していても、現在は 有機農産物専門流通業者の HP を介して、有機農産

物を購入できる。したがって、価値共創 が一時点で完結するものと 考えて製品や
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サービスの向上を止めるのではなく、常に価値共創し続ける意識を生産者は持つ

必要がある。その時々の生産者と消費者・実需者と が価値共創するからこそ、そ

の価値共創の経験は消費者・実需者にとって代えがたい経験となり、その 経験に

よる文脈価値にこそ意味がある。  
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